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第１節 計画の策定

第１ 計画の概要

１ 計画の目的

この計画は、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号。以下「災対法」という。）第 42

条の規定に基づき、秩父市防災会議が作成する計画であり、秩父市の地域に係る防災に関し、

市及び関係機関が災害予防、災害応急対策及び災害復旧復興に至る一連の災害対策を実施す

ることにより、市民の生命、身体及び財産を災害から保護することを目的とする。

２ 計画の位置づけ

この計画は、市の地域に係る防災に関し、市の処理すべき事務又は業務を中心として、防

災関係機関が処理する事務又は業務を包含する基本的かつ総合的な計画である。

この計画は、市及び防災関係機関の防災に関する責任を明確にするとともに、各機関の事

務又は業務を有機的に結合する計画である。

この計画は、災害救助法（昭和 22 年法律第 118 号）に基づき埼玉県知事が実施する災害救

助事務のうち、同法第 30 条の規定に基づき市長に委任された場合の計画又は同法適用前の救

助に関する計画及び水防法（昭和 24 年法律第 193 号）に基づき、市が定める水防計画等の防

災に関する各種の計画を包含する総合的計画である。

３ 計画の構成

この計画は、市における災害に対処するための基本的かつ総合的な計画として策定するも

のであり、計画の構成は以下に示すとおりである。
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■市地域防災計画の構成
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４ 計画の運用等

（１）他計画との関係

この計画は、市の地域に係る防災に関し基本的かつ総合的な性格を有するものであると

ともに、埼玉県地域防災計画と整合を図るものとする。

■国、県及び市の防災会議及び防災計画の関係

（２）計画の効果的な推進

ア 自助、共助による取組の推進

災害による人的被害、経済被害を軽減し、安心・安全を確保するためには、行政による

公助はもとより、個々人の自覚に根ざした自助、身近な地域コミュニティ等による共助が

重要である。個人や家庭、地域、企業、団体等社会の様々な主体が連携して日常的に減災

のための取組を進めていく。

イ 男女共同参画の視点

男女双方の視点に配慮した防災対策を進めるため、防災に関する政策・方針決定過程や

災害現場における女性の参画を拡大するなど、男女共同参画をはじめとした多様な視点を

踏まえた防災対策を推進していく。

ウ 広域的な視点

市単独での対応にはおのずと一定の限界もあり、東日本大震災の教訓を踏まえると、初

動時から広域的な視点に立った応援の要請が必要である。

エ 人的ネットワークの強化

市及び県、防災関係機関、協定締結団体等は、発災時に迅速かつ確実に連絡が取り合え

るよう、平素から顔の見える関係を築き、強固な協力関係の下に防災対策を進める。

オ 計画の効果的推進に向けた取組

市は、この計画を効果的に推進するため、次の点に留意して取組を進めるものとする。

市は、地域防災計画推進のための財政負担、援助、指導の充実に最大限の努力をし、さ

らに制度等の整備、改善等について検討、実施する。

＜秩父市＞

秩父市防災会議

秩父市地域防災計画

＜国＞

中央防災会議

防災基本計画

＜埼玉県＞

埼玉県防災会議

埼玉県地域防災計画
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（３）計画の修正

市防災会議は、地域にかかる社会情勢の変化及び関連法令の改正並びに埼玉県地域防災

計画等の修正に応じて、常に実情に沿った計画にするため、災対法第 42 条の規定によって、

毎年検討を加え必要な修正を行うとともに、随時必要があると認めたときは、速やかに修

正する。

（４）計画の習熟、周知徹底

市及び防災関係機関は、この計画の趣旨を尊重し、常に防災に関する調査研究及び教育

訓練を実施してこの計画の習熟に努めるとともに、市の職員及び関係行政機関、関係公共

機関その他防災に関する重要な施設管理者に周知徹底させるとともに、特に必要と認める

事項については広く市民に対し周知徹底を図り、もって防災に寄与するよう努めるものと

する。

Ø 計画に基づくマニュアル類の作成と訓練等を通じた職員への周知徹底

Ø 計画、マニュアル類の定期的な点検や検証

Ø 点検や訓練から得られた機関間の調整に必要な事項や教訓等の反映
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第２ 秩父市総合振興計画との関係

１ 秩父市総合振興計画の概要

市では、平成 28 年度から平成 37 年度までを計画期間とした第２次となる秩父市総合振興

計画を策定し、これまでの将来都市像に新たなキーワードとして「豊かさ」を加えた、「豊か

なまち、環境文化都市ちちぶ」を将来都市像として掲げた。

この将来都市像を実現するため、秩父らしい「文化」を基軸として、以下に示す５つの分

野の基本方針を柱に政策を進める。

■第２次秩父市総合振興計画

２ 秩父市総合振興計画における防災施策

この計画における防災関連の施策は、「社会基盤分野」の「１ 安心安全なまちづくり （1）

防災力・防犯対策の強化」において位置づけられており、施策推進のため達成目標とすべき

指標は以下のように設定されている。

■防災施策推進に関する指標と達成目標

指標名 指標の定義 実績値 目標値

福祉避難所の整備数 福祉避難所として整備された施設数 13か所 15か所

自主防災組織リーダー

養成講座の開催数

自主防災組織リーダー養成講座の開催

数
2回 5回

防災無線デジタル化率 防災無線のデジタル化完了率 0％ 100％

防犯灯の設置率 要望に対する防犯灯設置率 90％ 100％

<将来都市像>

『 豊かなまち、環境文化都市ちちぶ 』

産業経済

医療・福祉・保健

子育て・教育
<基本方針>

策定の５つの分野
環境

社会基盤

文

化
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第２節 防災関係機関の役割分担

第１ 地域防災組織

１ 秩父市に係る地域防災組織

市に係る地域防災組織は次のとおりである。

２ 秩父市防災会議

秩父市防災会議は、災対法第 16 条及び秩父市防災会議条例に基づき設置され、所掌事務及

び組織については、次のとおりである。

（１）所掌事務

防災会議は、次に掲げる事務をつかさどる。

① 秩父市地域防災計画を作成し、及びその実施を推進すること。

② 市長の諮問に応じて市の地域に係る防災に関する重要事項を審議すること。

③ 前号に規定する重要事項に関し、市長に意見を述べること。

④ 前３号に掲げるもののほか、法律又はこれに基づく政令によりその権限に属する事務

☞【資料７.１】『秩父市防災会議条例』参照

（２）組 織

① 防災会議は、市長を会長とし、防災関係機関の長又は職のうちから任命された委員等を

もって組織する。

② 防災会議の庶務は、危機管理課において処理する。

③ 市長により任命された防災会議委員の構成は、資料編に記載する。

☞【資料１.２】『秩父市防災会議委員名簿』参照

埼玉県 防災会議 秩父市防災会議

埼玉県災害対策本部 市 民

秩父市災害対策本部

自主防災組織

防 災 関 係 機 関
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第２ 防災関係機関の業務の大綱

１ 市

市は、基礎的な地方公共団体として、市の地域並びに市民の生命、身体及び財産を災害か

ら保護するため、関係機関及び他の地方公共団体の協力を得て、市の地域に係る防災に関す

る計画を作成し、及び法令に基づきこれを実施する責務を有する。

（災対法第４条第 1項）

名称 業 務 の 大 綱

秩父市 ≪災害予防≫

(1) 防災に関する組織の整備に関すること
(2) 防災に関する訓練の実施に関すること
(3) 過去の災害から得られた教訓を伝承する活動の支援に関すること
(4) 防災に関する物資・資材の備蓄及び整備・点検に関すること
(5) 防災に関する施設・設備の整備及び点検に関すること
(6) 広域一時滞在等に関する協定の締結に関すること
(7) 公共的団体及び住民の自主防災組織の指導育成に関すること
(8) 前各号のほか、災害が発生した場合における災害応急対策の実施に支障とな

るべき状態等の改善に関すること

≪災害応急対策≫

(1) 情報の収集、伝達及び被害の調査に関すること
(2) 警報の伝達及び避難の勧告又は指示（緊急）に関すること
(3) 消防、水防その他の応急措置に関すること
(4) 知事から委任された災害救助法に基づく被災者の救難、救助その他保護に関
すること

(5) 広域一時滞在等に関すること
(6) 災害を受けた児童及び生徒の応急教育に関すること
(7) 施設及び設備の応急の復旧に関すること
(8) 清掃、防疫その他の保健衛生措置に関すること
(9) 前各号のほか、災害の防御又は各災害防止のための措置に関すること
≪災害復旧≫

(1) 被災施設の復旧に併せ、再度災害発生を防止するための施設の新設及び改良
に関すること

(2) 被災者に対する相談及び援護に関すること
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２ 消防機関

３ 県及び県の機関

県は、県の地域並びに県民の生命、身体及び財産を災害から保護するため、関係機関及び

他の地方公共団体の協力を得て、県の地域に係る防災に関する計画を作成し、及び法令に基

づきこれを実施するとともに、その区域内の市町村及び指定地方公共機関が処理する防災に

関する事務又は業務の実施を助け、かつ、その総合調整を行う責務を有する。

（災対法第４条第 1項）

名称 業 務 の 大 綱

秩父広域市町村圏組合

秩父消防本部

(1) 消防防災に関する広域的な施設・整備に関すること
(2) 防災に関する予防普及に関すること
(3) 消防、水防その他の応急措置に関すること
(4) 避難及び応急救助に関すること
(5) 被害に関する情報の収集、伝達及び被害調査に関すること
(6) 危険物施設の安全管理に関すること

名称 業 務 の 大 綱

埼玉県 ≪災害予防≫

(1) 防災に関する組織の整備に関すること

(2) 防災に関する訓練の実施に関すること

(3) 防災に関する物資・資材の備蓄及び整備・点検に関すること

(4) 防災に関する施設・設備の整備及び点検に関すること

(5) 前各号のほか、災害が発生した場合における災害応急対策の実施に支障とな

るべき状態等の改善に関すること

≪災害応急対策≫

(1) 警報の発令及び伝達に関すること

(2) 消防、水防その他の応急措置に関すること

(3) 被災者の救難、救助その他の保護に関すること

(4) 被災者の食料等の確保及び輸送に関すること

(5) 災害を受けた児童及び生徒の応急教育に関すること

(6) 施設及び設備の応急の復旧に関すること

(7) 清掃、防疫その他の保健衛生措置に関すること

(8) 犯罪の予防、交通の規制その他災害地における社会秩序の維持に関すること

(9) 緊急輸送の確保に関すること

(10)応急仮設住宅の設置及び被災者住宅に関すること

(11)全各号のほか、災害の防御又は拡大防止のための措置に関すること

秩父地域振興セ

ンター

(1) 県災害対策本部秩父支部の設置に関すること

(2) 県災害対策本部秩父現地対策本部の設置に関すること

(3) 災害情報の収集及び報告に関すること

(4) 市町村及び防災関係機関との連絡調整に関すること

(5) 災害応急対策に必要な応急措置に関すること

(6) 秩父防災基地の運営に関すること

秩父福祉事務所・

秩父保健所

(1) 保健衛生関係の被害状況の収集に関すること

(2) 飲料水の水質検査に関すること
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４ 指定地方行政機関

国は、国土並びに国民の生命、身体及び財産を災害から保護する使命を有することにかん

がみ、組織及び機能のすべてをあげて防災に関し万全の措置を講ずる責務を有する。

（災対法第３条第１項）

名称 業 務 の 大 綱

秩父福祉事務所・

秩父保健所

(3) そ族、衛生害虫等の消毒方法の指示に関すること

(4) 感染症発生に伴う調査指導及び防疫活動に関すること

(5) 災害救助食品の衛生に関すること

(6) 病院、診療所及び助産所に関すること

(7) その他の保健衛生に関すること

秩父農林振興

センター

(1) 農林畜水産被害状況の調査に関すること

(2) 農作物等農業共済に関すること

(3) 農業災害融資に関すること

(4) り災者の食料等の確保及び輸送に関すること

(5) 主要農作物の種子及び苗の確保に関すること

(6) 農作物病害虫防除対策及び指導に関すること

(7) 防除機具及び農薬の調整に関すること

(8) 治山、森林管理道施設の応急対策に関すること
秩父県土整備

事務所

(1) 降水量、水位等の観測通報に関すること
(2) 洪水予報及び水防警報の受理並びに通報に関すること
(3) 水防管理団体との連絡指導に関すること
(4) 河川、道路、橋りょう等の被害状況の調査及び応急修理に関すること

本庄県土整備

事務所
(1) 太田部地域の県道路の被害状況の調査及び応急修理に関すること

北部教育事務所

秩父支所

(1) 教育関係の被害状況の調査に関すること

(2) 公立学校及び施設の災害応急対策及び指導に関すること

(3) 応急教育実施の予定場所の指導に関すること

(4) 教育実施者の確保に関すること

(5) 応急教育の方法及び指導に関すること

(6) 教科書及び教材等の配給に関すること

(7) 被害地学校の保健指導に関すること

(8) 被害地学校の給食指導に関すること

秩父警察署

小鹿野警察署

(1) 災害情報の収集・伝達及び広報に関すること

(2) 警告及び避難誘導に関すること

(3) 人命の救助及び負傷者の救護に関すること

(4) 交通秩序の維持に関すること

(5) 犯罪の予防検挙に関すること

(6) 行方不明者の捜索及び検視（死体見分）に関すること

(7) 漂流物等の処理に関すること

(8) その他治安維持に必要な措置に関すること
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名称 業 務 の 大 綱

農林水産省

関東農政局

≪災害予防対策≫

(1) ダム・ため池、頭首工、地すべり防止施設等の点検・整備事業に関すること

≪応急対策≫

(1) 管内の農業・農地・農業用施設の被害状況の情報収集及び報告連絡に関

すること

(2) 飲食料品､油脂､農畜産物､飼料及び種子等の安定供給に関すること

(3) 農作物・蚕・家畜等に係る管理指導及び病害虫の防除に関すること

(4) 営農技術指導、家畜の移動に関すること

(5) 災害応急用ポンプ等の貸出しに関すること

(6) 応急用食料・物資の支援に関すること

(7) 農業水利施設等の被災に起因する二次災害防災対策に関すること

(8) 食品の需給・価格動向や表示等に関すること

(9) 関係職員の派遣に関すること

≪復旧対策≫

(1) 農地･農業用施設等の復旧事業に係る災害査定と査定前工事の承認に関

すること

(2) 災害による被害農林漁業者等に対する資金の融通に関すること

関東森林管理局

埼玉森林管理事務所

(1) 国有林野の保安林、保安施設(治山施設)等の維持造成に関すること

(2) 災害復旧用材(国有林材)の供給に関すること

東京管区気象台

（熊谷地方気象台）

(1) 気象、地象、水象の観測及びその成果の収集、発表に関すること

(2) 気象、地象（地震にあっては、発生した断層運動による地震動に限る）、

水象の予報・警報等の防災情報の発表、伝達及び解説に関すること

(3) 気象業務に必要な観測、予報及び通信施設の整備に関すること

(4) 地方公共団体が行う防災対策に関する技術的な支援・助言に関すること

(5) 防災気象情報の理解促進、防災知識の普及啓発に関すること

国土交通省

関東地方整備局

管轄する河川、道路についての計画、工事及び管理を行うほか、次の事項

を行うよう努める。

≪災害予防≫

(1) 震災対策の推進

(2) 危機管理体制の整備

(3) 災害・防災に関する研究、観測等の推進

(4) 防災教育等の実施

(5) 防災訓練

(6) 再発防止対策の実施

≪災害応急対策≫

(1) 災害発生直後の情報の収集、連絡及び通信の確保

(2) 活動体制の確保

(3) 災害発生直後の施設の緊急点検

(4) 災害対策用資機材、復旧資機材等の確保

(5) 災害時における応急工事等の実施

(6) 災害発生時における交通等の確保

(7) 緊急輸送

(8) 二次災害の防止対策



第１編 総則
第２節 防災関係機関の役割分担

1-11

５ 自衛隊

６ 指定公共機関及び指定地方公共機関

指定公共機関及び指定地方公共機関は、その業務に係る防災に関する計画を作成し、及び

法令に基づきこれを実施するとともに、この法律の規定による国、都道府県及び市町村の防

災計画の作成及び実施が円滑に行なわれるように、その業務について、当該都道府県又は市

町村に対し、協力する責務を有する。（災対法第６条第１項）

名称 業 務 の 大 綱

国土交通省

関東地方整備局

(9) ライフライン施設の応急復旧

(10) 地方公共団体等への支援

(11) 「災害時の情報交換に関する協定」に基づく、「連絡情報員（リエゾン）」

の派遣

(12) 支援要請等による「緊急災害対策派遣隊（TEC-FORCE）」の派遣

(13) 被災者・被災事業者に対する措置

≪災害復旧・復興≫

(1) 災害復旧の実施

(2) 都市の復興

(3) 被災事業者等への支援措置

国土交通省関東整備局

二瀬ダム管理所

(1) ダムの防災操作に関すること

埼玉労働局

秩父労働基準監督署

(1) 工場、事業場における労働災害の防止に関すること

(2) 業務上災害の被災者に対する速やかなる救済に関すること

名称 業 務 の 大 綱

陸上自衛隊

第 1師団

第 32普通科連隊

≪災害派遣の準備≫

(1) 災害派遣に必要な基礎資料の調査及び収集に関すること

(2) 自衛隊災害派遣計画の作成に関すること

(3) 県防災計画と合致した防災訓練の実施

≪災害派遣の実施≫

(1) 人命、身体又は財産の保護のために緊急に部隊等を派遣して行う必要のあ

る応急救援又は応急復旧の実施に関すること

(2) 災害救助のため防衛省の管理に属する物品の無償貸与及び譲与に関する

こと
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■指定公共機関

■指定地方公共機関

名称 業 務 の 大 綱

東日本電信電話(株)

埼玉事業部

(株)ＮＴＴドコモ

(1) 電気通信設備の整備に関すること

(2) 災害時における非常通信の確保及び警報の伝達に関すること

(3) 被災電気通信設備の応急対策及び災害復旧に関すること

ＫＤＤＩ(株) (1) 重要通信の確保に関すること

(2) 災害時における電気通信の疎通の確保と被災通信設備等の復旧に関する

こと

日本郵便(株)

（秩父郵便局、

他 16 郵便局）

(1) 郵便事業の業務運行管理及びこれらの施設等の保全に関すること

(2) 救助用物資を内容とする郵便物等の料金免除及び災害時における郵便葉

書等の無償交付に関すること

東京電力パワーグ

リッド(株)熊谷支社
(1) 災害時における電力供給に関すること

(2) 被災施設の応急対策及び災害復旧に関すること

日本赤十字社

埼玉県支部
(1) 災害応急救護のうち、医療、助産及び死体の処理（死体の一時保存を除

く）を行うこと

(2) 救助に関し地方公共団体以外の団体又は個人がする協力の連絡調整を行

うこと

(3) 救援物資の輸送、義援金の募集、血液の輸送、安否調査に関すること

(4) 各種赤十字奉仕団の特性と能力に応じ、炊き出し、避難所支援、ボラン

ティアセンター運営補助に関すこと

名称 業 務 の 大 綱

秩父鉄道(株)

西武鉄道(株)

(1) 鉄道施設等の安全保安に関すること

(2) 災害時における鉄道車両等による救助物資及び避難者の輸送の協力に関

すること

(一社)埼玉県

トラック協会

(1) 災害時におけるトラックによる救助物資等の輸送の協力に関すること

秩父ガス(株) (1) 災害時におけるガス供給に関すること

(2) 被災施設の応急対策及び災害復旧に関すること

(一社)埼玉県医師会

(一社)〃歯科医師会

(公社)〃看護協会

(1) 医療及び助産活動の協力に関すること

(2) 防疫その他保健衛生活動の協力に関すること

(3) 災害時における医療救護活動の実施に関すること

(一社)埼玉県ﾊﾞｽ協会 (1) 災害時におけるバスによる避難者の輸送の協力に関すること

(一社)埼玉県 LP ガス

協会
(1) ＬＰガス供給施設の安全保安に関すること

(2) ＬＰガスの供給の確保に関すること

(3) カセットボンベを含むＬＰガス等の流通在庫による発災時の調達に関す

ること

(4) 自主防災組織等がＬＰガスを利用して行う炊出訓練の協力に関すること
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７ 秩父市を管轄する一部事務組合

８ 公共的団体その他防災上重要な施設の管理者

地方公共団体の区域内の公共的団体、防災上重要な施設の管理者その他法令の規定による

防災に関する責務を有する者は、法令又は地域防災計画の定めるところにより、誠実にその

責務を果たさなければならない。

（災対法第７条第１項）

名称 業 務 の 大 綱

秩父広域市町村圏組合

（消防本部、水道局を除く）

(1) 災害時における火葬及び霊柩業務に関すること

(2) 災害時における廃棄物の処理に関すること

秩父広域市町村圏組合水道局 (1) 飲料水の供給活動の実施に関すること

(2) 水道被災施設の応急対応及び復旧活動の実施に関すること

名称 業 務 の 大 綱

ちちぶ農業協同組合 (1) 市が行う被害状況調査及び応急対策の協力に関すること

(2) 農作物の災害応急対策の指導に関すること

(3) 被災農家に対する融資、あっせんに関すること

(4) 農業生産資材及び農家生活資材の確保、あっせんに関すること

(5) 農作物の需給調整に関すること

秩父広域森林組合 (1) 県、市が行う被害状況調査その他応急対策の協力

(2) 被災組合員に対する融資又はそのあっせん

秩父市

社会福祉協議会
(1) 要配慮者の支援に関すること

(2) 災害時におけるボランティア活動の支援に関すること

秩父郡市医師会 (1) 医療及び助産活動の協力に関すること

(2) 防疫その他保健衛生活動の協力に関すること

(3) 災害時における医療活動の実施に関すること

社会福祉施設管理者 (1) 避難施設の整備と避難等の訓練に関すること

(2) 災害時における入所者の保護に関すること

秩父通運(株)秩父支店 (1) 災害時における貨物自動車（トラック）による救助物資及び避難

者の輸送の協力に関すること

(株)秩父総合食品卸売市場 (1) 災害時における食料の調達・配給の協力に関すること

(一社)埼玉県

建設業協会秩父支部

秩父市建設業協会

(1) 被災住家の修理の協力に関すること

(2) 道路障害物等の撤去の協力に関すること

(3) 災害時における河川、道路及び橋りょう等の応急対策及び災害復

旧の協力に関すること

(4) 災害復旧資機材の確保についての協力、あっせんに関すること

商工会議所等

商工業関係団体
(1) 市が行う商工業関係被害調査、融資希望者のとりまとめ、斡旋等

の協力に関すること

(2) 災害時における物価安定についての協力に関すること

(3) 救援物資、復旧資材の確保についての協力、斡旋に関すること



第１編 総則
第２節 防災関係機関の役割分担

1-14

☞【資料１.１】『防災関係機関の連絡先一覧』参照

名称 業 務 の 大 綱

医院等経営者 (1) 避難施設の整備と避難訓練の実施に関すること

(2) 災害時における病院等の収容、保護に関すること

(3) 災害時における負傷者の医療と助産救助に関すること

金融機関 (1) 被災事業者等に対する資金の融資に関すること

学校法人 (1) 避難施設の整備と避難等の訓練に関すること

(2) 被災時における教育対策に関すること

(3) 被災施設の災害復旧に関すること

自治会、女性団体等の団体 (1) 市が実施する応急対策についての協力に関すること
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第３節 市民、自主防災組織及び事業所の役割

東日本大震災をはじめとする大規模災害で得た最も重要な教訓のひとつは、防災活動の基

本は、市民一人ひとりが、防災についての知識と行動力を身に付け、「自助（自らの安全は自

らが守る）」及び「共助（共に協力しあい地域を守る）」の考え方のもと、すべての災害に対

処することが重要であるということである。

市民はこの原点に立って、日頃から非常食料などを備蓄し、近隣住民と協力して自主的に

すべての災害に備えるとともに、災害発生時には市及び防災関係機関が行う消火・救援活動

などの防災活動に協力しなければならない。

また、事業所等についても、防火管理体制の強化、防災訓練の実施など、災害に即応でき

る防災体制の充実に努め、事業所内の安全を確保するとともに、地域住民の防災活動に積極

的に協力するよう努めなければならない。（災対法第７条：住民等の責務）

第１ 市民の役割

１ 自助の強化

（１）実践的な訓練への参加

市民は、市や県が市民を対象として実施する、災害図上訓練（ＤＩＧ）や避難所開設・

運営訓練（ＨＵＧ）などの住民参加型で地域に即した実践的な訓練に積極的に参加する。

なお、災害図上訓練（ＤＩＧ）及び避難所開設・運営訓練（ＨＵＧ）については、「第

２編 第３章 第２節 ３ 事業所、自主防災組織等が実施する訓練」を参照のこと。

（２）防災意識の向上

市民は、市その他の行政機関が実施する防災対策事業に協力するとともに、過去の災害

から得られた教訓の伝承や、防災訓練等への参加などを通じ、自らの問題として防災対策

に取り組むよう努める。

（３）家庭内の三つの取組の普及

市民は、特に次に掲げる事項について日頃から備え、自ら災害に備える取組を家庭内で

実施する。

《参考》

◆「自助」「共助」及び「公助」について

災害は社会全体に影響する事象であるため、防災対策・災害対応においては、

その影響を受ける「個人／地域／行政」のそれぞれの役割を明確にし、お互いに

補完し合う必要があります。特に、大規模災害の場合、「行政が何とかしてくれ

るハズ」と期待しがちですが、これまでの大規模災害の教訓が示すように、行政

による災害対応には限界があります。そのため、防災対策・災害対応においては、

「個人（自助）／地域（共助）／行政（公助）」の役割分担が重要です。
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なお、市は、三つの取組を中心に、市民が日頃から発災時の行動を家族とよく話題にす

るよう働きかける。

（４）防災総点検

市民は、防災意識の高揚と災害への備えを充実・強化するため、家庭における防災の総

点検を実施する。

２ 自助による応急対策の実施

市民が、災害による被害を軽減し、及び拡大を防止するため、「自助」「共助」の理念に基

づき、災害発生時に実施すべき事項は、次のとおりである。

Ø 家具の配置を見直し、家具類の転倒・落下・移動を防止する。

Ø 災害時に家族その他の緊急連絡を要する者との連絡手段として、災害用伝言ダイヤル

等の手段を確保する。

Ø 家庭内で備蓄を行う（最低３日間（推奨７日間）分を目標とする）。特に、飲料水や食

料などを普段から多めに常備し、利用しながら買い足すことを繰り返す「ローリング

備蓄」を導入する。

Ø 家具や家電製品などの転倒防止対策及びガラスの飛散防止対策

Ø 火気使用器具等の安全点検と火災予防措置

Ø 「災害用伝言ダイヤル１７１」等の利用方法の確認

Ø 備蓄品・非常持ち出し品の点検

Ø 住居の耐震性の確認と必要な補強等

Ø 家族の非常時の連絡方法の話合い

Ø 避難場所や安全な避難経路の確認

Ø 消火器の設置場所、操作方法の確認

Ø ブロック塀や住居回りの安全点検・改修

Ø 正確な情報の把握及び伝達

Ø 確実な出火防止措置及び初期消火の実施

Ø 避難時には電気のブレーカーを切り、ガスの元栓を閉める

Ø 自主防災活動への参加、協力

Ø 避難所でのゆずりあい

Ø 市及び防災関係機関が行う防災活動への協力

Ø 風評に乗らず、風評を広めない
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第２ 自主防災組織の役割

自治会等により組織化された自主防災組織が、「共助」の理念に基づき、災害による被害の

軽減及び拡大の防止のために、平常時に実施する事項並びに災害発生時に実施すべき事項は

次のとおりである。

１ 地域において平常時に実施する事項

（１）自主防災組織の活動内容

自主防災組織が平常時において実施する活動内容は、次のとおりである。

（２）防災総点検

自主防災組織の防災意識の高揚と災害への備えを充実・強化するため、地域における防

災の総点検を実施する。

２ 地域による応急対策の実施

自主防災組織は、事前の備えに基づき、地域における共助による防災対応を行う。

地域における避難対策及び要配慮者対策は、「第１１ 避難活動（p3-64）」及び「第１５ 要

配慮者の安全確保（p3-78）」を参照する。

Ø 要配慮者を含めた地域住民のコミュニティの醸成

Ø 日頃の備えと災害時の的確な行動等に関する防災知識の普及啓発

（例 防災イベントの実施、各種資料の回覧・配布）

Ø 情報収集・伝達、初期消火、避難及び救出・救護等の防災訓練の実施

Ø 防災用資機材の購入・管理等

・資機材の例 初期消火資機材（軽可搬ポンプ、消火器）

・救助用資機材（ジャッキ、バール、のこぎり）

・救護用資機材（救急医療セット、リヤカー）

Ø 地域の把握（例 危険箇所の把握、要配慮者）

Ø 地域の危険性の把握

Ø 高齢者・障がい者等の避難行動要支援者の支援の確認

Ø 地域住民への連絡系統の確認

Ø 防災備蓄の点検(防災資機材、備蓄品）

Ø 消防水利や施設の点検・確認

Ø 危険な場所や避難経路、避難所の確認・点検

Ø 初期消火の実施

Ø 情報の収集・伝達の実施

Ø 被災者等の安否確認・救助隊との協力・救出・救護の実施

Ø 集団避難の実施（特に避難行動要支援者の安全確保に留意）

Ø 避難所の運営活動の実施（例 炊き出し、給水、物資の配布、安否確認）
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３ 地区防災計画の策定

自主防災組織は、災害時等に迅速且つ的確な活動を行うために、市の一定の地区内の居住

者及び当該地区に事業所を有する事業者が協同して行う防災活動に関する計画（以下「地区

防災計画」という。）の策定の促進に努めるとともに、自助・共助による地域の自発的な防災

活動の促進やボトムアップ型の地域防災力の向上を図る。

また、地区防災計画の作成にあたっては、女性の意見も取り入れるものとする。

なお、市防災会議は、地区居住者や自主防災組織等から地域防災計画に地区防災計画を定

める提案が行われた時は、当該計画提案を踏まえて本計画に地区防災計画を定める必要があ

るかどうかを判断し、その必要があると認めるときは、本計画に地区防災計画を定める。

第３ 事業所の役割

大規模な災害が発生した場合には、行政機関による応急活動に先立ち、市内に立地する事

業所等における組織的な初期対応が被害の拡大を防ぐ上で重要である。

特に、市では、昼間人口が夜間人口に比べ 2,294 人少なく（平成 22年国勢調査）、自主防

災組織の構成員である地域住民が昼間市外へ通勤して不在のケースも多い。

市は、市内に立地する企業等における防災組織の育成指導を図るとともに、企業等におけ

る事業継続のための取組を支援する。

１ 事業所において平常時に実施する事項

（１）事業所における防災教育

企業や病院、社会福祉施設等の防災上重要な施設の防災担当者は、社会的な位置づけを

十分認識し、従業者に対して防災研修や防災教育を積極的に実施していくことが必要であ

る。

市及び県は、防火管理者講習会や危険物取扱者保安講習会等を通じて、これら事業所等

の従業員に対する防災教育を推進する。

（２）事業所における防災体制の充実

事業所は、災害時の企業の果たす役割（生命の安全確保、二次災害の防止、事業の継続、

地域貢献・地域との共生）を十分に認識し、各事業所において災害時に重要業務を継続す

るための事業継続計画（ＢＣＰ）を策定するように努めるとともに、防災体制の整備、飲

食物・物資等の備蓄、防災訓練の実施、事業所の耐震化、予想被害からの復旧計画策定、

各計画の点検・見直し等を実施するなどの防災活動の推進に努めるものとする。

また事業所は、各事業所が属する地域における防災力の向上を図るため、自主防災組織

等の地域住民と共同し、防災訓練の実施や要配慮者の避難支援体制への協力等、自発的な

防災活動の推進に努めるものとする。

（３）防災総点検

事業所の防災意識の高揚と災害への備えを充実・強化するため、職場における防災の総

点検を実施する。
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２ 事業所における応急対策の実施

事業所は、災害が発生した場合、事前の備えに基づきその所在する地域の一員として「共

助」による防災対応を行う。

Ø 災害時の防災体制の整備

Ø 職場の安全対策（備品などの転倒防止対策）

Ø 建物の耐震診断、必要な補強等

Ø 備蓄品・非常持ち出し品の点検

Ø 従業員等との非常時の連絡方法等の整備

Ø 消火器、発電機など防災資機材の点検

Ø 危険物施設の安全点検

Ø 正確な情報の把握及び伝達

Ø 出火防止措置、初期消火の実施

Ø 従業員、利用者等の避難誘導

Ø 応急救助・救護

Ø ボランティア活動への支援

Ø 帰宅困難な従業員への支援

Ø 重要業務の継続及びそのために必要な措置
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第４節 秩父市の防災環境

第１ 災害履歴

１ 気象及び土砂災害

本市における気象及び土砂災害の発生履歴については、次のとおりである。

■市における主な気象災害

資料）市資料

発生年 災害種 事項

1947 年

（S22）

水害 キャサリン台風により総雨量が 610.6 ミリ、9月 15 日の日降水量は 519.7 ミリ、

最大 1時間雨量は 78.0 ミリに達した。

1966 年

（S41）

風水害 9月 25 日、台風 26 号による風水害。瞬間最大風速 35.5 メートルを記録し、秩父

郡下で、死者 3、重軽傷者 19、家屋倒壊 62。秩父神社で境内の巨木の倒伏・切損

したものが多く、社殿にも大被害があり、全面的に解体修理が行われるにいたっ

た。秩父市にも災害救助法が適用された。

1971 年

（S46）

風水害

土砂災害

8月 30 日から 31 日、台風 23 号による風水害。総降水量は秩父 288 ミリ、影森 356

ミリに達し、秩父地区で負傷者 2人、家屋全半壊 2棟、浸水 55 棟、崖崩れ 18 か

所、道路損壊 23 か所、護岸損壊 12 か所、農作物被害 907 ヘクタール（2億 6 千

万円）、山地崩壊 43 件、林地崩壊 13 件等の被害があった。

1972 年

（S47）

風水害

土砂災害

9月 15 日から 17 日、台風 20 号。総降水量は秩父 313 ミリ、影森 347 ミリに達し、

1時間最大量は 78 ミリを記録し、最大瞬間風速は 26.3 メートルに達した。秩父

地区で家屋の損壊 15 棟、浸水 75 棟、道路損壊 14 か所、崖崩れ 10 か所、林地崩

壊 22 か所、水道の断水・濁水が 3,000 戸、農作物被害 970 ヘクタール（1億 3千

万円）の被害があった。

1983 年

（S58）

水害 8月 14 日から 18 日、台風 5号、6 号。総降水量は、秩父 422 ミリ、浦山 678 ミリ

に達し、市内で住家半壊 1棟、一部破損 1棟、床上浸水 2棟、床下浸水 17 棟、市

道被害 6か所、林道被害 2か所等の被害があった。

1985 年

（S60）

竜巻被害 8月 12 日、雷雨、たつ巻。たつ巻中心部の大きさは 40～50 メートル、推定風速

40 メートル／秒、被災距離は 600～700 メートル幅 120 メートルであり、市内の

被害は、住家の一部破損 18 棟、床下浸水 4棟等であった。

1988 年

（S63）

降 ひ ょ う

被害

6月 14 日、降ひょう。市内では、久那地域を中心に影森、浦山で小豆大から鶏卵

大、一部地域ではテニスボール大のひょうが降った。市内の被害は、住家の一部

破損 52 棟、非住家の一部破損 31 棟、車両被害 12 台、果樹、野菜、農業用施設被

害も甚大であった。

1999 年

（H11）

水害

土砂災害

8月 13 日から 14 日、熱帯低気圧。日降水量は、秩父 394 ミリ、浦山 390 ミリ、

総降水量は、秩父 450 ミリ、浦山 479 ミリに達した。市内の被害は、住宅半壊３

棟、一部破損１棟、床上浸水 17 棟、床下浸水 106 棟、非住家全壊 2 棟、半壊 3

棟、床下浸水 17 棟、市道被害 29 か所、林道被害 18 か所、市管理河川被害 4か所、

崖崩れ 21 か所、断水 200 戸、用水取水工 1 か所等であり、被害総額は約 5 億 8

千万円に達した。

2019 年

（R1）

水害

土砂災害

10 月 12 日から 13 日、台風 19 号（令和元年東日本台風）。災害救助法及び被災

者生活再建支援法の適用を受けた。12 日の日降水量は、秩父 511 ミリ、浦山 635

ミリ、三峰 549 ミリ、上吉田 434 ミリに達した。市内の被害は、住家の全壊

4棟、半壊 4棟、一部損壊（準半壊）1棟、非住家の大規模半壊 2棟、半

壊 2棟、一部損壊（準半壊）2棟をはじめ、市道・林道等にも多数の被害

があった。
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２ 地震災害

（１）県

県に被害を及ぼす地震は、主に相模湾から房総半島南東沖にかけてのプレート境界付近

で発生する地震と、陸域の様々な深さの場所で発生する地震がある。

相模湾から房総半島南東沖にかけてのプレート境界付近で発生する地震としては、1923

年の関東地震（M7.9）があり、県内のほぼ全域で震度５～６の揺れとなり、死者・行方不

明者 343 名などの被害が生じた。

陸域の浅い場所で発生した被害地震としては、1931 年の西埼玉地震（M6.9）がよく知ら

れている。この地震により、県内の広い範囲で震度５程度の揺れとなり、県中部・北部の

荒川・利根川沿いの地盤の軟らかい地域を中心に死者 11 名などの被害が生じた。この地震

は、関東平野北西縁断層帯で発生した可能性が指摘されているが、少なくともこの断層帯

の固有規模の地震（断層帯で周期的に発生する、その断層帯における最大規模の地震）で

はないと考えられている。

また、遺跡調査などによると、818 年の関東諸国の地震（M7.5 以上）による可能性があ

る地割れや噴砂が、埼玉県や群馬県の遺跡で見出されている。なお、818 年の地震は関東

平野北西縁断層帯で発生した可能性があるが、少なくともこの断層帯の固有規模の地震で

はないと考えられている。

また、1649 年の武蔵・下野の地震（M7.0±1/4）は立川断層帯で発生した可能性がある

と指摘されているが、詳細は不明である。荒川河口付近で発生した 1855 年の（安政）江戸

地震（M6.9）は、陸域の浅い場所で発生した地震であったか、沈み込んだフィリピン海プ

レートに関係する陸域のやや深い場所で発生した地震であったか明確でないが、県東部を

中心に強い揺れが生じ、大きな被害が生じた。

さらに、沈み込んだ太平洋プレートに関係する陸域の深い場所で発生した地震としては、

（明治）東京地震と呼ばれる 1894 年の地震（M7.0）による被害が知られている。

周辺地域で発生する地震や東海沖など太平洋側沖合で発生するプレート境界付近の地震

によっても被害を受けたことがあり、2011 年（平成 23 年）３月 11 日には三陸沖を震源と

する東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）が発生し、県内では宮代町で震度 6弱を観測、

負傷者 104 人、建物全壊 24棟、半壊 199 棟などの被害が生じた。

埼玉県における被害地震は、次頁に示すとおりである。

《参考》

◆「関東平野北西縁断層帯」について

関東平野北西縁断層帯、元荒川断層帯は、それぞれ地震調査研究推進本

部地震調査委員により長期評価が公表されている。その後に行われた調査及

び研究成果により、断層帯を構成する断層やそれらの位置・形状、周辺の地

下構造、活動履歴に関する新たな知見が得られた。こうした知見に基づき、

これらの断層帯を深谷断層帯・綾瀬川断層に二分し、それぞれ評価を行った。

（深谷断層帯・綾瀬川断層（関東平野北西縁断層帯・元荒川断層帯）の長期

評価（一部改訂）、平成 27 年 4月、地震調査研究推進本部地震調査委員会）
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■埼玉県における被害地震

出典）「埼玉県地域防災計画（資料編）」（平成 26 年 3月、埼玉県防災会議）

発 生
年月日

Ｍ
緯度
経度

深さ
km

震源地域 被害記述

818. 7.5
36.50

139.50
－ 関東諸国

相模・武蔵・下総・常陸・上野・下野等、山崩れ谷埋まること数里、百姓

の圧死者多数。

878.11. 1 7.4
35.50

139.30
－ 関東諸国

相模・武蔵が特にひどく、5～6日震動が止まらなかった。公私の屋舎１つ

全きものなく、地陥り往還不通となる。圧死者多数。

1615. 6.26 6.5
35.70

139.70
－ 江戸 家屋破潰、死傷多く、地割れを生じた。詳縮不明。

1630. 8. 2 6.3
35.75

139.75
江戸

江戸城西の丸御門口の石垣崩れ、塀も多少損ず。細川家上屋敷では白壁少々

落ち、塀もゆり割れたが下屋敷は異常なし。

1649. 7.30 7.0
35.80

139.50
－ 武蔵・下野

川越で大地震、町屋で 700 軒ばかり大破、500 石の村、700 石の村で田畑 3

尺ゆり下る。江戸城二の丸石垣・塀被損、その他城の石垣崩れ、侍屋敷・

長屋の破損・倒壊あり、上野東照宮の大仏の頭落ち、日光東照宮の石垣・

石の井垣被損し、八王子・伊那で有感、余震日々40～50 回、死 50 人余。

(埼玉県)川越で被害があった事が最近分かったが、川越付近の地盤の悪さ

によるところが大きいと思われ、液状化現象らしい点もある。

1703.12.31 8.2
34.7

139.8
－ 関東南部

相模・武蔵・上総・安房で震度大、特に小田原付近の被害が大きい。房総

でも津波に襲われ多数の死者が出た。江戸の被害も大きかったが、県内の

被害の詳細は不明。

1791. 1. 1 6.3
35.80

139.60
－ 川越・蕨

蕨で堂塔の転倒、土蔵等の被損。

川越で喜多院の本社屋根など破損。

1854.12.23 8.4
34.00

137.80
－ 東海 (埼玉県)推定震度 蕨、桶川、行田 5。

1855.11.11 6.9
36.65

139.80
－ 江戸

激震地域は江戸の下町で、中でも本所・深川・浅草・下谷・小川町・曲輪

内が強く、山の手は比較的軽かったが土蔵の全きものは 1つもなかった。

民家の壊も多く、14,346 軒という。また土蔵壊 1,410。地震後 30 余箇所か

ら出火し、焼失面積は 2町(0.2km)×2 里 19 町(10km)に及んだ。幸いに風が

静かで大事には至らず翌日の巳の刻には鎮火した。死者は計 1万くらいで

あろう。

(埼玉県)推定震度大宮 5、浦和 6。荒川沿いに北の方熊谷あたりまで、土手

割れ、噴砂等の被害があった。幸手から松戸付近までの荒川～利根川間の

52 ケ村総家数 5,041 軒中、壊家 17 軒、人家・土蔵・物置等壊同然 3,243 軒。

(村毎の被害率 9～73%)。殆どは液状化による被害か。越谷土蔵の小被害。

蕨で宿壊 3軒。土蔵は全て瓦壁土落ちる。家の大破 33 軒、死 1、傷 1。見

沼代用水の堤も多くの損害。行田で壊。半壊 3。土蔵は所々で大被、壁落等

あり。

1859. 1.11 6.0
35.90

139.70
－ 岩槻 居城本丸櫓、多門その他所々被損、江戸・佐野・鹿沼で有感。

1894. 6.20 7.0
35.70

139.80
－ 東京湾北部

被害の大きかったのは東京、横浜等の東京湾岸で、内陸に行くにつれて軽

く、安房、上総は震動がはるかに弱かった。東京府で死者 24、負傷 157 人。

家屋全半壊 90、破損家屋 4,922、煙突倒壊 376、煙突亀裂 453、地面の亀裂

316 か所。

(埼玉県)埼玉県は南部で被害があった。飯能では山崩れ(幅350間(約630m))

あり、鳩ヶ谷で土蔵の崩壊 10、家屋破損 5、川口で家屋・土蔵の破損 25。

南平柳村で家屋小破 50、土蔵の大破 3、水田の亀裂から泥を噴出した。鴻

巣や菖蒲では亀裂多く泥を噴出し、荒川・江戸川・綾瀬川筋の堤に亀裂を

生じた。

1894.10. 7 6.7
35.60

139.80
－ 東京湾北部

芝区桜川町・赤坂溜池・下谷御徒町で建物の屋根や壁に小被害。南足立郡

小台村は震動やや強く、練瓦製造所の煙突 3本析れ、屋根、壁等小破多し。

1923. 9. 1 7.9
35.20

139.30
－ 関東南部

死者 99,331 名、負傷者 103,733 名、行方不明者 43,476 名、家屋全壊 128,266

軒、半壊 126,233 軒、焼失 447,128 軒、流出 868 軒。

(埼玉県)死者 316 名、負傷者 497 名、行方不明者 95 名、家屋全壊 9,268 軒、

半壊 7,577 軒

1924. 1.15 7.3
35.50

139.20
－ 丹沢山地

関東地震の余震。神奈川県中南部で被害大。被害家屋の内には関東地震後

の家の修理が十分でないことによるものが多い。

1931. 9.21 6.9
36.15

139.23
0 埼玉県北部

(埼玉県)死者 11 人、負傷者 114 人、全壊家屋 172 戸、中北部の荒川、利根

川沿の沖積地に被害が多い。

1968. 7. 1 6.1
35.59

139.26
50 埼玉県中部

深さが 50km のため、規模の割りに小被害で済んだ。東京で負傷６名、家屋

一部破損 50、非住家破損１、栃木で負傷１名。

1989. 2.19 5.6
36.01

139.54
54

茨城県

南西部

茨城県、千葉県で負傷者 2人、火災２件。他に塀、車、窓ガラス破損、熊

谷で震度３。

2011.3.11 9.0
38.06

142.51
24 三陸沖

東北地方を中心に死者 15,883名、行方不明2,676名、負傷者6,144名。

(埼玉県)最大震度６弱（宮代町）、負傷者104名、全壊24棟、半壊194棟、

一部破損16,161棟、火災発生12件
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（２）市

近年、埼玉県内に大きな地震被害をもたらした地震としては、1923 年９月１日の関東大

震災、1931 年９月 21 日の西埼玉地震、また最近では、2011 年３月 11日の東日本大震災が

ある。また、被害程度は大きくないものの市域付近において 1979 年及び 1988 年に地震が

発生している。市の地震被害の発生状況は、次のとおりである。

■市における被害地震

３ 広域放射能汚染

東日本大震災による東京電力福島第一原子力発電所の事故により放射性物質が大気中に放

出され、本県においても広域放射能汚染が発生した。

文部科学省が実施した航空機モニタリングの結果では、県内の多くの地域は、毎時 0.1 マ

イクロシーベルト以下だったが、三郷市と吉川市の東部に放射能汚染地域があり、本市にも

局所的に放射線量が高い箇所が認められた。

そのため、市では、小中学校、幼稚園、学童保育室、保育所、児童館、公園及びスポーツ

施設等を対象に放射線量の測定を継続的に実施したが、測定結果は、すべての対象施設にお

いて除染の目安以下であった。また、学校給食に使用している食材を対象に、これまで継続

して放射能測定を実施しているが、結果はいずれも不検出であった。

また、浄水場や市下水道センター（下水処理施設）、秩父クリーンセンター（ごみ焼却施設）

においても、継続的に放射能を測定しており、結果はいずれの場合も、不検出又は基準値以

下であった。

４ 大雪災害

2014 年(平成 26 年)２月 14～15 日にかけて、急速に発達した低気圧の影響により、市では、

観測史上最大となる 98cm の積雪を記録した。この大雪に伴う被害の概要は、次のとおりであ

る。

発生年月日 震源等 Ｍ 被害記述

1931.9.21

（昭和６）

西埼玉地震
6.9

荒川、利根川流域を中心に被害。

秩父郡太田村八入峠にかなりの地すべりがあり。

1979.7.13

（昭和 54）

秩父市付近
4.7

東京都西部で落石、タンスの倒れた家数軒あり。

1988.9.29

（昭和 63）

正丸峠付近の地震
5.0

震央一体で落石や墓石の移動。

秩父市、日高町の一部で建物被害が報告される。

《参考》

◆「マイクロシーベルト／時」と「年間ミリシーベルト」との関係

１年の間、屋外に毎日 8時間、屋内に毎日 16 時間いると仮定し、木造の

建屋の遮蔽係数 0.4 とした場合、以下の関係となる。

0.1（マイクロシーベルト/時）は、年間約 0.5（ミリシーベルト）

0.2（マイクロシーベルト/時）は、年間約 1.0（ミリシーベルト）

※ 年間 1ミリシーベルトとは、国際放射線防護委員会（ＩＣＲＰ）の勧告

に基づく一般公衆の線量限度である。
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■平成 26 年の市における大雪被害

資料）市資料

５ 大規模事故災害

市では、1957 年（昭和 32 年）２月 17 日に、旧吉田町において大火災が発生した。

上町から出火した火災で、商店街 55 世帯 112 棟を全焼し、災害救助法の適用を受けた。

この大火災に対し、全国より義援金が届き、また、罹災者のため町営住宅 20戸を建設した。

項目 被害の概要

建物被害 住家被害 全壊 1件 非住家被害 全壊 546 件

半壊 1件 半壊 215 件

一部損壊 838 件 一部損壊 385 件

罹災証明・被災証明

発行件数

罹災証明 1412 件

被災証明 212 件

農業被害 被害額 4億 682 万円

除雪費用（市道） 1億 1448 万円

災害お見舞金 189 人 576 万円
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第２ 自然環境の特性

１ 地勢

平成 17年４月１日、秩父市、吉田町、大滝村、荒川村が合併し、自然環境資源の豊富な魅

力あるまち、新「秩父市」として誕生した。

市は、埼玉県の北西部にあり、面積は 577.83km2 で、県全体の約 15％に相当する広大な面

積を有している。都心まで 60～80km 圏、さいたま市までは 50～70km 圏に位置し、周囲に山

岳丘陵を眺める盆地を形成している。市域の 87％を森林が占め、その面積は県全体の約 40％

を占めている。標高 2,000m を超す甲武信岳、三宝山、雲取山といった急峻な秩父山地を抱

え、地域のほとんどが秩父多摩甲斐国立公園や武甲・西秩父などの県立自然公園の区域に指

定されており、自然環境に恵まれた地域である。

また、甲武信岳に源を発する荒川が市の中央を流れ、その支流域には秩父湖（二瀬ダム）、

秩父さくら湖（浦山ダム）、西秩父桃湖（合角ダム）、奥秩父もみじ湖（滝沢ダム）などのダ

ム湖が形成されている。この川によって、市の中心部は東西に区分され、東部の平坦部分は

市街地を形成し、商店街、住宅地などが集中しており、西部丘陵地帯にある平坦地は、水田

など農業用地が多くなっている。

２ 地形・地質

（１）地形

市は、関東平野西方の関東山地の北東部にあたり、奥秩父山地、上武山地、外秩父山地

および秩父凹地帯とに区分される。奥秩父山地は、2,000m 級の峰が連なり、地形的に一般

的に急峻で、突出した峰と狭い谷を特徴としている。上武山地と外秩父山地は 1,000m 級以

下の低山で、なだらかな山の中腹まで耕され集落ができている。秩父凹地帯は、秩父盆地

を中心としてそこから北西へ伸びる山中地溝帯や南東へ伸びる谷から構成され、奥秩父山

地と上武・外秩父両山地を分ける谷地形を形作っている。

（２）地質

秩父市の地質は、古生代、中生代、新生代の地質からなり、古生代の地質は長瀞系（変

成岩）及び秩父系からなり、基盤を形成している。基盤にのる中生代の地質は、大滝層群、

山中地溝帯白亜系及び跡倉群からなり山岳地形を形成している。

新生代の地質は、漸新世から鮮新世の地層が分布し、これらの低所に洪積層、沖積層が

堆積し、段丘地形や谷底、低地を形成している。

地質の一般走向は、北西―南東、西北西―東南東であって、同方向に褶曲したり、また

同方向の断層で断たれ、全体が帯状配列をした地質構造である。

３ 活断層

県内の活断層で発生したとみられる地震としては、1931 年の西埼玉地震が挙げられるが、

地震断層の出現は確認されておらず、どの活断層が活動したかは特定されていない。

活断層の活動の度合いをＡ級（千年あたりの変位量が１ｍ以上 10ｍ未満）、Ｂ級（千年あ

たり 10cｍ以上１ｍ未満）、Ｃ級（千年あたり１cｍ以上 10cｍ未満）と区分することが多いが、
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県内には最も活動度が高いＡ級の活断層はなく、すべてＢ級ないしＣ級と推定される。これ

らの活断層の活動間隔は数千年のオーダーと考えられる。

市に最も近い活断層である浦山口断層（確実度Ⅲ※）活動度Ｃ）は、北東―南西の方向性を

持ち、長さは７km である。「日本の活断層」旧版では確実度Ⅱとされていたが、地形的な検

討が進み（断層の両側にある中・高位段丘の頂面高度に顕著な差が認められない等）、確実度

Ⅲに変更された。地質的には、秩父盆地南縁の日野断層（井尻ほか 1950）とおおよそ一致

し、地形的には秩父盆地と南側の奥秩父山地を画する境界となっている。

なお、政府の地震調査研究推進本部地震調査委員会は、発生すると地震の規模が大きく、

社会的・経済的影響が大きいと考えられる全国の主要な 98の断層帯について震源断層の位置

や形状を調査し、その結果を長期評価として公表している。

県及びその周辺の活断層の位置図及び評価の概要を次に示す。

■県の活断層

出典）「埼玉県地域防災計画（資料編）」（平成 26 年 3 月、埼玉県防災会議）

■地震調査研究推進本部が公表した県内の断層帯の評価の概要

出典）「埼玉県地域防災計画（資料編）」（平成 26 年 3 月、埼玉県防災会議）

注）※ 確実度Ｉ：活断層であることが確実なもの。

確実度Ⅱ：活断層であると推定されるもの。

確実度Ⅲ：活断層の疑いのあるリニアメント。
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４ 河川

市域を流れる荒川は、埼玉県、山梨県、長野県の三県が境を接する甲武信ヶ岳に源を発し

秩父山地から流入する多くの支川を集めながら秩父盆地まで東に流れ、秩父盆地から長瀞渓

谷まで北に流れている。

荒川のこの区間は、最上流部であり国土交通省が実施している堤防の破堤や越流を想定し

た浸水想定区域外に位置している。

また、市域には、秩父さくら湖（浦山ダム）や奥秩父もみじ湖（滝沢ダム）をはじめ多く

の湖（ダム湖）がある。

市域を流れる主要河川及びダムは、次のとおりである。

■市域を流れる主要河川

注）番号は、県管理の河川番号である。

番号 河川名 所在地

1 荒（あら）川
長瀞町（寄居町境）～秩父市大滝

※ 二瀬ダム区間は国土交通省管理

68 吉田（よしだ）川 秩父市（赤平川合流点）～小鹿野町藤倉

69 阿熊（あぐま）川 秩父市（吉田川合流点）～秩父市吉田阿熊

70 石間（いさま）川 秩父市（吉田川合流点）～秩父市吉田石間

71 長留（ながる）川 小鹿野町（赤平川合流点）～秩父市荒川小野原

74 蒔田（まいた）川 秩父市（荒川合流点）～秩父市蒔田

75 横瀬（よこぜ）川 秩父市（荒川合流点）～横瀬町芦ヶ久保

76 定峰（さだみね）川 秩父市（横瀬川合流点）～秩父市定峰

79 浦山（うらやま）川
秩父市（荒川合流点）～秩父市浦山

※ 浦山ダム区間は国土交通省管理

80 橋立（はしだて）川 秩父市（浦山川合流点）～秩父市上影森

81 大久保（おおくぼ）谷
秩父市（浦山ダム）～秩父市浦山

※ 国土交通省管理

83 大血（おおち）川 秩父市（荒川合流点）～秩父市大滝

84 東谷（ひがしたに）川 秩父市（大血川合流点）～秩父市大滝

85 中津（なかつ）川
秩父市（荒川合流点）～秩父市中津川

※ 滝沢ダム区間は国土交通省管理

86 神流（かんな）川 秩父市（中津川合流点）～秩父市中津川

87 大洞（おおほら）川
秩父市（二瀬ダム）～秩父市三峰

※ 二瀬ダム区間は国土交通省管理

88 滝（たき）川 秩父市（荒川合流点）～秩父市大滝

89 豆焼（まめやき）川 秩父市（滝川合流点）～秩父市大滝
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■市内のダム

注）「目的」略字は次のとおり。

Ｆ：洪水調節、農地防災

Ｎ：不特定用水、河川維持用水

Ｗ：上水道用水

Ｐ：発電

５ 気象

秩父特別地域気象観測所において観測された降水量、気温及び風向風速について、観測史

上上位５位までの観測値は、次のとおりである。

降水量について、日降水量の最大値は、1947 年（昭和 22年）９月 15 日に台風第９号（カ

スリーン台風）により記録した 519.7mm である。１時間降水量の最大値は、1947 年（昭和 22

年）９月 15 日に記録した 78.0mm である。また、年降水量の最大値は、1928 年（昭和３年）

の 2444.2mm、最小値は 1973 年（昭和 48 年）年の 779.0mm である。

気温について、日最高気温の最高値は、1994 年（平成 6年）８月７日に記録した 39.3℃、

日最低気温の最低値は、1954 年（昭和 29 年）１月 27 日に記録した-15.8℃である。

風向・風速については、日最大風向・風速の最大値は、1952 年（昭和 27 年）７月４日に

記録した北西の風 19.6m/s、日最大瞬間風向・風速の最大値は、1966 年（昭和 41 年）９月

25日に記録した南東の風 35.5m/s である。

名称 諸元 内容

合角ダム

（かっかく）

左岸所在 秩父市吉田吉田字松山

河川 荒川吉田川

目的／型式 FNW／重力式コンクリート

堤高／堤頂長／総貯水容量(千 m3) 60.9m／195m／10,250 千 m3

浦山ダム

（うらやま）

左岸所在 秩父市荒川上田野

河川 荒川浦山川

目的／型式 FNWP／重力式コンクリート

堤高／堤頂長／総貯水容量(千 m3) 156m／372m／58,000 千 m3

大洞ダム

（おおぼら）

左岸所在 秩父市大滝

河川 荒川大洞川

目的／型式 P／重力式コンクリート

堤高／堤頂長／総貯水容量(千 m3) 24.7m／45m／110 千 m3

二瀬ダム

（ふたせ）

左岸所在 秩父市大滝字大久保

河川 荒川荒川

目的／型式 FNP／重力式アーチ

堤高／堤頂長／総貯水容量(千 m3) 95m／288.5m／26,900 千 m3

滝沢ダム

（たきざわ）

左岸所在 秩父市大滝字廿六木

河川 荒川中津川

目的／型式 FNWP／重力式コンクリート

堤高／堤頂長／総貯水容量(千 m3) 132m／424m／63,000 千 m3
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■観測史上１～５位の値（年間を通じての値）

資料）秩父特別地域気象観測所（秩父市上町３丁目 21 番 38 号、1926 年１月１日観測開始）

順位

要素名
1位 2位 3 位 4位 5位

統計

期間

日降水量

(mm)

519.7

(1947/ 9/15)

511.0

(2019/10/12)

422.2

(1928/ 7/31)

394.0

(1999/ 8/14)

350.4

(1941/ 7/22)

1926/ 1

2020/ 7

日最大 10 分間降水量

(mm)

39.6

(1952/ 7/ 4)

30.7

(1928/ 9/16)

24.5

(2015/ 7/28)

23.5

(1977/ 7/ 7)

23.2

(1950/ 8/10)

1926/ 1

2020/ 7

日最大 1時間降水量

(mm)

78.0

(1947/ 9/15)

76.5

(2015/ 7/28)

76.0

(1989/ 9/23)

75.5

(2016/ 8/22）

72.0

(1959/ 9/26)

1926/ 1

2020/ 7

年降水量の

多い方から(mm)

2444.2

(1928)

2070.6

(1938)

1966.0

(1991)

1887.2

(1950)

1868.1

(1948)

1926 年

2020 年

年降水量の

少ない方から(mm)

779.0

(1973)

818.5

(1987)

866.0

(1984)

885.5

(1978)

901.0

(1997)

1926 年

2020 年

日最高気温の

高い方から(℃)

39.3

(1994/ 8/ 7)

39.2

(2018/ 7/23)

39.1

(1997/ 7/ 6)

39.0

(1990/ 7/19)

38.7

(2001/ 7/13)

1926/ 1

2020/ 7

日最低気温の

低い方から(℃)

-15.8

(1954/ 1/27)

-14.5

(1954/ 1/28)

-14.4

(1945/ 2/23)

-14.0

(1936/ 1/31)

-13.8

(1945/ 2/ 5)

1926/ 1

2020/ 7

日最大風速・風向

(m/s)

19.6 北西

(1952/ 7/ 4)

18.2 南南東

(1966/ 9/25)

17.6 北

(1952/ 6/27)

16.5 北西

(1955/ 2/20)

16.1 北

(1938/ 9/ 1)

1926/ 1

2020/ 7

日最大瞬間風速・風向

(m/s)

35.5 南東

(1966/ 9/25)

31.8 北西

(1952/ 7/ 4)

31.2 南東

(1982/ 8/ 2)

28.7 南

(1959/ 9/27)

28.2 南東

(1965/ 9/17)

1951/ 1

2020/ 7
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第３ 社会環境の特性

１ 人口

（１）人口・世帯数の推移

市の人口の推移を過去 35年で見ると減少傾向を示しており、35 年の間に 13,330 人減少

し、平成 27 年現在 63,545 人となっている。

それに対し、世帯数は、平成 12年までは増加傾向にあったが平成 12 年をピークに減少

に転じ、ここ 35 年間では 2,878 世帯増加しているものの、ピーク時の平成 12 年からは 602

世帯減少している。

■人口・世帯数等の推移 ［国勢調査、各年 10 月 1 日現在］

注）平成 12 年以前の値は、国勢調査のデータを用い市町村合併を考慮して集計した。

平成 27 年の値は、速報値。人口密度は、市の面積を 577.83km2として算定した。

■人口・世帯数等の推移

（２）年齢別人口

市の人口は、平成 27 年 10 月１日（住民基本台帳）現在 65,438 人となっている。

そのうち、年齢別人口の割合は、年少人口が 11.9％､生産年齢人口が 57.9％、老年人口

が 30.1％であり、その中で 75 歳以上の割合は 15.9％となっている。

区分
年

世帯数 人口
1世帯当たり
人員

人口密度
(人/km２)

昭和 55 年（1980） 21,161 76,875 3.6 133

昭和 60 年（1985） 21,803 76,275 3.5 132

平成 2年（1990） 22,743 75,845 3.3 131

平成 7年（1995） 24 045 75,618 3.1 131

平成 12 年（2000） 24,641 73,875 3.0 128

平成 17 年（2005） 24,365 70,563 2.9 122

平成 22 年（2010） 24,146 66,955 2.8 116

平成 27 年（2015） 24,039 63,545 2.6 110

（人） （世帯）

人口

世帯数
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■年齢別人口 ［住民基本台帳、平成 27 年 10 月 1 日現在］

（３）昼夜別人口

市の夜間人口は 66,955 人、昼間人口は 64,661 人であり、昼間人口は夜間人口に比べ

2,294 人少ない。

■昼夜別人口 ［国勢調査、平成 22 年 10 月 1 日現在］

（４）市外への通勤者及び通学者数

首都圏の昼間の時間帯で大規模な地震が発生した場合、市外へ通勤・通学する者は、帰

宅困難になる可能性がある。市外への通勤及び通学者の総数は 9,911 人で、そのうち県外

へは 1,194 人が通勤・通学している。

■市からの就業・通学者数（15 歳以上） [平成 22 年 10 月 1 日現在]

※１：従業地・通学地「不詳」を含む。

※２：他市区町村に従業・通学で、従業地・通学地「不詳」を含む。

資料）総務省統計局 ｢国勢調査報告｣

区分 総数（人） 構成比（％） 男（人） 女（人）

年少人口 0 ～14 歳 7,792 11.9 3,989 3,803

生産年齢人口 15～64 歳 37,920 57.9 19,457 18,463

老年人口
65 歳以上 19,726 30.1 8,553 11,173

（75 歳以上） （10,377） （15.9） （4,034） （6,343）

合 計 65,438 100.0 100.0 31,999

常住地による人口 従業地・通学地による人口
昼夜間人口

比率（％）
夜間人口

（人）

他市区町村で

従業・通学（人）

昼間人口

（人）

他市区町村に

常住（人）

66,955 9,458 64,661 7,164 96.6

区分 計 就業者 通学者

当地に常住する就業者・通学者※１ 33,675 30,232 3,443

秩父市で従業・通学 23,661 22,035 1,626

他市区町村で従業・通学※２ 9,911 8,103 1,808

県 内 8,230 7,018 1,212

小鹿野町 1,326 1,239 87

皆野町 1,271 1,118 153

横瀬町 916 916 -

熊谷市 696 520 176

長瀞町 525 525 -

飯能市 504 339 165

深谷市 491 421 70

寄居町 466 423 43

その他 2,035 1,517 518

県 外 1,194 676 518

東京都 945 480 465

特別区部 710 351 359

その他 235 129 106

その他 249 196 53
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（５）要配慮者人口

市の要配慮者の人口については、住民基本台帳、要介護認定及び障がい者手帳で把握可

能な要配慮者について次のとおり整理した。

ア 高齢者

市の 65 歳以上の高齢者は、平成 27 年 10 月１日現在 19,726 人で全体の 30.1％を占め、

なかでも災害時に特に配慮が必要と考えられる 75 歳以上の高齢者は、10,377 人で全体の

15.9％となっている。また、要介護認定者数は、3,506 人となっている。

イ 乳幼児

市の６歳未満の乳幼児は、平成 27 年 10 月１日現在 2,757 人で全体の 4.2％となってい

る。

ウ 障がい者

市の障がい者手帳所持者数は、平成 27年 4 月 1 日現在 3,330 人で全体の 5.1％となって

いる。

エ 外国人

市の外国人の人口は、平成 27 年 10 月１日現在 512 人で全体の 0.8％となっている。

２ 建物

建築基準法は、昭和 46 年に十勝沖地震（昭和 43年）を教訓に見直しが行われ、より高い

安全性を求めて基準を補足し修正された。さらに、昭和 56 年に宮城県沖地震（昭和 53 年）

を教訓に、新耐震設計法が抜本的に見直され、耐震設計基準が大幅に改正された。新耐震設

計基準による建物は、阪神・淡路大震災においても被害が少なかった。

市の住宅棟数は、平成 25年 10 月 1 日現在、全部で 24,020 棟あり、そのうち耐震上問題が

懸念される昭和 55 年以前に建築された住宅は 9,300 棟で全体の約 38.8％を占めている。な

かでも昭和 45 年以前に建築された住宅は 4,730 棟で全体の約 19.7％となっている。

市の住宅について、建築時期別、構造別、建て方別に集計した結果を次に示す。

なお、市では「秩父市建築物耐震改修促進計画」（平成 20年 11 月）を策定しており、市の

住宅耐震化率の目標を平成 27年度末までに 90％としている。

■建築時期別、建物構造別住宅棟数 [平成 25 年 10 月 1 日現在]
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■建築時期別、構造別、建て方別住宅数 [平成 25 年 10 月 1 日現在]

注１）「共同住宅」は複数の住戸が階を重ねて集合して１棟を構成する形式のものをいい、「長屋」とは

全住戸が敷地から建築物内を介さずに直接出入りする形式をいう。

注２）各欄の住宅数は、数字を丸め概数としているため総数と一致しないことがある。

資料）総務省統計局「平成 25 年住宅・土地統計調査報告」

３ 道路交通

（１）道路

市は、東西の国道 299 号と南北の国道 140 号を骨格として、県道、市道などにより道路

網が形成されている。現在、建設が進められている国道 140 号皆野秩父バイパスは、西関

東連絡道路として市の西側を通過し、埼玉県と山梨県を結ぶ地域高規格道路として整備さ

れている。

市内の道路整備は進んでいるものの、多くの観光客が訪れる行楽シーズンを中心に、市

内各所で交通渋滞が慢性的に発生している。

（２）公共交通

市の公共交通は、西武鉄道及び秩父鉄道の鉄道２路線と西武観光バス、秩父市営バス及

び小鹿野町営バスによる路線バス 22 系統により構成されている。

公共交通機関の利用者は減少傾向にあるが、学生や高齢者などを中心にその需要は高ま

っている。山間部を多く抱える本市においては、鉄道駅やバス停留所が少なく、日常生活

区 分 総数 一戸建 長屋建

共同住宅

その他
総数

１～２

階建

３～５

階建

６階建

以上

＜住宅総数＞ 24,020 20,430 810 2,690 1,760 920 10 90

昭和 45 年以前 4,730 4,240 280 190 190 － － 20

昭和 46 年 ～ 55 年 4,570 3,800 300 450 340 110 － 20

昭和 56 年 ～ 平成 2年 4,140 3,610 40 480 220 240 10 10

平成 3年 ～ 12 年 4,890 3,890 10 980 520 450 － 10

平成 13 年 ～ 17 年 1,740 1,640 30 70 50 20 － －

平成 18 年 ～ 22 年 2,490 2,280 10 200 160 40 － －

平成 23 年 ～ 25 年 9 月 810 790 10 － － － － 10

＜木造＞ 21,530 19,780 700 1,010 990 20 － 40

昭和 45 年以前 4,600 4,190 270 120 120 － － 20

昭和 46 年 ～ 55 年 4,200 3,720 300 170 170 － － 0

昭和 56 年 ～ 平成 2年 3,550 3,460 40 50 50 10 － 0

平成 3年 ～ 12 年 4,140 3,740 － 380 370 10 － 10

平成 13 年 ～ 17 年 1,660 1,590 10 50 50 － － 0

平成 18 年 ～ 22 年 2,210 2,140 10 60 60 － － 0

平成 23 年 ～ 25 年 9 月 760 750 － － － － － 10

＜非木造＞ 2,480 640 100 1,680 780 890 10 50

昭和 45 年以前 140 50 10 70 70 － － 10

昭和 46 年 ～ 55 年 370 80 － 280 170 110 － 20

昭和 56 年 ～ 平成 2年 590 150 － 430 180 230 10 10

平成 3年 ～ 12 年 750 130 10 600 160 450 － －

平成 13 年 ～ 17 年 80 40 20 20 － 20 － －

平成 18 年 ～ 22 年 270 140 － 140 100 40 － －

平成 23 年 ～ 25 年 9 月 50 40 10 － － － － －
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に不便な状況が生じている。

４ 土地利用

市の土地利用を地目別面積の割合で見ると、その他を除くと山林が最も多く全体の

35.34％を占め、以下順に、畑の 3.39％、宅地の 2.21％、雑種地の 1.13％となっている。

ただし、地目その他のほとんどを保安林が占めることから、市の実質的な森林面積の割合

は市の面積全体の約 87％となっている。

■地目別面積 [平成26年1月1日現在]

注１）田及び畑の面積には、介在田・介在畑（農地転用を行った土地）の面積を含む。

注２）「その他」とは、墓地、境内地、運河用地、水道用地、用悪水路、ため池、堤、井溝、保安林、公

衆用道路、公園及び鉱泉地

注３）「雑種地」とは、野球場、テニスコート、ゴルフ場、競馬場、鉄軌道地、遊園地等である。

資料）「平成 26 年埼玉県統計年鑑」

■地目別面積の割合

地目 田 畑 宅地 池沼 山林 原野 雑種地 その他 合計

面積(ha) 263.6 1,959.0 1,278.1 224.3 20,415.3 592.1 652.7 32,383.9 57,769.0

比率(％) 0.46 3.39 2.21 0.39 35.34 1.02 1.13 56.06 100
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第５節 計画の前提条件及び基本方針

市の災害対策は、市において起こりうる最大規模の災害を想定し、その結果発生すると考

えられる被害規模及びその内容を可能な限り具体的に把握することで、災害時の被害を最小

化する「減災」の考え方を基本とし、より具体的な「予防計画」かつ実践的な「応急対策活

動」の策定を目的としている。

そのため、被害想定の対象とする災害は、県が被害想定調査を実施している地震被害、及

び土砂災害防止法により影響範囲が想定されている土砂災害とする。

なお、水害については、市域を流れる荒川は、国が実施する荒川浸水想定区域の区域外で

あるため、被害想定の対象外とした。

第１ 地震被害想定

地震被害想定とは、地震が発生したときの地盤の揺れの大きさ、それに伴う人的被害、建

物被害及びライフラインなどへの被害の程度を想定するもので、震災に対する防災計画を作

成する際に、地震が起きたときにどの程度の被害が発生するかを推定することにより、被害

の程度に応じた効果的な防災対策を立てることが可能となる。

１ 想定地震

県では、これまで行ってきた地震被害想定調査に対し、最近の学術的な知見や耐震化など

防災環境の変化に応じて「埼玉県地震被害想定調査」（平成 26 年３月、埼玉県）を実施した。

想定した地震は、国の中央防災会議や地震調査研究推進本部の最新の成果を参考にして、

以下の５つの地震を対象としている。

■想定地震とその概要

注）※は地震調査研究推進本部による長期評価を参照にしたものである。

出典）「埼玉県地震被害想定調査」（平成 26 年 3 月、埼玉県）

地震の

タイプ
想定地震名

マグニ

チュード
想定概要

海溝型

地震

東京湾北部地震 7.3 フィリピン海プレート上面の震源深さに関する最新の

知見を反映

※今後30年以内に南関東地域でＭ7級の地震が発生す

る確率：70%

茨城県南部地震
7.3

元禄型関東地震

8.2

過去の記録等で、首都圏に大きな被害をもたらしたと

される巨大地震を想定（相模湾～房総沖）

※今後 30 年以内の地震発生確率：ほぼ 0%

活断層型

地震

関東平野北西縁

断層帯地震
8.1

深谷断層と綾瀬川断層を一体の断層帯として想定

※今後 30 年以内の地震発生確率：0%～0.008%

立川断層帯地震
7.4

最近の知見に基づく震源条件により検証

※今後 30 年以内の地震発生確率：0.5%～2%
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出典）「埼玉県地震被害想定調査」（平成 26 年 3 月、埼玉県）

２ 想定結果

県が想定した５つの地震による市の被害想定結果は、次のとおりである。

５つの地震のなかで、「東京湾北部地震」、「茨城県南部地震」及び「元禄型関東地震」では、

帰宅困難者が発生するものの、それ以外の項目では被害の発生はないと予測されている。

「立川断層帯地震」では、火災被害、停電、下水道被害及び帰宅困難者が発生するものの、

建物被害、死傷者や避難者の発生はないと予測されている。

市において、最も被害の発生が予測されるのは、「関東平野北西縁断層帯※1地震」で、人

的被害が死者１人、負傷者 20人、建物被害が全壊 13 棟、半壊 141 棟、避難者数は最大で 179

人、ライフライン被害は、停電人口 555 人、断水人口 686 人、下水道の機能支障人口が 5,619

人と予測されている。

※1：以降、「関東平野北西縁断層帯」と記載されている場合は、「埼玉県地震被害想定調査」（平成

26 年 3 月、埼玉県）で記載されているものを指している。

秩父市

想定地震の震源位置図
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■市における地震被害想定結果（各想定地震とも被害想定結果の最大値を記載）

注）破壊開始点の違いにより「関東平野北西縁断層帯地震」の場合は３ケースについて、「立川断層帯地

震」の場合は２ケースについて予測しているが、表に記載した数値は、各ケース中で最も大きな値を

用いている。

出典）「埼玉県地震被害想定調査」（平成 26 年 3 月、埼玉県）

項目 予告内容 単位
東京湾北部
地震

茨城県南部
地震

元禄型
関東地震

関東平野
北西縁

断層帯地震

立川断層帯
地震

震度 最大震度 － 4 4 5 弱 6 強 5強

液状

化
高い地域

面積 km２ 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

面積率 ％ 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

建物

被害

全壊

(揺れ＋液状化)

全壊棟数 棟 0 0 0 8 0

全壊率 ％ 0.00 0.00 0.00 0.02 0.00

半壊

(揺れ＋液状化)

半壊棟数 棟 0 0 0 129 0

半壊率 ％ 0.0 0.00 0.00 0.33 0.00

全壊

(急傾斜地崩壊)

全壊棟数 棟 0 0 0 5 0

全壊率 ％ 0.00 0.00 0.00 0.24 0.00

半壊

(急傾斜地崩壊)

半壊棟数 棟 0 0 0 12 0

半壊率 ％ 0.00 0.00 0.00 0.58 0.00

焼失
焼失棟数 棟 0 0 0 44 1

焼失率 ％ 0.00 0.00 0.00 0.10 0.00

人的

被害

死者数 人 0 0 0 1 0

負傷者数 人 0 0 0 20 0

うち重傷者数 人 0 0 0 1 0

ラ

イ

フ

ラ

イ

ン

被

害

電気

停電

人口

直後 人 0 0 0 555 0

１日後 人 0 0 0 111 1

停電率
直後 ％ 0.00 0.00 0.00 0.83 0.00

１日後 ％ 0.00 0.00 0.00 0.17 0.00

電話

不通

回線

回線数 回線 0 0 0 15 0

不通率 ％ 0.00 0.00 0.00 0.05 0.00

携帯

電話

停電率 ％ 0.0 0.0 0.0 0.2 0.0

不通率 ％ 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0

都市ガス
供給停止件数 件 0 0 0 0 0

供給停止率 ％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

上水道 断水人口 人 0 0 0 686 0

下水道 機能支障人口 人 0 0 0 5,619 758

生活

支障

避難者数

１日後 人 0 0 0 111 1

１週間後 人 0 0 0 138 1

１か月後 人 0 0 0 179 1

帰宅困難者

数

平日 人 1,996 1,009 1,715 4,687 3,447

休日 人 4,484 1,929 4,086 7,376 5,473

住機能支障
応急仮設住宅等

需要数
棟 0 0 0 12 0

その

他
廃棄物 災害廃棄物

万ﾄﾝ 0.0 0.0 0.0 0.9 0.0

万 m3 0.0 0.0 0.0 0.6 0.0



第１編 総則
第５節 計画の前提条件及び基本方針

1-38

第２ 土砂災害の想定

市内には土砂災害危険箇所（法的な位置づけはない。）が多数存在しており、このうち、「土

砂災害防止法（土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律）」(平成

13年 4 月 1 日施行）に基づき土砂災害警戒区域等が指定されている。

土砂災害警戒区域において土砂災害が発生した場合、避難が求められる居住者数及び最寄

りの避難所について把握し、土砂災害に伴い発生する避難者数及び収容可能な避難所の整備

状況について、以下に整理した。

１ 土砂災害（特別）警戒区域

「土砂災害防止法」は、土砂災害から国民の生命を守るため、土砂災害のおそれのある区

域についての危険の周知、警戒避難体制の整備、住宅等の新規立地の抑制、既存住宅の移転

促進等のソフト対策の推進を目的として定められている。

市は、土砂災害防止法で指定された土砂災害警戒区域に対して、土砂災害に関する情報の

伝達を定め、土砂災害ハザードマップを作成する等、警戒避難体制の整備を行っている。

なお、この区域のうち、特定の開発行為に対する制限、建築物の構造規制等を行う区域と

して土砂災害特別警戒区域が指定されている。

市における土砂災害（特別）警戒区域の指定状況は、次表のとおりである。

■土砂災害（特別）警戒区域の指定状況（秩父市関連） [令和 2年７月３日現在]

注）( )内の数字は、土砂災害特別警戒区域の指定数で土砂災害警戒区域の内数

２ 避難対象人口

土砂災害は、特に台風等の大雨や集中豪雨・地震が原因で発生することが多く、各地で毎

年多くの人命や財産が奪われている。

そのため、市は、土砂災害発生のおそれがある場合、要避難者に対して迅速に避難準備・

高齢者等避難開始の発表、避難勧告等の発令を行い、最寄りの避難所への避難誘導を実施し

住民の安全を確保する。

市において土砂災害が発生した場合、影響が及ぶ範囲（土砂災害警戒区域）内に居住する

人数（要避難者人口）、及び避難所の収容人数を小学校区ごとに算定した結果は、以下のとお

りである。

これによると、市内の土砂災害に伴う要避難者数は最大 6,275 人、それに対する避難所の

収容人数は 14,623 人となっており、市内全体としてはすべての要避難者数を収容可能である。

ただし、病原性の高い新型インフルエンザ等感染症や同様な危険性のある新感染症が発生

した場合には十分なスペースの確保が必要となり、すべての要避難者数を収容することがで

土石流 急傾斜地 地滑り 計

土砂災害（特別）警戒区域 229（186） 861（853） 22（0）
1,112

（1,039）
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きなくなるため、可能な限り多くの避難所の開設を図るとともに、ホテル・旅館等の活用も

検討することが必要となる。

そのため、市は、平成 27年度に実施している「土砂災害影響人口及び避難施設収容能力の

把握」及び「指定避難所等の立地条件の把握」等の調査成果を踏まえ、要避難者の安全を確

保するため適切な避難所の整備計画の策定に努める。

■小学校区別要避難者数と避難所の収容状況

注１）「避難所数」及び「避難所収容人数」は、市が指定する「自主避難所」、「指定避難所」及び「指定

緊急避難場所」のうち、「指定避難所（福祉避難所を除く）」を対象としている。

注２）「避難所収容人数」は、一人当たりの面積を 2.0 ㎡/人として算定した。

また、（ ）数値は感染症対策を考慮してのものであり、一人当たり 6.0 ㎡/人で算定した。

地区区分
避難所数

(箇所)

避難所

収容人数

（人）

土砂災害発生時
備 考

土砂災害に伴う

避難所の被災状況
要避難者数

(人)

避難所

収容人数

（人）

収容能力の

過不足

（人）

秩父第一小学校区 1 285 (90) 0 285 285

花の木小学校区 3 1,949 (640) 93 1,949 1,856

西小学校区 2 1,161 (380) 0 1,161 1,161

南小学校区 2 459 (140) 27 459 432

尾田蒔小学校区 3 668 (210) 0 668 668

原谷小学校区 4 2,961 (970) 788 2,961 2,173

久那小学校区 2 306 (90) 335 0 -335 避難所が被災する。

高篠小学校区 3 759 (240) 955 422 -533 １箇所の避難所が被災する。

大田小学校区 3 603 (190) 0 603 603

影森小学校区 5 1,798 (580) 1,114 1,798 684

吉田小学校区 13 2,717 (830) 1,455 2,487 1,032 ２箇所の避難所が被災する。

旧大滝小学校区 7 1,521 (470) 526 577 51 ４箇所の避難所が被災する。

荒川東小学校区 6 1,287 (400) 249 1,253 1,004 １箇所の避難所が被災する。

荒川西小学校区 1 256 (80) 733 0 -733 避難所が被災する。

計 55 16,730(5,310) 6,275 14,623 8,348 －
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第３ 秩父市における防災の方針

１ 地震災害

（１）県の震災対応の方針

県は、国の想定や調査結果を踏まえ、発生が懸念される南関東の地震の中から、過去に

実際に発生した地震で、かつ埼玉県に甚大な影響を及ぼす地震を中心に地震被害想定を実

施した。

このなかで、今回、新たに深谷断層と綾瀬川断層を一体の断層帯として扱った「関東平

野北西縁断層帯地震」による想定結果は、県内の最大震度は震度７で、震度６弱以上の地

域が県中央部を中心に広範囲に広がり、被害が最大になることが分かったが、今後 30 年以

内の地震発生確率は、ほぼ 0％～0.008％と極めて低いため、「関東平野北西縁断層帯地震」

は、複数の災害が短期間で起こる「複合災害」の中で、限られた防災資源の有効活用及び

他の都道府県からの受援を検討すべきであると位置づけた。

一方、「東京湾北部地震」については、首都圏南部、特に東京都心に大きな揺れが想定さ

れており、被害は東京湾岸を中心に広範囲にわたり、電力、石油等のエネルギーを東京湾

岸に依存している本県は、大規模停電、石油類燃料の枯渇といった二次被害を受けるおそ

れもあり、首都機能の低下による影響は全国に波及し、応急・復旧活動にも大きな支障が

生じると予想される。

このため、県では、「東京湾北部地震」を地域防災計画の中で対処すべき事態と位置づけ、

他の都道府県や関係団体とともに防災・減災対策に当たることとしている。

なお、ほかの３地震（茨城県南部地震、元禄型関東地震、立川断層帯地震）への対応は、

「東京湾北部地震」への対応に包含される。

また、「東京湾北部地震」については、それにより引き起こされる最悪事態（シビアコン

ディション）を防災関係機関や県民と共有するため、対策の方向性を示すこととしている。

（２）市の震災対応の方針

ア 「関東平野北西縁断層帯地震」に対する防災対策

県の地震被害想定調査の結果、県下に最も甚大な地震被害をもたらすと考えられる「関

東平野北西縁断層帯地震」が、市においても一番大きな地震被害をもたらすと考えられる。

市の震災対応の方針は、最も影響の大きな地震被害に対応可能な対策を策定するという

ことから、市は、次表に定める「関東平野北西縁断層帯地震」に対応可能な防災対策を策

定する。

イ 広域応援に関する方針

市においては、「関東平野北西縁断層帯地震」による地震被害が一番大きいものの、県下

他市町村の被害程度に比べると、その程度は低いと考えられる。

また、県が地震対策の目標と定めている「東京湾北部地震」が発生した場合でも、市で

は帰宅困難者の発生があるものの、それ以外の項目において被害の発生は予測されない。

そのため、市は、市域で発生した地震被害に迅速に対応するとともに、救援体制をいち
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早く整え、県と連携して積極的な広域支援を行うものとする。

■「関東平野北西縁断層帯地震」の地震被害と市の主な防災対策

被害想定項目 地震被害 主な防災対策

建物被害

（棟）

全 壊
（揺れ）8棟

（急傾斜地崩壊）5棟 Ø 耐震化の推進
Ø 被災建築物危険度判定体制の整備
Ø 消火体制の整備
Ø 土地利用の適正化（土砂災害）

半 壊
（揺れ）129 棟

（急傾斜地崩壊）12棟

焼 失 44棟

人的被害

(人)

死 者 1人 Ø 初動医療体制の整備
Ø 医療救護班の派遣体制の整備
Ø 後方医療機関への搬送体制の整備

負傷者 20人

うち重傷者 1人

生活支障

(人)

避難者

（1日後） 111 人

（1週間後）138 人

（1ヶ月後）179 人

Ø 想定される最大避難者約200人を収容可
能な指定避難所の整備

Ø 避難者及び災害救助従事者用数に対応
可能な量の飲料水・食料・生活必需品の

備蓄

Ø 避難情報の多様な伝達手段の整備
Ø 避難所運営マニュアルの整備

帰宅困難者
（平日）4,687 人

（休日）7,376 人

Ø 一時滞在施設の確保
Ø 飲料水・食料備蓄の推進

応急仮設住宅等

需要数
12 棟 Ø 仮設住宅用地候補地の選定

ラ

イ

フ

ラ

イ

ン

上水道 断水人口 686 人

Ø 秩父広域市町村圏組合水道局との連携
強化

Ø 飲料水の備蓄

下水道 機能支障人口 5,619 人
Ø 下水道施設の耐震強化
Ø 仮設トイレの確保

電 力 停電人口 555 人 Ø 防災拠点における非常電源の確保

都市ｶﾞｽ 供給停止件数 0人 －

電 話
不通回線率 0.05％

Ø 多様な情報伝達手段の整備
携帯不通率 0.1％

その他 災害廃棄物
（重量）0.9 万ﾄﾝ

（体積）0.6 万㎥

Ø 廃棄物処理体制の整備
Ø 廃棄物仮置き場候補地の選定



第１編 総則
第５節 計画の前提条件及び基本方針

1-42

２ 土砂災害

市において発生が懸念される土砂災害は、基本的に地震災害と異なり前ぶれもなく突然発

生することはなく、台風や集中豪雨などによってもたらされる。

そのため、市は、先を見越した防災行動を展開するため、関係機関と連携し早い段階から

気象情報や土砂災害情報等を収集するとともに、的確に住民への情報提供を心がける。

また、避難に際しては、災害が発生するまでに避難を終えることが基本であることから、

災害発生のおそれのある時期を見越し、避難の開始が豪雨時や夜間に及ばないように避難準

備・高齢者等避難開始の発表、避難勧告等の発令に努める。

特に、久那、高篠、影森、吉田、旧大滝及び荒川西の各小学校区については、学校区外へ

の避難の可能性もあることから、より迅速な避難情報の伝達に努める。

３ 雪害

雪害は、冬季の発達した低気圧などによってもたらされることから、気象官署の発表する

情報により、事前に発生可能性を予測・検討することが可能である。

そのため、市は、先を見越した防災行動を展開するため、関係機関と連携し早い段階から

気象情報等を収集するとともに、的確に住民への情報提供を心がける。

特に、平成 26 年 2 月、大量の降雪により発生した各種雪害（交通途絶、孤立集落、構造物

破壊、農作物損耗、架線切断など）による教訓を活かし、早い段階から自助・共助・公助に

より市民生活等に与える影響を最小限に抑えるための対策を講ずる。
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第２編 災害予防計画

第１章 市の防災力の強化

第１節 活動体制の強化

大規模災害が発生した場合、市における建物倒壊等の被害は広範囲にわたり、同時に多数

の火災、救急救助事象が発生するとともに、ライフラインの被災が被害の拡大をもたらすと

予想される。

このため、初動体制を始めとする活動体制の強化及び広域応援体制の強化による活動体制

の整備を図る必要がある。

第１ 初動体制の整備

市では、阪神・淡路大震災、東日本大震災などの教訓に鑑み、特に、夜間・休日等の勤務

時間外に大規模災害が発生し、通信網の被災により職員間の連絡が途絶した場合でも、あら

かじめ災害の規模などに応じた参集基準を定め、職員が独自の判断で自主参集し、速やかに

情報収集や防災対策ができるよう初動体制の整備を行う。

市の「初動体制の整備」は、以下の方策及び担当部署をもって推進する。

１ 初動配備体制の整備

阪神・淡路大震災など勤務時間外に発生した大規模災害の場合、交通網及び通信網の途絶、

職員自身の被災という悪条件のなかで、職員参集の遅れなど、初動対応に支障が生じた。

そのため、市は、突然の大規模地震に対して、特に夜間・休日等の勤務時間外であっても

速やかに対応できるように、「第３編 第１章 第１節 活動体制の確立」に従い、職員は動員

連絡がなくても自主参集するとともに、震度５強以上の地震に対しては自動的に災害対策本

部を立ち上げるものとする。

２ 防災活動拠点の整備

（１）防災活動拠点

防災活動拠点は、災害が発生した場合には、市民の避難場所、負傷者の救護所、救援要

員の活動拠点場所、災害情報の伝達収集場所となる。また、平時には食料、生活必需品、

防災資機材等の備蓄場所となる。

これらの防災拠点は、地域の社会特性（人口、交通の利便性等）や想定される被害特性

方策 担当部署

１ 初動配備体制の整備 危機管理課

２ 防災活動拠点の整備 危機管理課、関係各課、総合支所

３ 応援機関の受入体制の整備 危機管理課、関係各課
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（地域の孤立可能性等）を基に、市域全体から見て適切な配置となるよう、計画的に整備

する。

市は、災害時における応急活動の拠点となる次の施設を市の防災活動拠点として位置付

け、施設の更新、改修時等には必要な設備を配置する。

その他、地域の実情に応じて必要な広域的消防防災拠点施設及び設備を計画的に整備す

る。

■防災活動拠点

（２）総合防災活動拠点の整備

総合防災活動拠点として市役所本庁舎を位置付け、災害に伴い非常体制を敷いた場合に

は災害対策本部を設置し、応急復旧活動を総合的に統括する中枢機能を有する拠点として、

災害情報の伝達収集機能、物資の調達、集配機能等を総合的かつ複合的に有するよう整備

を行う。市役所本庁舎が甚大な被害を受けた場合は、他の安全な場所（歴史文化伝承館、

総合支所など）をもってこれに代えることとする。

（３）地域防災活動拠点の整備

地域防災活動拠点は、総合支所を位置付け、各地区の被害状況や避難状況等の災害情報

を統括するとともに、地域内の避難場所（避難所）の総合調整等を図るなど、地域の応急

復旧対策の拠点とする。

このため、防災通信機器の整備、広報車、食料や資機材等の備蓄など、活動拠点として

必要な整備を行う。

３ 応援機関の受入体制の整備

市は、以下に示す応援受入に対する体制を整備する。

（１）専門的技術職員による相互応援体制の整備

市は、他の地方公共団体における専門的技術及び知識を有する職員を受け入れるための

体制を確立する。

区分 内容

総合防災活動拠点 市役所本庁舎（代替施設は歴史文化伝承館）

地域防災活動拠点 総合支所

避難拠点 市の指定避難所

備蓄拠点 防災倉庫

物資輸送拠点 飛行場外離着陸場
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■応援活動の種類と内容

■受入体制の整備

（２）国及び県などの応援受入体制の整備

市は、国及び県などの応援受入に際して災害時に協力体制が十分発揮できるよう体制の

整備を図る。

■受入体制の整備

（３）公共的団体からの応援受入体制の整備

市は、公共的団体（「第１編 第２節 第２ ８ 公共的団体その他防災上重要な施設の管理

者」参照）の防災に関する組織の充実を図るための支援及び指導等を通して、相互の連絡

を密にし、災害時に協力体制が十分発揮できるよう体制の整備を図る。

そのため、活動区域内又は所掌事務に関係する公共的団体に対して、応急対策等に対し

積極的協力が得られるよう協力体制を整えておく。

これらの団体の協力業務として考えられるものは、以下のとおりである。

種類 内容

災害救助に関連する業務 消防、警察、自衛隊による輸送手段、交通路の提供及び確

保等

医療応援に関連する業務 医療救護班、ＤＭＡＴによる支援、ヘリポートの提供等

被災生活の支援等に関連する業務 物資の応援、応急危険度判定、メンタルケア等

災害復旧・復興に関連する業務 被災者の一時受入、職員の派遣（事務の補助）等

Ø 情報伝達ルートの多重化及び情報交換のための収集・連絡体制の整備

Ø 他の地方公共団体と緊急輸送路、備蓄状況などの情報の共有化

Ø 他の地方公共団体と連携した防災訓練の実施

Ø 情報伝達ルートの多重化及び情報共有のための収集・連絡体制の明確化に努める。

Ø 応援部隊が被災地で活動するための活動拠点を選定する。

Ø 長期間の救援活動を想定して宿泊施設や炊事施設を考慮するとともに、輸送・交通アクセ

スの便も考慮する。

Ø 異常現象、危険な場所等を発見したときに、関係機関に連絡すること。

Ø 災害時における広報等に協力すること。

Ø 出火の防止及び初期消火に協力すること。

Ø 避難誘導及び避難所内での救助に協力すること。

Ø 被災者の救助業務に協力すること。

Ø 炊出し及び救助物資の調達、配分、配給に協力すること。

Ø 被害状況の調査に協力すること。
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第２ 防災協定の充実

市の「防災協定の充実」は、以下の方策及び担当部署をもって推進する。

１ 自治体との相互応援協定の充実

大規模災害時においては、市のみで応急対策活動を完遂することが困難な状況が想定され

るため、市は、他市町村との相互応援協定を結び災害時の救援活動体制の充実を図る。

ただし、東日本大震災でも見られたように、大規模災害時には市だけでなく近隣市町村で

も同様に救援活動が困難な状況になると考えられるため、県内の隣接しない市町村若しくは

遠隔都市との相互応援協定（災害時における姉妹都市等の応援協定など）の締結を図るとと

もに、災害発生時における膨大な業務を処理するため、災害対応経験のある自治体の職員が

持つノウハウを活用する視点も含めた協定の締結を図る。

☞【資料６．１】『秩父市と豊島区との非常災害時等における相互応援に関する協定』参照

☞【資料６．２】『秩父市と江東区との災害時等における相互応援に関する協定』参照

☞【資料６．３】『荒川区と秩父市の非常災害時等における相互応援に関する協定』参照

２ 民間事業者・団体との応援協定の充実

大規模災害時においては、市職員だけで、救出・救助、食料・生活物資の供給及び輸送等

の救援活動を実施することは困難であるため、あらかじめ民間事業者・団体との応援協定を

結び、迅速・的確な救援活動体制を図る。

なお、市が民間事業者・団体等と締結している協定及び覚書については、資料編を参照の

こと。

☞【資料６．９】『災害応急対策に関する協定書（埼玉県建設業協会秩父支部）』参照

☞【資料６．10】『災害補修に関する協定書（秩父市給排水設備指定工事店組合）』参照

方策 担当部署

１ 自治体との相互応援協定の充実 危機管理課、関係各課

２ 民間事業者・団体との応援協定の充実 危機管理課、関係各課
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第３ 職員の防災力の向上

市は、災害時においても職員が適切な判断力を持ち、責任を持って自発的に行動できるよ

う、防災教育を実施する。

市の「職員の防災力の向上」は、以下の方策及び担当部署をもって推進する。

１ 職員の防災教育

（１）職場研修

市は、以下の項目について研修会等を通じて防災教育を行う。

特に、災害時の担当職務が平常時の担当職務と異なるとき、定期的に実技修得演習を実

施するとともに、※印の事項については、年度当初に所属職員に対し十分に周知し、所管

事項に関する防災対策について、それぞれが定めるところにより所属職員に対する教育を

行う。

（２）その他の研修、講習会

市は、必要に応じて学識経験者、防災関係機関の担当者等を講師又は指導者として研修、

講習会を実施するとともに、県又は防災関係機関が行う研修会、講習会、講演会に職員を

参加させる。

２ 職員の家庭における安全対策の徹底

家庭における安全対策が不十分であると、職員自身の負傷、家族の負傷などにより職員と

しての防災活動の実施が困難になる。

そのため、職員の家庭における家屋の保守点検、非常持ち出し品の用意などの安全対策が

徹底されるよう、定期的に職員に対策の実施を促す。

家庭における主な安全対策を以下に示す。

方策 担当部署

１ 職員の防災教育 危機管理課、各課共通

２ 職員の家庭における安全対策の徹底 各課共通

３ 防災活動マニュアルの整備 危機管理課、各課共通

４ 防災機器操作の習熟 危機管理課、関係各課

Ø 地震、風水害等の防災に関する基礎知識

Ø 秩父市地域防災計画の内容と市が実施している防災対策

Ø 地震等の災害が発生した場合、具体的にとるべき行動に関する知識（※）

Ø 職員が果たすべき役割（職員の動員体制と任務分担）（※）

Ø 埼玉県地震被害想定調査の内容

Ø 緊急地震速報の意義と受信時にとるべき措置

Ø 家庭の地震等の防災対策と自主防災組織の育成強化対策

Ø 地震等の防災対策の課題その他必要な事項



第２編 災害予防計画

＜第１章 市の防災力の強化＞

第１節 活動体制の強化

2-6

３ 防災活動マニュアルの整備

市は、各種防災活動マニュアルを作成し、各種セミナー・講習会を通して、市職員の防災

力の向上を図る。

また、機構改革や人事異動、地域防災計画の見直し等に応じて、必要があると認められる

場合は修正する。

（１）危機管理防災ハンドブック

市は、個々の職員が、発災に際して迅速に応急対策活動を実施できるよう職員がとるべ

き行動を記載した危機管理防災ハンドブックを作成・配布し、発災時の参集、初動体制、

自己の配置と任務及び災害の知識等の周知を図る。

■危機管理防災ハンドブックの構成

（２）班別活動マニュアル

市（各課）は、災害対策本部の各部各班ごとに担当する各種応急対策活動を迅速に実施

できるよう、各専門活動マニュアルを作成しておく。

４ 防災機器操作の習熟

市は、防災情報の収集機器及び浄水器等、災害活動に必要な機器の基本的操作の習熟や救

命のための研修を実施する。

Ø 家具の配置を見直し、家具類や家電製品などの転倒・落下・移動を防止する。

Ø 災害時に家族その他の緊急連絡を要する者との連絡方法を話合う。

Ø 「災害用伝言ダイヤル 171」等の利用方法を確認する。

Ø 備蓄を行う（最低 3日間（推奨 1週間）分を目標とする）とともに非常持ち出し品の点

検を行う。特に、飲料水や食料などを普段から多めに常備し、利用しながら買い足すこ

とを繰り返す「ローリング備蓄」を導入する。

Ø 住居の耐震性や必要な補強等を確認する。

Ø 避難所や安全な避難経路、消火器の設置場所、操作方法を確認する。

Ø 自主参集

Ø 職員の初動体制

Ø 危機情報の収集・連絡

Ø 危機情報の連絡系統

Ø 危機情報のチェックリスト
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第２節 緊急対応活動のための準備

大規模災害の発災時には迅速な情報の収集・伝達、消防活動、救出救助・救急活動、医療

救護活動及び避難活動など、人命を守るための緊急対応活動を最優先で実施することが重要

である。

そのため、市及び防災関係機関は、日頃から緊急対応活動を迅速に実施できるように準備

に努めるものとする。

第１ 災害情報の収集・伝達体制の整備

大規模災害が発生した場合、市及び防災関係機関が応急復旧対策を実施するためには、多

くの災害情報を迅速かつ的確に収集伝達し、処理できるシステムを構築する必要がある。

特に通常の勤務時間以外に災害が発生した場合でも、迅速かつ的確な災害情報の収集・伝

達が可能な体制を整備する必要がある。

近年の情報通信技術の進展に伴い、各種の先端技術が災害情報システムに適用することが

可能になり、こうした成果を踏まえる必要もある。また、休日や夜間に地震が発生した場合

や、被害が一部に限られた場合でも迅速かつ的確な災害情報の収集・伝達が可能な体制を整

備しておく必要がある。

市の「災害情報の収集・伝達体制の整備」は、以下の方策及び担当部署をもって推進する。

１ 災害情報連絡体制の整備

（１）災害情報ネットワークの構築

市は、迅速に情報の収集・伝達を実施するのに必要な情報連絡体制の確立に努める。

なお、災害情報ネットワークにおける通信手段は、以下に示すとおりである。

■防災拠点の機能強化

■防災機関との連携強化

方策 担当部署

１ 災害情報連絡体制の整備 危機管理課、情報政策課、関係各課

２ 被害情報の早期収集体制の整備 危機管理課、秘書広報課、関係各課

３ 通信施設の整備 危機管理課、情報政策課、関係各課

広大な市域の被災状況を迅速に把握するため、各防災拠点が情報を収集し、防災中枢拠点で

ある災害対策本部へ伝達することは、市が的確な意思決定を行う上で極めて重要である。こ

のため、災害情報のネットワーク化を図るとともに、機器の整備を検討し、各防災拠点の機

能強化に努める。

市及び防災関係機関は、連絡責任者、連絡先（電話番号、ファックス番号等）を相互に通知

し、災害時における通信連絡が、勤務時間外（夜間・休日等）を含め円滑に実施できるよう

日頃から連携を図る。
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■市の主な通信手段

（２）通信連絡体制の確立

市及び各防災関係機関は、保有する無線施設を中心に通信連絡体制を確立する。

そのため、通信連絡責任者を選任し、常時連絡体制の確保に努める。

（３）通信連絡方法の整備

通信連絡は、原則として地域衛星通信ネットワーク、LGWAN、インターネット、県防災行

政無線、市防災行政無線、電話及びファクシミリを連絡手段として実施する体制の整備を

図る。

通信網の多ルート化を進めるため、防災行政無線に加えてちちぶ安心・安全メール等の

通信手段の活用を図る。

通信各キャリアと連携し、ライフライン遮断時でも一定期間稼働可能な基地局の整備に

努める。

（４）報道機関との連携

地震災害時においては、地震情報、被害状況、ライフラインの復旧状況等、住民が知り

たい情報をより早く、的確に伝えることにより、社会混乱を最小限にとどめる必要がある。

そのため、市は、地震災害時における放送について各報道機関と協定を締結するなど、

報道機関との連携に努める。

２ 被害情報の早期収集体制の整備

収集すべき災害情報の重要度別内容及び収集した情報の報告系統の整備、民間等の協力体

制の整備について計画する。

（１）情報収集体制の強化

地震発生直後の交通路の遮断、電話の不通等の対策として、バイク、自転車等を利用し

て被害状況等の情報収集・伝達をすることができるよう体制及び装備機器等の整備を図る

とともに、実践的訓練により活動能力の向上に努める。

主な通信手段 主な通信区間

有

線

一般加入電話
災害対策本部・防災関係機関との連絡

災害対策本部から市民等への広報
災害時優先電話

LGWAN回線、インターネット回線

無

線

地域衛星通信ネットワーク 災害対策本部 ～ 全国自治体・防災関係機関等

県防災行政無線 災害対策本部 ～ 県・近隣市町村・防災関係機関

市防災行政無線(固定系) 災害対策本部 から市民等への広報

市防災行政無線(移動系) 災害対策本部 ～ 防災拠点
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■情報収集システム（案）

（２）自主防災組織等からの情報収集

地震発生直後に、地域的な災害情報の収集を円滑に行うことができるよう、自主防災組

織との協力体制の整備を図る。このため、各地区で構成される自主防災組織について、市

を含めて横断的な情報交換を行うとともに、消防署・消防団との有事の際の連携を目指し

た訓練・講習会の実施などによって、機能的な防災体制の構築に努める。

（３）アマチュア無線等からの情報収集

災害時に有線が途絶した場合の災害情報の収集対策として、アマチュア無線クラブ、タ

クシー無線局設置者、バス事業者等との協力体制を整備する。

３ 通信施設の整備

（１）災害時優先電話の配備の推進

災害時に迅速かつ正確な情報の収集・伝達を図るため、災害時優先電話の指定について

NTT と協議し、緊急連絡体制の整備・充実を図る。

☞【資料１．４】『災害時優先電話一覧』参照

（２）特設公衆電話の優先設置についての協議

市は、一般加入電話の輻輳等により、災害対策本部の情報連絡活動に支障を生じたとき

には、特設公衆電話等の優先的設置が可能となるよう NTT と協定を締結している。

（３）防災行政無線の整備・強化

市は、固定系及び移動系の防災行政無線の更新計画を作成し、デジタル化を推進すると

ともに、避難所等に防災行政無線の相互通信機能を確保し、災害時の情報収集等に役立て

る。また、戸別受信機の整備を進めるとともに、市ホームページに防災行政無線の緊急放

送の内容を掲載するなど防災行政無線情報を住民等が確実に把握できるようにする。

（４）インターネットを活用した情報共有

市は、防災関係機関・団体、避難所等の相互において情報を共有し、迅速な意志決定を

行うため、市ホームページの災害情報欄の整備など、インターネットを活用した情報共有

コンテンツを整備する。

（５）ちちぶ安心・安全メールの整備

市は、これまでの「秩父市安心・安全メール」を「ちちぶ安心・安全メール」として、

横瀬町・皆野町・長瀞町・小鹿野町の情報を加えるなど内容の充実を図り、平成 25 年 8

Ø 屋上テレビカメラによる状況把握システム

Ø 自主防災組織及び自衛消防隊等からの通報システム

Ø 既存の災害情報システム（テレメータシステム等）とのオンラインリンクシステム

Ø 市防災行政無線システム

Ø アマチュア無線及びタクシー無線等の情報システム

Ø かけつけ通報等

Ø GIS を利用した市民からの情報収集システム

Ø フェイスブック等の SNS を利用した情報収集
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月 1 日からリニューアルして配信している。

■配信する情報

（６）全国瞬時警報システム（J-ALERT）の運用

J-ALERT とは、全国瞬時警報システムの略称で、通信衛星と市町村の同報系防災行政無

線や有線放送電話を利用し、緊急情報を住民へ瞬時に伝達するシステムであり、市におい

ても導入、運用している。

市では、平成 30 年度に旧４市町村の防災行政無線の統合、デジタル化を行い、J-ALERT

の運用を連動させた。

（７）緊急情報ネットワークシステム（Em-Net）の運用

緊急情報ネットワークシステム（通称：Em-Net（エムネット））とは、内閣官房が整備を

進めている、行政専用回線である総合行政ネットワーク「LGWAN」を利用した国（総理大臣

官邸）と地方公共団体間で緊急情報を双方向通信するためのシステムであり、市において

も導入、運用している。

（８）各種通信設備の使用マニュアルの作成

災害時において、各種通信設備（特に防災行政無線）を迅速・的確に使用するため、平

常時から使用マニュアルを作成し、通信設備の使用方法の習熟を図る。

（９）通信施設の安全対策

災害時に通信システムが十分機能し活用できる状態に保つために、次の安全対策を推進

するものとする。

■通信施設の安全対策

情報区分 情報内容

緊急情報 避難情報、災害対策本部情報 など

防災行政無線情報 防災行政無線の放送内容

火災情報 秩父消防本部管内の火災情報（秩父消防本部から自動転送します。）

土砂災害警戒情報
台風や大雨により土砂災害が発生し、又は発生するおそれがある場

合の防災気象情報 など

項目 内容

非常用電源の

確保

停電に備え、施設に応じ、無停電電源装置、バッテリー、自家発電設備及び

移動携帯式電源、移動可能なソーラーパネル等を確保するとともに、これら

の定期的なメンテナンスを実施する。

転倒防止対策 災害時に情報通信設備が確実に使用できるよう、各種機器の転倒防止対策を

行うとともに、周辺の備品の転倒により機器が使用不能とならないよう、周

辺の備品等に対しても転倒防止対策を実施する。

浸水防止対策 多くの一般的な情報通信設備は、耐水性能を有していないため、浸水により

機器が使用不能とならないよう、水害に備え、床から最低限の高さを確保し

設置する。

通信機能の冗長

化

災害に通信回線の切断等によって、通信機能が損なわれないよう、2系統の

回線及び機器等による冗長化の整備に努める。
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第２ 消防活動体制の整備

市の「消防活動体制の整備」は、以下の方策及び担当部署をもって推進する。

１ 消防力・消防水利の強化

「消防力の整備指針」、「消防水利の基準」に基づき、消防施設（消防車両を含む）、消防水

利等の整備の充実を図る。

また、消防自動車、防火水槽等の性能点検を実施し、常にその性能の維持向上を図り、災

害時にこれらが適切に機能するよう努める。

（１）消防体制の充実

ア 消防職員及び消防団員の非常招集体制の確立

消防本部及び市は、消防職員及び消防団員の非常招集体制を確立する。

イ 消防団の育成

消防団は、常備消防の活動を補佐し、地域の実情に応じて適切に活動することが期待さ

れている。市及び消防本部は、消防団を活性化し、災害活動能力を向上させるため、実戦

的な教育訓練を実施するとともに、市民への防災指導に努める。

また、消防団の活性化に向けて、若手リーダーの育成、地域との連携による消防団のイ

メージアップを図ることにより、青年層・女性層の団員の参加促進、分団制度の活用等消

防団の活性化とその育成に努める。

ウ 消防施設・車両・資機材の整備

消防署は、通常火災に対する資機材を整備しており、今後は、大規模・特殊災害に対応

するための、高度な技術・資機材を有する救助隊の整備を推進する。また、市及び消防団

は、必要な消防車両・消防資機材を整備し、消防団拠点施設の耐震化（補強）や建替えに

努める。

（２）消防水利及び進入路の確保

ア 消火栓が使えない場合の対策

火災の延焼拡大の危険が高い地域や消防活動が困難な地域、避難所周辺等を中心に、耐

震性のある防火水槽の整備、ビルの保有水の活用、河川やプール等の水利の確保をより一

層推進していく。

イ 地域の状況に対応した消防水利の配置

消火栓や防火水槽などの消防水利の設置は、市街地など地域状況を勘案して配置する。

方策 担当部署

１ 消防力・消防水利の強化 消防本部、危機管理課

２ 初期消火体制等の強化 消防本部、危機管理課

３ 消防救急無線の強化 消防本部
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ウ 住宅密集地の道路状況の点検及び拡幅や隅切り等による進入路の整備

非常時に消防車両等のアクセスが迅速にできるように、住宅密集地の道路状況の点検及

び拡幅や隅切り等による進入路の整備に努める。

（３）協力応援体制の確立

ア 他の消防機関の応援受け入れ及び円滑に活動するために必要な支援

消防本部は、自らの消防力だけでは対応できない場合を想定し、「埼玉県下消防相互応援

協定」（平成 19 年７月１日）を締結している。また、太田部地域においては、多野藤岡広

域との救急応援協定（太田部地区）を結んでいる。

消防本部及び市は、他の消防機関の応援受入のための体制を整備しておくものとする。

☞【資料６.４】『埼玉県下消防応援協定』参照

☞【資料６.５】『埼玉県下消防相互応援協定に基づく覚書』参照

☞【資料６.６】『消防相互応援協定（小鹿野町・横瀬村・皆野町・長瀞町）』参照

イ 自主防災組織の育成と活性化

消防活動にあたっては、消防団はもとより自主防災組織の協力が重要となる。そのため、

消防本部及び市は、日頃から、その協力方法・体制について協議し、整備しておくものと

する。

２ 初期消火体制等の強化

（１）市民の初期消火力の強化

大規模地震では同時多発火災の発生が予想され、消防本部の消防力にも限界がある。

そのため、消防本部は、消防団及び自主防災組織を中心に、婦人防火クラブや近隣住民

の協力による消火器、バケツリレー消火等の初期消火や応急手当による応急救護、簡易救

助資器材を使った救助が一体的かつ組織的に活動できるよう、地域の初期消火、応急救護、

救助体制の充実を図る。

（２）市民防火組織の整備

地域社会においては、住民一人ひとりが常に防火防災に関心を持ち、日頃から出火防止、

初期消火、避難、応急救護などの知識を身につけておくことが必要である。

そこで、防火防災意識の高揚と知識の普及を図るため、民間の防火組織として、地域に

密着した幼年消防クラブ、少年消防クラブ、婦人防火クラブの組織づくりと育成強化を行

っていく。

なお、これらの活動内容は、次のとおりである。

組織名 活動内容

幼年消防クラブ 知識の習得、啓発活動

少年消防クラブ 知識の習得、啓発活動

婦人防火クラブ 啓発活動、初期消火・避難誘導・救護等の防災活動
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（３）事業所の初期消火力の強化

消防本部は、市内の事業所に対して、災害発生直後の初期消火等に対応できるよう初期

消火器具等の整備、強化を指導し、自衛消防体制の確立、強化を図るよう指導する。

ア 施設内の防災組織の育成

市は、学校、病院及び市民会館等不特定多数の人が出入する施設に対し、防火管理者を

主体に自主的な防災組織の育成指導を図る。

イ 危険物施設及び高圧ガス施設等の防災組織の育成

市は、危険物施設における予防規程及び防災組織の活動等に対し必要な助言指導を行い、

自主的な防災組織の充実を図る。

また、高圧ガスは、爆発性、可燃性、毒性及び支燃性等の特性をもっており、災害時に

は一般市民の援助は期待できず、また消防機関の活動にも限界がある。したがって、専門

的知識を有する高圧ガス関係業界の指導を受け、防災訓練の実施等防災組織の充実を図る。

ウ 事業所内の防災組織の育成

市は、各事業所が自衛消防隊等を中心として、特に中小企業等における自主防災体制の

確立を支援するとともに、地元地域への貢献という意味からも事業所と協議の上、地域の

自主防災組織として位置づけて連携を図る。

（４）市民と事業所の連携

計画的かつ効果的に防災教育や防災訓練を行い、市民の防災行動力を高めていくととも

に、家庭、自主防災組織、事業所等の協力及び連携を促進し、地域における総合防災体制

を強化していく。

このため、特に次に掲げる機関の協力体制の確立に努める。

■関係機関の協力体制の確立

３ 消防救急無線の強化

法改正により、平成 28 年５月 31 日までに消防救急無線をデジタル化することが義務付け

られたが、消防本部の消防救急無線はデジタル化が完了しており、今後も計画的に更新整備

に努める。

Ø 民生委員・児童委員協議会、日赤奉仕団及び町会

Ø 農林商工関係団体

Ø ＰＴＡ、女性団体及びその他の市民団体

Ø その他の公共的団体
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第３ 救出救助、救急体制の整備

市の「救出救助、救急体制の整備」は、以下の方策及び担当部署をもって推進する。

１ 活動体制の整備

大規模かつ多様化する救助、救急需要に対応するため、救急救命士の養成と併せ救急医療

機関との連携を図るとともに、隊員の教育及び各種訓練を実施し、救助及び救急体制の強化

を図る。

２ 救出用資機材の整備

多数の発生が予想される救出事案に迅速・的確に対応するため、救助工作車、高規格救急

車及び救出用資機材を計画的に整備するとともに、重機等については市内の建設業者の所有

する機材を借り上げるなど協力体制を確立する。

３ 応急手当法の普及啓発

適切な応急手当を負傷者や急病人に施すことは、その生命や身体を守るために極めて重要

である。そのため、消防本部は、市内在住又は在勤者を対象に普通救命講習会や応急手当講

習会を開催し、できるだけ多くの住民が応急手当法を習熟できるよう努める。

４ トリアージの習熟

同時に多数の負傷者が発生した場合、消防本部は、医療機関等と連携しながら負傷者のト

リアージを行うこととなる。そのため、平常時から秩父郡市医師会等の協力を得ながら、ト

リアージの訓練・研修により要員の育成・強化を図る。

☞【資料３．９】『トリアージタッグ』参照

方策 担当部署

１ 活動体制の整備 消防本部

２ 救出用資機材の整備 消防本部、関係各課

３ 応急手当法の普及啓発 消防本部

４ トリアージの習熟 消防本部

《参考》

◆「トリアージ」について

多数の負傷者が発生した場合に、負傷者を緊急度と重症度により

選別し、治療及び搬送の優先度を決める技術をいう。少数の医療ス

タッフ、限られた医療資源を活用し、救命可能な患者をまず選定し

て治療することを目的とする。
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第４ 医療救護体制の整備

市において最も大きな地震被害をもたらすと考えられている「関東平野北西縁断層帯地震」

が発生した場合、死者１人、負傷者 20 人の発生が予想されており、市はこれら負傷者に対し

迅速かつ的確に医療救護を実施しなければならない。

市の「医療救護体制の整備」は、以下の方策及び担当部署をもって推進する。

１ 防災医療システムの整備

大規模災害時における市災害対策本部、医療救護所、救急医療機関及びその他関連する防

災関係機関との十分な情報連絡機能を確保するため医療情報の連絡体制の整備を図る。

（１）医療情報ネットワークの構築

市は、大規模災害時に医療情報を迅速に収集・伝達・共有するため、平時より秩父保健

所、避難所（医療救護所）及び秩父郡市医師会等の防災関係機関との間で情報ネットワー

クの構築に努める。

■医療（助産）活動組織図

参考）「埼玉県地域防災計画」（平成 26 年 12 月、埼玉県防災会議）

方策 担当部署

１ 防災医療システムの整備 保健医療部

２ 初動医療体制の整備 保健医療部、市立病院

３ 後方医療体制の整備 保健医療部、市立病院

４ 要配慮者に対する医療対策
地域医療対策課、障がい者福祉課、

高齢者介護課、保健センター、総合支所

５ 医療救護資器材及び医薬品の確保 保健医療部、市立病院

埼玉県災害対策本部

病院事業管理者

医療救急部

県立病院

(独)国立病院機構

医療救護所

(避難所)

医療救護班

の派遣

連絡調整

指示

出動要請

医療救護班
の派遣

医療救護班

の派遣

指示

秩 父 郡 市 医 師 会
秩父郡市歯科医師会
秩父郡市薬剤師会

秩父市災害対策本部

（保健医療班）

（医療班）

秩父保健所

連絡調整

医療救護班
の派遣

出動要請

出動要請出動要請

開設

日本赤十字社埼玉県支部

埼 玉 県 医 師 会
埼玉県歯科医師会
埼玉県看護協会
埼玉県薬剤師会

医療救護班

の支援

指示

DMAT 県調整本部 災害拠点病院

DMAT
の派遣
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（２）通信機器の整備

大規模災害時に、医療情報を医療救護所及び救急医療機関に対して迅速かつ的確に収

集・伝達ができる通信手段の整備を図る。

２ 初動医療体制の整備

初動期の医療は、災害発生直後の負傷者あるいは災害により医療サービスを受けられなく

なった者に対し、応急的な処置を実施するものであり、交通手段や通信網が途絶することを

想定し、可能な限り被災地の周辺で救急医療が円滑に実施できるように、医療救護所の設置、

医療救護班の編成などの初動医療体制の整備を図る。

■負傷者搬送体制の流れ

☞【資料３．５】『秩父郡市医師会災害医療対策機関編成』参照

☞【資料３．６】『救急病院・救急診療所一覧（秩父保健所管内）』参照

☞【資料３．７】『災 害 拠 点 病 院（埼玉県）』参照

☞【資料３．８】『救命救急センター（埼玉県）』参照

《参考》

◆「災害拠点病院」とは

災害時に多発する重篤救急患者の救命医療を行うための高度の診療機能、院内

の水や電気等のライフラインの維持機能、及び災害派遣医療チーム（DMAT）の派

遣機能等を持つ。

◆「救命救急センター」とは

急性心筋梗塞、脳卒中、頭部外傷など、二次救急で対応できない複数診療科領

域の重篤な患者に対し高度な医療技術を提供する三次救急医療機関である。

災 害 拠 点 病 院

救命救急センター

市立病院等医療機関

(救急病院､救急診療所等)

医療救護班
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３ 後方医療体制の整備

（１）後方医療支援体制の確立

市は、医療救護所や救急医療機関では対応できない重傷患者や、高度救命措置が必要な

患者等を、後方にて治療対応する広域後方医療支援について、県との連携体制を図る。

（２）搬送体制の整備

医療救護所から市内の救急医療機関への負傷者の搬送（一次搬送）、あるいは市外への広

域搬送（二次搬送）が必要な負傷者を想定して、救急車、ヘリコプター等を利用した搬送

手段について、事前に関係機関と協議・調整を図る。

（３）飛行場場外離着陸場の設置

大規模災害時には、道路が寸断される危険性や道路渋滞の危険性が懸念される。このよ

うな場合においても最大限の搬送活動が行えるよう、県、自衛隊等のヘリコプターによる

搬送が適切に行える離発着場の整備を図る。

☞【資料５．１】『飛行場場外離着陸場一覧』参照

４ 要配慮者に対する医療対策

避難所や被災家屋での長期にわたる不自由な生活は、被災住民の心身に様々な影響を与え

ることが考えられる。

特に、寝たきりの高齢者、身体障がい者、知的障がい者、傷病者等の要配慮者への影響が

大きく、このため、心身への健康障害の発生や在宅療養者の病状悪化等を防ぐための医療対

策が必要となる。

（１）巡回健康相談体制の整備

保健師等による在宅療養者に対する巡回健康相談等を実施する体制の整備に努める。

（２）メンタルケア対策

被災のショックや長期の避難生活は、被災住民に大きなストレスを与えることとなるた

め、被災住民に対するメンタルケアが必要である。このため、医師会等関係機関と協力し

メンタルケア対策の推進を図る。

（３）透析患者への対策

透析患者の医療を確保するため、透析患者の把握、専門医療機関の受入体制、給水量の

確保、患者の搬送などの協力体制について、医師会等関係機関と協議を行い整備を図る。

（４）在宅医療機器依存度の高い在宅療養者対策

在宅人工呼吸器や重度在宅酸素の療養者は、停電がすぐに生命の危険に係ることから、

当該者の把握及び、風雨・雪害等に伴う停電時の安否確認や救助等において優先的対応を

図る。

（５）ぼうこう又は直腸機能障がい者への医療対策

県（福祉部障害者福祉推進課）は、大規模災害時に、ストーマ用装具を必要とするぼう

こう・直腸障がい者が、避難所での生活にストーマ用装具を使用することができるようラ
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ンニング備蓄を行っている。

市は、被災したぼうこう又は直腸障がい者に対して迅速なストーマ装具の提供ができる

よう、県のランニング備蓄の活用について協力体制の整備を図る。

（６）寝たきり高齢者への対応

被災による長期の避難生活を原因として、介護状態の悪化が容易に起こりうるため、状

態の見守り、介護の補助等が行えるよう巡回・協力体制の整備を図る。

５ 医療救護資器材及び医薬品の確保

（１）医療救護資器材、医薬品の備蓄並びに調達計画の策定

市は、地震被害想定結果に基づく人的被害と現状の医療関連機関におけるストック状況

との比較から、大規模災害時の医療及び助産活動のための医療救護資器材、医薬品の備蓄

並びに調達計画を策定しておくものとする。

なお、品目は、災害用医療資器材セットと、軽治療用医薬品とに分け、備蓄場所は、秩

父市立病院及び防災倉庫とする。

（２）医療救護資器材、医薬品の備蓄

市は、（１）の計画に基づき、災害時の医療及び助産活動のための医療救護資器材、医薬

品の備蓄、更新及びメンテナンスを行う。

災害時の医薬品等備蓄施設における、医薬品等資材の品質の安全確保について管理責任

体制を明確にするよう、自主対策の推進を図る。

（３）医療救護資器材、医薬品の調達体制の整備

市は、（１）の計画に基づき、災害時の医療及び助産活動のための医療救護資器材、医薬

《参考》

◆「要配慮者」について

従来、災害時に援護を必要とする者に対しては、一般的に「災害時要援護者」という言い

方が定着していたが、改正災対法（平成 25 年 6 月）や「避難行動要支援者の避難行動支援に

関する取組指針」（平成 25 年 8 月、内閣府）において「災害時要援護者」に代わって「要配

慮者」が使用されていることから、本地域防災計画においても「要配慮者」を使用すること

とした。

「要配慮者」の意味は、「災害時要援護者」と同様であり、災害に対処するにあたって何ら

かの困難を抱えることにより援護を必要とする者を意味し、次のように定義される。

Ø 移動することが困難な者

Ø 医薬品や医療機器がないと生活できない者

Ø 情報を受けたり伝えたりすることが困難な者

Ø 理解や判断ができない又は時間がかかる者

Ø 精神的に不安定になりやすい者

具体的には「心身障がい者」や「傷病者」をはじめ、体力的に衰えのある「高齢者」、また

「乳幼児」や日本語の理解が十分でない「外国人」、さらに一時的なハンディキャップを負う

者として「妊産婦」などが考えられる。
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品の調達に関し、医薬品卸売業者等との「ランニング備蓄委託協定」を締結するとともに、

県、近隣市町村及び関係業者と十分に協議し、調達体制の整備を行う。

《参考》

◆「ランニング備蓄」とは

卸売業者が流通過程で保管している物資を

活用する備蓄方法のこと。
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第５ 避難活動体制の整備

災害による家屋の倒壊、焼失、ライフラインの途絶等の被害を被った被災者及び延焼拡大

や崖崩れの危険性の迫った地域の住民の迅速かつ安全な避難を実施するため、避難活動体制

を整備する。そのため、市は、浸水被害や地震被害に対応可能な施設を、指定緊急避難場所

及び指定避難所として指定する。

市の「避難活動体制の整備」は、以下の方策及び担当部署をもって推進する。

１ 避難所等の指定

市は、改正災対法（平成 25年法律第 54 号）に定める指定避難所及び指定緊急避難場所の

指定について、以下に定める。

（１）指定避難所の指定（改正災対法第 49 条の７）

市は、災害の危険性があり避難した住民等を災害の危険性がなくなるまでに必要な間滞

在させ、又は災害により家に戻れなくなった住民等を一時的に滞在させるための指定避難

所を指定し、地域住民に周知徹底を図る。

なお、市の指定避難所は、次項に示す指定緊急避難場所を兼ねることができる。

指定避難所の指定基準は、おおむね次のとおりとする。

■指定避難所の指定基準

方策 担当部署

１ 避難所等の指定 危機管理課、総合支所、教育委員会、関係各課

２ 避難所の安全確保 危機管理課、総合支所、教育委員会、関係各課

３ 福祉避難所の設置 福祉部、危機管理課

４ 避難誘導体制の整備 危機管理課、福祉部、総合支所、関係各課

５ 避難所の管理運営体制の整備
危機管理課、建築住宅課、福祉部、総合支所、

教育委員会、関係各課

６ 広域避難者の受入体制の整備
危機管理課、管財課、市民スポーツ課、福祉部、総

合支所、教育委員会、関係各課

７ 広域避難協力応援協定の確立 危機管理課、総合支所

Ø 原則として、町会（又は自治会）又は学区を単位として指定すること。

Ø 原則として、耐震性・耐火構造の公共建物等（学校、公民館等）を指定すること。

Ø 建築非構造部材の耐震化（天井材や照明器具の落下防止、外壁（モルタル、ALC 板等）の

剥離・落下防止、ガラスの飛散等の防止、書架等の転倒防止等）対策が行われていること。

Ø 余震等による落下物（天井材、照明等）など、二次災害のおそれがない場所が確保できること。

Ø 避難者等が長期滞在することも想定し、十分な面積を有する施設であること。

Ø 発災後、被災者の受け入れや物資等の配布が可能な施設であること。

Ø 物資等の運搬に当たる車両の入・出庫が比較的容易な場所にあること。主要道路等との緊

急搬出入アクセスが確保されていること。

Ø 環境衛生上、問題のないこと。
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（２）指定緊急避難場所の指定（改正災対法第 49 条の 4）

市は、災害が発生、又は発生するおそれがある場合、住民等の安全な避難先を確保する

ため、災害種別ごとに被災者の安全を確保するための施設又は場所を、指定緊急避難場所

として指定し、地域住民への周知徹底を図る。

■指定緊急避難場所として対象となる災害

■指定緊急避難場所の指定基準

☞【資料３．１】『自主避難所一覧』参照

☞【資料３．２】『指定避難所一覧』参照

☞【資料３．３】『指定緊急避難場所一覧』参照

※「広域避難場所」について

大規模な火事に対する指定緊急避難場所は、これまで広域避難場所として指定されてい

る。広域避難場所の指定要件は、以下のとおりである。

災害種区分
市への

該当の有無
備考

洪水 〇
市内を流れる荒川は浸水想定区域外にあるが、埼玉県が独自に

作成した水害リスク情報図には浸水が想定される区域がある。

崖崩れ、土石流

及び地滑り
〇

市内には多くの土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域が

指定されている。

高潮 × 市は、高潮による影響を受けない。

地震 〇
「関東平野北西縁断層帯地震」が発生した場合、市域で最大約

200 人の避難者が発生すると予測されている。

津波 × 市は、津波による影響を受けない。

大規模な火事 ○

市域の 87％を森林が占めており、山林火災による大規模火災の

おそれがある。また、過去、旧吉田町において大火災が発生し

た。（※「広域避難場所」について）

内水氾濫 〇
市内で内水氾濫が発生し、住民の安全を確保する必要が発生し

た場合の避難施設を指定する。

火山現象 × 市は、火山噴火による避難事象は発生しない。

地震以外の災害を対象とする避難場所は、次の①、②の条件を満たすこと。

地震を対象とする避難場所については、次の①～④の全ての条件を満たすこと。

① 切迫した状況において、速やかに開設される管理体制を有していること。

② 他の法律等により危険区域や更なる災害発生のおそれがない区域に立地していること。

③ 耐震基準を満たしており、安全な構造であること。

④ 地震の揺れに対し、危険を及ぼす建築物や工作物等がないこと。
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■広域避難場所の指定要件

（３）避難所等の周知

市は、広報紙、防災マップ（各種ハザードマップ）等により、市民に対し避難所等の周

知徹底を図るとともに、案内板、標識等を設置し、来訪者に対しても避難所等の周知に努

める。

（４）市民による空き地等の把握

災害発生時に一時的に退避するための場所又は初期消火、救出、救護等の自主防災活動

を始めるために集合する場所で、公園などの広場や緑地等を活用し、市民が自主防災活動

を通じて把握する。

■把握する空地の目安

２ 避難所の安全確保

（１）施設管理者との協議

用地・施設管理者と災害発生時の施設の運用について、円滑な開設及び運営ができるよ

う、平常時から協議し、相互の連絡体制の整備を図るものとする。

また、避難所開設時に必要な物資について、備蓄可能な施設やスペースの提供を協議し、

避難所での物資確保ができる体制を整備する。

（２）有線通信の確保

市は、災害時の避難所における特設公衆電話回線の確保について、東日本電信電話株式

会社埼玉事業部と覚書を交わしており、今後も必要に応じて増強していく体制を整備する。

（３）郵便物の集配業務の確保

市は、郵便局と災害時の避難所における郵便物等の集配業務を円滑に行えるよう覚書を

交わしている。市は、被災住民の避難先及び被災状況等の情報を提供することにより郵便

Ø 広域避難場所は面積 10ha 以上（10ha 未満の公共空地で避難可能な空地を有する公共施設

その他の施設の用に供する土地と一体となって 10ha 以上となるものを含む。）とする。

Ø 広域避難場所における避難民１人当たりの必要面積は、おおむね２m2以上とする。

Ø 広域避難場所は、要避難地区のすべての住民を収容できるよう配慮する。

Ø 広域避難場所内の木造建築物の割合は、総面積の２％未満であり、かつ、散在していなけ

ればならない。

Ø 広域避難場所は、大規模な崖崩れや浸水などの危険のないところとする。

Ø 広域避難場所は、純木造密集市街地から 270ｍ以上、建ぺい率５％程度の疎開地では 200

ｍ以上、耐火建築物からは 50ｍ以上離れているところとする。この距離が保有できない場

合は、火災の延焼を防止するため、特別消防警戒区域として定め、延焼防止のための防御

対策を計画しておく。

Ø 高齢者や子どもを含むすべての人にとって避難が容易な場所であること。

Ø 自主防災活動に適した広さの場所であること。

Ø 市民によく知られた、地域に密着した場所であること。
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局の集配業務を円滑に行えるよう情報提供などについて体制の整備を図る。

（４）避難所の耐震性の向上

市では公共施設の耐震化を積極的に進めており、小・中学校については、平成 26年度に

耐震化が完了してる。防災上重要度の高い施設については、今後も、情報通信設備等の整

備や耐震性の確保に努める。

３ 福祉避難所の設置

市は、高齢者、障がい者などの要配慮者に対する二次的避難の利用を目的とした福祉避難

所の設置促進を図る。

今後、福祉避難所を設置する場合には、耐震性や耐火性が高く、バリアフリー化された施

設で、生活相談職員等の確保が比較的容易である社会福祉施設等を活用するとともに、災害

時の受入体制及び移送体制、医療・介護への対応等について事前の体制整備に努める。

☞【資料３．４】『福祉避難所一覧』参照

４ 避難誘導体制の整備

（１）避難誘導体制の確立

市は、消防団及び自主防災組織等の協力を得て、地域住民の避難誘導体制（相互の連携、

役割分担など）についてあらかじめ定めておくものとする。

（２）避難誘導方法の習熟

自主防災組織は、災害発生時に混乱をきたさないように、市の指導を受けて、災害に応

じた最寄りの避難所や避難路について災害発生時の避難誘導計画を作成し、関係職員を含

め避難訓練等を通じて地域住民の避難誘導方法について習熟しておく。

（３）要配慮者に係る避難誘導体制の整備

市は、高齢者、障がい者その他の要配慮者を適切に避難誘導するため、避難支援等関係

者の協力を得ながら、平常時から要配慮者に係る避難誘導及び避難介助体制の整備に努め

る。（「個別計画」の作成）

５ 避難所の管理運営体制の整備

（１）運営マニュアルの作成

国は、避難所の運営等に当たって、その取組を進める上で参考となるよう、主に市町村

を対象とした「避難所における良好な生活環境の確保に向けた取組指針」（平成 25 年 8 月、

内閣府）を作成し、県においても「避難所の運営に関する指針」が作成されている。

市は、これら指針を参考に作成した避難所運営マニュアルを用いて、関係各課、施設管

理者及び自主防災組織に運営方法の習熟を図る。

マニュアル作成及び避難所運営に当たっては、次の事項に留意する。
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■マニュアル作成に際しての留意事項

（２）避難所運営の知識の普及及び訓練

避難所開設の手順及び運営や機器等の操作について、市職員、学校職員、自主防災組織

や地域住民が協力して円滑に実行できるよう、情報の共有化、担当者の研修、各施設での

実践的な訓練等を実施する。

（３）避難所機能の充実

市は、避難所における備蓄機能、情報通信機能、救護所機能、炊き出し機能（ＬＰガス、

大型鍋等）、プライバシー保護に関する設備（間仕切りパネル、簡易更衣室等）の確保を検

討するとともに、プール、受水槽等により、生活用水の確保に努める。

また、停電時の夜間照明を確保するため、各避難所に懐中電灯やランタン等を整備する

とともに、発電機については、備蓄制限の厳しいガソリンから、新たな燃料（ガス等）に

転換することを検討する。

６ 広域避難者の受入体制の整備

市は、広域一時滞在の要請があった場合に備え、他の都道府県からの避難者を受け入れる

施設の事前確保に努める。

また、県と市は、応急仮設住宅の適地調査や公営住宅等の空き室状況の把握、社会福祉施

設や病院における収容能力等の把握を行う。

なお、みなし仮設住宅としての民間賃貸住宅についても、迅速な提供体制を検討・構築す

る。

■臨時避難所に係る留意事項

７ 広域避難協力応援協定の確立

市は、緊急避難に備え、他県において避難者を受け入れてもらえるよう相互応援協定を結

び、迅速な救急体制を図る。

Ø 被災者に安心と安全の場を提供し、生活再建に向けて一歩を踏み出す場とする。

Ø 被災者自らが、お互いの助け合いや協働の精神により自主的に運営する。

Ø 避難所を利用する住民が、それぞれの役割を分担しながら共同生活を行う場とする。

Ø 避難所の運営は、女性参加による女性の視点に配慮したものとする。

Ø 高齢者、障がい者、乳幼児、妊産婦、外国人等要配慮者のニーズを踏まえて運営する。

Ø 避難所に避難者の生活の場とは別に、ペットのための飼養場所を確保する。

Ø 臨時避難所の選定基準は、おおむね次のとおりとする。

・他都道府県から避難してくる者の地域コミュニティーを維持できるよう大人数を収容でき

る施設を優先する。

・耐震・耐火構造のもの

Ø 臨時避難所として選定された施設の管理者は必要な時に迅速・円滑に避難所として開設で

きるよう維持管理に努めるものとする。
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第６ 緊急輸送道路の整備

大規模災害時において、救援・救護活動等に必要な人員と物資の輸送を、迅速かつ円滑に

実施することは極めて重要である。

このため、市は、大規模災害時に緊急輸送に用いる道路を指定し、通行の禁止又は制限の

実施及び緊急輸送道路の応急復旧資機材に関する整備を推進する。

市の「緊急輸送道路の整備」は、以下の方策及び担当部署をもって推進する。

１ 緊急輸送道路の指定

（１）市指定の緊急輸送道路

県が指定している広域的な観点からの緊急輸送道路とは別に、市域での災害応急活動を

円滑に行うため主要な道路を緊急輸送道路として指定する。

■緊急輸送道路の指定要件

（２）県指定の緊急輸送道路

県が指定している緊急輸送道路のうち市域を通る緊急輸送道路を以下に示す。

■県指定の緊急輸送道路（市域関連）

方策 担当部署

１ 緊急輸送道路の指定
道路管理課、建築住宅課、秘書広報課、

危機管理課、総合支所

２ 緊急輸送道路の緊急啓開・復旧体制の充実
道路管理課、道路維持課、道づくり課、

総合支所

３ 通行止め標識等の備え 道路維持課、道路管理課、総合支所

Ø 市内で幹線道路になっている道路

Ø 県指定の緊急輸送道路及び下記に示す各施設を結ぶ道路

・市役所 ・総合支所 ・防災関係機関 ・避難所、避難場所 ・備蓄倉庫

・臨時ヘリポート ・病院 ・輸送の拠点となる施設（救援物資の集配拠点）など

区分 基準 該当道路（区間）

第一次特定

緊急輸送道路

消火活動や人命救助を最優先

として高速道路や国道など4

車線道路とこれを補完する広

域幹線道路とする

国道140号(皆野町皆野(大塚交差点)

～雁坂トンネル(山梨県境))

国道299号(横瀬(299号との交差点)

～小鹿野町飯田(黒海土ﾊﾞｲﾊﾟｽ前交差点))

第一次

緊急輸送道路

地域間の支援活動としてネッ

トワークさせる主要幹線路線
－

第二次

緊急輸送道路

地域内の防災拠点などを連絡

する路線

小鹿野影森停車場線

(秩父市下影森(秩父県土整備事務所前交差点)

～秩父市久那(巴川橋交差点))

(秩父市久那(ﾐｭｰｽﾞﾊﾟｰｸ入口交差点)

～小鹿野町長留)

秩父荒川線

(秩父市久那(巴川橋交差点)

～秩父市久那(ﾐｭｰｽﾞﾊﾟｰｸ入口交差点))
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（参考）「埼玉県地域防災計画 資料編」平成 26 年 3 月、埼玉県防災会議

（３）緊急輸送道路及び沿線の整備

市は、指定された緊急輸送道路の沿線地域の不燃化、耐震化を促し、地震による倒壊建

築物や災害廃棄物等の障害物の発生を最小化するように努める。

さらに、各道路管理者と連携を図り、大きな障害等の発生箇所を調査、把握し、その解

消に努め、必要に応じて関係機関に要請する。

（４）市民への周知

市は、緊急輸送道路の指定状況及び役割について、平常時より市民へ周知する。

また、地震災害時における緊急輸送道路の通行の可否、規制状況等を市民等に周知する

ため、防災行政無線・マスコミ等を利用した情報提供体制の整備を検討する。

２ 緊急輸送道路の緊急啓開・復旧体制の充実

（１）応急復旧時の活動体制の整備

市は、緊急輸送道路の緊急啓開・復旧を迅速に行うため埼玉県建設業協会秩父支部と協

定を締結しており、今後、協力体制を推進するものとする。

なお、緊急輸送道路のなかで、市以外が管理する道路は別途道路管理者と協議する。

☞【資料６．９】『災害応急対策に関する協定書（埼玉県建設業協会秩父支部）』参照

（２）道路交通情報の収集及び広報体制

市は、効果的な緊急輸送を実施するために、緊急輸送道路の応急復旧状況、交通規制の

状況、交通量の状況等の情報を収集し、緊急輸送の実施者からの問い合わせ等に対して的

確に情報伝達ができる体制を整えるため、県及び防災関係機関との連携体制の整備に努め

る。

（３）応急復旧用資機材の整備

市は、地震災害時の緊急輸送道路の応急復旧活動を迅速に実施するための人員及び資機

材の確保を目的として、平常時から応急復旧用資機材の整備を推進する。

３ 通行止め標識等の備え

災害時、市が管理する道路について、道路法第 46条に基づく道路交通の禁止又は制限を行

う場合がある。その際、標識等を設置し利用者に周知を図る必要があるため、あらかじめ通

行止め等の標識を備えておくものとする。

区分 基準 該当道路（区間）

秩父上名栗線

（秩父市日野田町（押堀橋交差点）

～（秩父市本町（299 号との交差点））

皆野両神荒川線

（秩父市下吉田（吉田総合支所入口交差点）

～（秩父市荒川贄川（140 号との交差点））
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第７ 緊急輸送体制の整備

大規模災害時の応急対策において、人員及び物資の輸送をはじめとする災害応急対策を迅

速かつ円滑に実施することは極めて重要である。このため、市は緊急輸送を効率的に実施す

るため、輸送車両等の確保及び調達体制の整備を推進する。

市の「緊急輸送体制の整備」は、以下の方策及び担当部署をもって推進する。

１ 輸送車両の増強

災害時に物資等の輸送手段として使用する車両については、現在、市が保有している車両

の円滑かつ効率的な運用を図るとともに、輸送車両の増強について更なる協定の締結を含め、

民間の力を借りる検討を進める。

２ 調達体制の整備

市は、緊急輸送をはじめとする災害応急対策に活用が想定される車両及び燃料等を、大規

模災害時に迅速に調達できるよう関係機関、民間業者等との協定締結等により協力体制を構

築し、緊急輸送力の確保に努める。

（１）車両計画の作成

市は、応急対策を実施する上で、土木建設業者、トラック協会、旅客輸送機関（バス会

社等）等民間の所有する車両が必要になる活動について検討し、車両計画を作成する。

（２）民間業者との協定締結

市は、各課が作成した車両計画を取りまとめ、配車計画を作成するとともに、民間業者

との間で車両調達協力協定の締結を進めるとともに、この協定の締結と同時に、民間業者

に対し、緊急通行車両の事前届出について指導する。

また、それに伴う燃料についても、ガソリンスタンド等の民間業者との間で協力協定の

締結を進める。

３ 緊急通行車両の事前届出

県公安委員会は、大規模災害が発生し緊急の必要がある場合、道路の区間又は区域を指定

して緊急通行車両以外の車両の道路における通行を禁止し、又は制限することができる（災

対法第 76条第１項）。そのため、市は、災害時に応急対策活動を円滑に実施するため、輸送

車両等の県公安委員会への事前届出に努める。

☞【様式１】『緊急通行車両関係様式』参照

４ その他の輸送手段の確保

市は、道路の被災により車両が使用できない場合又は車両による輸送では間に合わない傷

方策 担当部署

１ 輸送車両の増強 管財課、関係各課

２ 調達体制の整備 危機管理課、管財課、関係各課

３ 緊急通行車両の事前届出 管財課、関係各課

４ その他の輸送手段の確保 危機管理課、関係各課
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病人の輸送などのため、ヘリコプターによる輸送手段が確保できるよう努める。

市は、臨時ヘリポートをあらかじめ指定し、周辺住民、関係機関等に周知するとともに、

ヘリコプターの離着陸に必要な環境の整備に努める。

☞【資料５．１】『飛行場場外離着陸場一覧』参照

☞【資料６．８】『埼玉県防災ヘリコプター応援協定』参照
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第８ 帰宅困難者の安全確保体制の整備

市では、毎日約 9,900 人の市民が他市区町村に通勤・通学（県外へは約 1,200 人）してお

り、首都圏で大規模地震が発生した場合には、多くの市民が帰宅困難になることが予想され

るほか、市には市外から毎日約 7,200 人が通勤・通学しており、これらの人たちも交通機関

の停止や道路の損壊により市内で帰宅困難となることが予想される。

「埼玉県地震被害想定調査」（平成 26 年３月、埼玉県）によると、市の帰宅困難者が最も

多いと想定されている関東平野北西縁断層帯地震の場合、平日で 4,687 人、休日で 7,376 人

の帰宅困難者が発生すると予想されている。

また、市外への通勤・通学者については、立川断層帯地震が発生した場合に、西武鉄道へ

の影響が最も大きいと考えられ、本市へもどれず西武沿線で帰宅困難となる通勤・通学者数

は、約 1,500 人（国勢調査「市からの就業・通学者数」ｐ1-31 参照）と予想される。

そのため、市及び県をはじめ事業者や市民は、それぞれの役割分担を踏まえ帰宅困難者対

策を実施する体制を整備する必要がある。

市は、地域の安全確保や地域の事業者の調整など、地域に関する対策を担当し、県は、都

県にまたがる事項や複数市町村にまたがる事項など、広域に及ぶ対策を担当し、企業等の民

間事業者や市民は、自助を基本としつつ、共助の取組にも努める。

市、県、事業者及び市民の主な役割を以下に示す。

区分 役割

市 ＜地域での対策の検討、実施＞

Ø 一斉帰宅抑制の取組の推進

Ø 駅周辺帰宅困難者対策協議会の設置、運営

Ø 駅周辺の混乱の防止

Ø 市有施設における一時滞在施設の確保及び指定

Ø 市有以外の施設における一時滞在施設の確保 など

県 ＜広域的な対策の検討、実施＞

Ø 一斉帰宅抑制の取組の推進

Ø 九都県市等の広域的取組の推進

Ø 県有施設における一時滞在施設の確保及び指定

Ø 事業者団体等に対する一時滞在施設提供の働きかけ

Ø 代替輸送手段の確保

Ø 災害時帰宅支援ステーションの拡大・拡充 ・帰宅支援道路の指定 など

＜学校における対策の推進・促進＞

鉄道事業者、大

規模集客施設の

事業者、企業等

＜自助を基本とした取組＞

Ø 従業員等に対する一斉帰宅抑制の取組の推進

Ø 訪問者、利用者等に対する安全の確保

Ø 訪問者、利用者等のための一時滞在施設の確保

Ø 地域における帰宅困難者対策の取組への参加

Ø 路上等にいる帰宅困難者の受入努力 など
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なお、市の「帰宅困難者の安全確保体制の整備」については、以下の方策及び担当部署を

もって推進する。

１ 帰宅困難者対策の普及啓発

（１）一斉帰宅の抑制

帰宅困難者の一斉帰宅を抑制するため、基本原則「むやみに移動を開始しない」の周知

徹底及び災害用伝言ダイヤル１７１や携帯電話事業者の災害用伝言板等を利用した安否等

の確認方法について普及啓発を行う。

（２）企業等への要請

職場や学校、大規模集客施設などで帰宅困難となった従業員や顧客等に対し適切な対応

を行えるよう、業界団体等を通じて次の点を要請する。

２ 一時滞在施設の確保

市、県、鉄道事業者は、災害の発生により、鉄道等が運行停止し、駅周辺に滞留者が発生

区分 役割

市民 ＜自助を基本とした取組＞

Ø 外出時の発災に備えた準備

Ø 普段からの災害に備えた家族会議の推進（連絡体制の確保や安否確認手

段の確立）

Ø 地域における帰宅困難者対策の取組への参加

Ø 帰宅困難者に対する支援努力

方策 担当部署等

１ 帰宅困難者対策の普及啓発 危機管理課、関係各課、関係事業者

２ 一時滞在施設の確保 危機管理課、観光課、施設管理者、鉄道事業者

３ 企業等における対策 危機管理課、商工課、企業支援センター、

鉄道事業者、関係事業者

４ 学校等における対策 教育委員会

５ 帰宅支援施設の充実 危機管理課、関係各課

６ 訓練の実施 危機管理課、関係各課、鉄道事業者、関係事業者

７ 市外への通勤・通学者への対策 危機管理課

Ø 施設の安全化

Ø 災害時のマニュアルの作成

Ø 飲料水、食料の確保

Ø 情報の入手手段の確保

Ø 従業員等との安否確認手段の確保

Ø 災害時の水、食料や情報の提供

Ø 仮泊場所等の確保
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した場合を想定し、駅周辺の混乱を防止し、帰宅が可能となるまで待機場所がない者を一時

的に滞在させるための施設を確保する。

一時滞在施設は、公共施設や民間施設を問わず、幅広く安全な施設を確保し、一時滞在施

設には、飲料水、食料、のぼり旗、看板等の必要な物資を備蓄する。

なお、一時滞在施設に備蓄を確保できない場合には、県等からの備蓄物資の提供方法をあ

らかじめ決めておく。市及び県は、一時滞在施設の運営マニュアル等を整備し、一時滞在施

設を支援する。

３ 企業等における対策

鉄道事業者、大規模集客施設の事業者、企業等は、自社従業員等に対して基本原則「むや

みに移動を開始しない」の周知徹底及び災害用伝言ダイヤル１７１や携帯電話事業者の災害

用伝言板等を利用した家族等との安否確認方法について普及啓発を行う。

また、自社従業員等との安否確認手段を確保する。

自社従業員等を一定期間留めるために、飲料水、食料等の備蓄、災害時のマニュアル作成

や情報の提供などの体制整備に努める。

鉄道事業者、大規模集客施設の事業者、企業等は、訪問者や利用者が事業所内で被災した

場合において、自社従業員等と同様の保護ができる対策を検討、実施する。その場合には、

自己の管理下で保護できない場合もあることを想定して対応を検討する。

さらに、留まった従業員が可能な範囲で、地域の応急・復旧活動にも参加するよう努める。

４ 学校等における対策

学校は、発災時に児童・生徒等の安全確保、保護に万全を期すとともに、保護者が帰宅困

難者となって、保護者による児童・生徒等の引き取りが困難な場合や、生徒等の帰宅が困難

な場合に備えて、一定期間校舎内に留める対策を講ずる必要がある。このため、作成された

防災マニュアルを常に見直すなど体制整備に努める。

また、災害時における学校と保護者との連絡方法についてあらかじめ定めておく。

５ 帰宅支援施設の充実

災害時帰宅支援ステーションの整備を図るとともに、帰宅支援道路を整備し、沿道事業者

による徒歩帰宅支援（飲料水、情報、トイレなど）を推進する。

《参考》

◆「災害時帰宅支援ステーション」について

大規模災害が発生した際には、電車・バス等の公共交通機関が停止

し、多くの人々が職場や学校、外出先からすぐには帰れなくなること

が予想される。

このような状況において徒歩で帰宅せざるを得ない帰宅困難者の

帰宅を支援する施設（コンビニエンスストア、ファーストフード、フ

ァミリーレストランやガソリンスタンド等）を「災害時帰宅支援ステ

ーション」という。「災害時帰宅支援ステーション」は、企業が行政

と「災害時における帰宅困難者支援に関する協定」を締結し、この協

定に基づき支援活動を行う拠点として設置される。
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６ 訓練の実施

交通途絶状態を想定した徒歩帰宅訓練や駅等における混乱防止対策訓練を実施することに

より、対策の検証をする。

また、訓練を通して市民への啓発のほか、隣接している東京都や県内市町村、鉄道事業者

及び駅周辺事業者等との連携を図るとともに、帰宅困難者に対する総合的な支援方策を検討

する。

７ 市外への通勤・通学者への対策

市は、大規模地震発生時に帰宅困難者となることが想定される、市外への通勤・通学者に

対して、以下の対策を推進することにより安全の確保を図る。

Ø 鉄道の運行状況をちちぶ安心・安全メールで流すように努める。

Ø 災害用伝言ダイヤルの使用方法の普及啓発に努める。

Ø 勤務先で想定される災害や避難方法について、日頃から確認しておく

よう周知する。
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第９ 業務継続体制の整備

大規模災害時には、庁舎機能の喪失や職員の被災、住民情報の消失など、人的資源や社会

基盤が失われ、行政の業務継続に大きな支障を来すことが考えられる。

そのため、市は、行政にとって災害時に必要な業務を継続するとともに業務基盤を早期に

立ち上げるため、業務継続計画（ＢＣＰ）を策定する。

市の「業務継続体制の整備」は、以下の方策及び担当部署をもって推進する。

１ 業務継続計画（ＢＣＰ）の策定

（１）ＢＣＰの役割

ＢＣＰとは、Business Continuity Plan の略で、災害発生時等に短時間で重要な機能を

再開し、業務を継続するために事前に準備しておく対応方針を計画として作成するもので

あり、業務のバックアップのシステムやオフィスの確保、災害に即応した要員の確保、迅

速な安否確認などがある。業務継続の取組は、以下の特徴をもっている。

（２）災害時の優先業務の選定及び優先業務実施計画の作成等

各課は、災害時にも継続すべき、市民の生命、身体、財産に重大な影響を及ぼす通常業

務について優先度を踏まえ選定するとともに、災害時の優先業務実施計画を作成する。

危機管理課は、各課が定めた計画を踏まえて、全体的な計画を策定し、改訂等の継続的

な管理を行う。

２ 業務継続に必要な文書等の保存

市は、非常時でも迅速に業務に必要な文書を活用できるよう文書の適正管理を行う。

また、業務継続のために重要な個人情報を含む電子情報のバックアップを確実に行うとと

もに、適切なデータ管理を行う。

方策 担当部署

１ 業務継続計画（ＢＣＰ）の策定 危機管理課、各課共通

２ 業務継続に必要な文書等の保存 各課共通

Ø 業務に著しいダメージを与えかねない重大被害を想定すること。

Ø 災害後に活用できる資源に制限があると認識し、継続すべき重要業務を絞り込むこと。

Ø 各重要業務の担当ごとに、どのような被害が生じるとその重要業務の継続が危うくな

るかを抽出して検討すること。

Ø 重要業務の継続に不可欠で、再調達や復旧の制約となりかねない重要な要素(ボトル

ネック)を洗い出し、重点的に対処すること。

Ø 重要業務の目標復旧時間を設定し、その達成に向け事前準備をすること。

Ø 指揮命令系統の維持、情報の発信・共有、災害時の経営判断の重要性など、危機管理

や緊急時対応の要素を含んでいること。
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第３節 生活維持活動のための準備

市は、災害時に被災住民の生活を維持するため、日頃から食料等の備蓄、廃棄物の収集･

処理体制の整備、防疫・保健衛生体制の整備、住宅対策の体制整備等を推進する。

第１ 広報活動体制の整備

市の「広報活動体制の整備」は、以下の方策及び担当部署をもって推進する。

１ 防災行政無線の使用の習熟

災害時においては、防災行政無線を用いた広報活動が主流となる。

そのため、危機管理課、総合支所及び消防本部は、防災行政無線の迅速かつ正確な利用が

できるよう、平常時から個別訓練等により習熟しておく。

２ 住民への注意の呼びかけマニュアルの作成

災害時においては、様々な情報を防災行政無線等により広報することが想定される。

そのため、防災行政無線等による広報が迅速に行えるようあらかじめ住民への注意の呼び

かけマニュアルを作成しておく。

３ 災害時広報紙の予定稿の作成

災害時においては、広報紙による広報が情報の伝達手段として有効であり、特に、生活維

持活動を行う上では欠かすことのできない広報媒体である。そのため、平常時から災害担当

課と連絡を密にし、災害時には広報を速やかに行うようにする。

４ 報道機関への広報体制の整備

大規模な災害が発生した場合、多数の報道機関が取材に殺到し役場内が混乱することが考

えられる。一方、報道機関を通じて市内の災害の様子が報道されることは、外部からの救援

を円滑にする効果がある。そのため、平常時から災害担当課と連絡を密にし、災害時には報

道機関への取材対応や報道発表が速やかに行えるように、報道機関との関わり方等について

検討する。

５ 避難所における広報体制の整備

避難所における広報活動を迅速にできるように、平常時から、テレビ、ラジオ、掲示板、

広報紙・ビラ等の配布などの広報手段の整備について検討しておく。

また、市ホームページやちちぶ安心・安全メール、公式フェイスブックを用いて、避難所

住民等に市からの広報情報を提供することも検討する。

方策 担当部署

１ 防災行政無線の使用の習熟 危機管理課、総合支所、消防本部

２ 住民への注意の呼びかけマニュアルの作成 危機管理課

３ 災害時広報紙の予定稿の作成 危機管理課、秘書広報課

４ 報道機関への広報体制の整備 危機管理課、秘書広報課

５ 避難所における広報体制の整備 秘書広報課、関係各課
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第２ 給水体制の整備

飲料水の確保は、被災者の生命維持を図る上で極めて重要なことであるが、震災時には広

範囲にわたって配水管の破損や停電による断水が避けられないことや飲料水の汚染が予想さ

れる。そのため、秩父広域市町村圏組合水道局及び市は、平常時から水道設備及び災害時の

応急給水体制を整備する。

市の「給水体制の整備」は、以下の方策及び担当部署をもって推進する。

１ 行政備蓄の推進

（１）応急給水の対象者

応急給水活動の対象者は、被災者及び災害によって上水道施設が被害を受け、上水道の

供給が停止した断水世帯及び緊急を要する医療機関等とする。

（２）目標給水量

給水量は、災害発生から３日間は１人１日３リットルを目途とし、その後は次第に水の

需要が増えるので、復旧の状況に応じ逐次給水を増量する｡

なお、県地震被害想定調査による「関東平野北西縁断層帯地震」による最大断水人口は、

約 700 人と想定されている。

目標とする飲料水の一日当たりの給水量を以下に示す。

■一日当たりの給水目標

出典）「埼玉県地域防災計画」（平成 26 年 12 月、埼玉県防災会議）

方策 担当部署

１ 行政備蓄の推進
危機管理課、秩父広域市町村圏組

合水道局

２ 個人備蓄の徹底 危機管理課

３ 井戸の活用 危機管理課

時期区分 目標水量 水量の根拠 主な給水方法

災害発生から

3日
3 ℓ/人･日 生命維持に最小必要な水量 タンク車

4日から 10日 20 ℓ/人･日
炊事、洗面、トイレ等最低生活水

準を維持するために必要な水量
配水幹線付近の仮設給水栓

11日から 15 日 100 ℓ/人･日
通常の生活で不便であるが、生活

可能な必要水量
配水支線上の仮設給水栓

16日から 21 日 250 ℓ/人･日 ほぼ通常の生活に必要な水量
仮配管からの各戸給水、供用

栓
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（３）飲料水の確保

ア 応急給水資機材の備蓄並びに調達計画の策定

秩父広域市町村圏組合水道局及び市は、断水世帯想定に基づく必要数量等を把握の上、

給水拠点の整備及び応急給水資機材の備蓄数量、災害時における調達数量、品目、調達先、

輸送方法並びにその他必要事項等及び応急給水資機材の備蓄並びに調達計画を策定してお

くものとする。

イ 応急給水資機材の備蓄

秩父広域市町村圏組合水道局及び市は、応急給水資機材の備蓄並びに調達計画に基づき、

応急給水資機材の備蓄、更新及びメンテナンスを行う。

■応急給水資機材の備蓄

ウ 応急給水資機材の調達体制の整備

秩父広域市町村圏組合水道局及び市は、応急給水資機材の備蓄並びに調達計画に基づき、

当該資機材を有する他の機関と十分協議し、その協力を得ておく。

エ 耐震性貯水槽の整備

市は、近くに浄水場や給水所等がない地域において、耐震性貯水槽の整備を行うよう努

める。

オ 検水体制の整備

市は、井戸、プール、防火水槽、ため池、沈殿池、河川など比較的汚染の少ない水源に

ついて、飲用の適否を調べるため、事前及び災害時に水質検査が行える検水体制を整備す

るよう努める。

☞【資料４．２】『応急給水用資器材』参照

☞【資料４．３】『給水車等保有状況』参照

（４）災害時の飲料水確保に関する協定

秩父広域市町村圏組合水道局及び市は、大規模な災害等により、応急資機材が不足した

場合の必要な資機材の調達や市民への飲料水を確保するための協定を締結しているが、引

き続き関係事業者との協定を締結し、万全を期していくものとする。

☞【資料６．10】『災害補修に関する協定書（秩父市給排水設備指定工事店組合）』参照

☞【資料１．３】『秩父広域市町村圏組合指定給水装置工事事業者』参照

２ 個人備蓄の徹底

各家庭において、日頃から地震災害に備えて飲料水を備蓄し、また、生活用水として浴槽

等に貯水するよう指導する。

なお、備蓄量の目標は、３日分とする。

品目 ・給水タンク ・ポリ袋 ・その他

備蓄場所 ・歴史文化伝承館 ・浄水場 ・防災倉庫
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３ 井戸の活用

市民が所有する井戸で、震災時に開放できるものを、自主防災組織などの単位で利用でき

るように災害用井戸として指定し、住民の生活用水の確保を図る。

また、市内の事業所が所有する井戸について、震災時に活用できるよう協定の締結等を検

討する。
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第３ 食料・生活関連物資供給体制の整備

災害が発生した直後の市民の生活を確保するため、食料、生活必需品及び防災用資機材等

の備蓄並びに調達など供給体制の整備を行う。なお、食料、生活必需品等の備蓄及び調達に

ついては、要配慮者や避難所生活に配慮した品目を補充していくものとする。

市の「食料・生活関連物資供給体制の整備」は、以下の方策及び担当部署をもって推進する。

１ 食料供給体制の整備

災害時は、平常時の市場流通の混乱・途絶が予想される。そのため、平常時から、流通が

ある程度回復するまでの間の食料供給については、市の備蓄及び関係業者との調達協定の締

結等の方法により円滑に供給できる体制を整備しておく。

（１）食料の備蓄

ア 市の備蓄計画

市は、「秩父市備蓄計画」（平成 25 年 3月）に基づき、市全体人口の１割を目標に備蓄す

ることを基本としており、平成 27年現在、市に最も大きな地震被害を及ぼすと考えられる

「関東平野北西縁断層帯地震」に対応可能な食料備蓄については、十分に達成している。

また、市民の備蓄は、最低３日間分（推奨１週間）を目標とし、周知徹底する。

■食料の備蓄目標（関東平野北西縁断層帯地震の場合）

☞【資料４．１】『防災倉庫及び防災備蓄品』参照

■備蓄の留意点

方策 担当部署

１ 食料供給体制の整備 危機管理課、総合支所

２ 生活必需品供給体制の整備 危機管理課、総合支所

３ 防災用資機材の備蓄 危機管理課、関係各課

４ 石油類燃料の調達・確保 危機管理課

区分 備蓄内訳 合計

避難者 200 人×1.5 日×3食＝ 900 食
2,700 食

災害救助従事者 200 人×3.0 日×3食＝1,800 食

Ø 物資を 1箇所に集中して備蓄することでその地域が大きな被害を受けると、その内容物が

使用できない可能性もあるため、分散して備蓄を行う。

Ø 高齢者・乳幼児などの要配慮者に配慮した食料の備蓄に努める。

Ø 食物アレルギーの避難者にも配慮し、アレルギー対応食の備蓄に努める。

Ø 季節性や地域特性に着目した備蓄に努める。
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イ 県の備蓄計画

県の備蓄計画は、「東京湾北部地震」の被害想定に基づき、避難者用を 1.5 日分以上、災

害救助従事者用を３日分以上とするとともに、県内駅周辺の帰宅困難者用として１日分以

上備蓄する計画である。

（２）食料の調達

食料の調達は、必要数量等を把握のうえ、あらかじめ市が備蓄する物資以外に、保存で

きないものについても検討し、調達数量、品目、調達先、輸送方法、その他必要事項等に

ついての調達計画を策定する。

特に、備蓄するには不適当なもの（主に保存できないもの）については、市内の生産者、

その他販売業者等と十分協議し、その協力を得るとともに、業者と物資調達に関する契約

及び協定を締結するなど物資の確保に努める。

また、災害時の食料及び生活必需品等の物資の輸送拠点として、集積場所の整備を図る

とともに輸送業者と協議し、協定を締結するなど輸送力の確保に努める。

（３）備蓄品の管理

備蓄品には、数量、賞味期限等の表示を行い、一覧表の掲示等、中身が判断できるよう

に措置するとともに、定期的な点検及び計画的な入れ替えを行い、品質管理に努める。

また、資機材についても定期的なメンテナンスを実施し、機能維持に努める。

（４）炊き出し実施体制の整備

災害時における食料の炊き出しについては、炊き出し実施場所となる市内６施設の学校

給食調理場を活用し、栄養教諭、学校栄養職員及び給食調理員を中心に社会教育関係団体

及びボランティアによる要員の確保を図る。

２ 生活必需品供給体制の整備

災害時は、平常時の市場流通の混乱・途絶が予想される。

そのため、流通がある程度回復するまでの間の生活必需品の供給については、市の備蓄及

び業者との調達協定の締結等の方法により円滑に供給できる体制を整備しておく。

（１）生活必需品の確保

生活必需品の公的備蓄とともに、関係業者から速やかに調達することで対応し、状況に

より県等に応援を要請する。それでも不足するときは、義援物資として広く援助を求める。

■生活必需品の例

（２）災害時民間協力体制の整備

ア 生活必需品の調達体制の整備

市は、生活必需品の調達計画に基づき、生産者及び販売業者と十分協議し、協力を得る

・寝具（毛布等） ・衣料品（下着、作業着、タオル） ・日用雑貨 ・食器 ・ラジオ

・炊事器具（卓上コンロ、カセットボンベ） ・光熱材料 ・灯油 ・車両用燃料等
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とともに、業者と物資調達に関する契約及び協定の締結、更新に努めるものとする。

イ 生活必需品の輸送体制の整備

市は、生活必需品の備蓄並びに調達計画に基づき、生産者及び販売業者及び輸送業者と

十分に協議し、市が備蓄並びに調達を行う生活必需品の輸送に関して、業者と協定の締結

に努めるものとする。

（３）供給品目の検討

災害救助法が適用された場合の生活必需品の種類は、原則として定められているが個々

の品目については、ある程度変更することが可能とされている。

したがって、災害時に必要とした品目や実際に供給した品目の事例を参考に、高齢者、

乳幼児、女性等に配慮した紙おむつや生理用品、避難者のプライバシーに配慮した簡易間

仕切りや簡易トイレの衛生用品など、また、避難所の感染症予防のため、マスクや手指消

毒液等について、平常時から供給品目及び数量について検討しておく。

３ 防災用資機材の備蓄

災害時における救出救助活動等の迅速かつ適切な活動を確保するために、必要な資機材に

ついて備蓄を図るものとする。防災用資機材は、迅速に活用できるように分散配置されてい

ることが望ましい。このため、市は、既存の備蓄場所に加え自主防災組織や町内会単位で備

蓄場所を整備していくものとする。

備蓄の数量については、「埼玉県地震被害想定調査」（平成 26 年３月、埼玉県）による人的

被害、建物被害及び避難者数などを考慮して設定する。

また、防災資機材等の備蓄計画に基づき、更新及びメンテナンスを行う。

■備蓄品目

４ 石油類燃料の調達・確保

市は、災害時における人員及び物資等の輸送に必要な石油類燃料の調達について、また災

害時に特に重要な施設で、市が指定する施設に対する石油類燃料の供給ができるよう関係事

業者と災害時優先供給に関する協定の締結を推進し、これらの物資の緊急時における調達に

努める。

・浄水装置 ・発電機 ・炊飯器 ・かまどセット

・非常用飲料水袋 ・投光機 ・懐中電灯 ・防水シート

・簡易トイレ ・仮設トイレ ・移送用具（リヤカー､担架等）

・救助用資機材（バール、ジャッキ、のこぎりなど）

・道路、河川、下水道などの応急復旧活動に必要な資機材（土嚢袋など）
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第４ 遺体の処理、埋・火葬の体制整備

市は、大規模災害時に柩、ドライアイス等の埋・火葬資材が不足する場合、あるいは火葬

場の処理能力を越える遺体処理の必要が生じた場合に備えてあらかじめ関係業者との協定を

締結する等の事前対策を進める。

市の「遺体の処理、埋・火葬の体制整備」は、以下の方策及び担当部署をもって推進する。

１ 民間事業者との協定締結

市は、棺、ドライアイス等遺体の処理、埋葬に必要なものが迅速に確保できるよう、あら

かじめ調達業者を把握するとともに、業者との間で協定の締結を進める。

２ 遺体安置所の選定

大規模災害時においては多くの身元不明の遺体が発生することが予想される。

そこで、市は、平常時から遺体安置所を確保・選定するよう努める。

３ 遺体の処理・埋葬マニュアルの作成

市は、災害時における遺体処理を迅速に行うために、平常時から遺体処理方法を十分理解

した上で、遺体の処理・埋葬マニュアルを作成し習熟を図る。

方策 担当部署

１ 民間事業者との協定締結 危機管理課、関係各課

２ 遺体安置所の選定 危機管理課、管財課、関係各課

３ 遺体の処理・埋葬マニュアルの作成 市民課
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第５ 廃棄物の収集・処理体制の整備

大規模災害時には、家屋の倒壊、火災等によって、がれき、木くず、ごみ、し尿、処理困

難物等の災害廃棄物が多量に排出される。また、避難所等においても、生活ごみ、し尿の処

理需要が発生するほか、ライフラインの停止、廃棄物処理施設の損壊や下水処理施設の損壊

による処理機能の低下が予想される。このため、市は、発生したごみ及びし尿を迅速に処理

し、被災地の環境衛生の維持を図る必要がある。

市の「廃棄物の収集・処理体制の整備」は、以下の方策及び担当部署をもって推進する。

１ ごみ処理体制の整備

大規模災害時には、通常のごみに加え、一時的に家具等の大量の粗大ごみが排出されるた

め、仮置場の確保、収集運搬体制、相互支援体制などのごみ処理体制の整備を図る。

（１）災害廃棄物発生量の推定

市に最も大きな影響を及ぼすと考えられる「関東平野北西縁断層帯地震」が発生した場

合、市の災害廃棄物発生量は、重量 0.9（万ﾄﾝ）、容積 0.6（万 m3）と推定されている。

（２）仮置場（一時集積場所）の確保

大規模災害で発生した大量の災害廃棄物及び生活ごみの焼却処分、最終処分を短期間で

実施することは、困難な場合が想定される。

そのため、市は、災害廃棄物の発生量を見積もり、以下の点に留意して、仮置場候補地

の選定に努める。

（３）ごみ処理体制の整備

ごみの処理体制については、交通の分断や交通渋滞等を考慮し、あらかじめ作業に従事

する人員及び車両を確保する方法を検討するとともに、広域的な相互応援体制の整備を図

る。

（４）広報体制の整備

災害発生時には、一般廃棄物や災害廃棄物等の分別や排出方法に対する住民の混乱が予

想される。さらに、通常と異なる排出・処理方法を採用することから、ごみの処理に関す

る市民等からの問い合わせへの対応に追われることも想定される。

方策 担当部署

１ ごみ処理体制の整備 生活衛生課、総合支所、広域市町村圏組合

２ し尿処理体制の整備 下水道課、清流園、生活衛生課、総合支所

Ø 他の応急対策活動に支障がないこと。

Ø 環境衛生に支障がないこと。

Ø 搬入に便利なこと。

Ø 分別、焼却、最終処分を考慮した場合に便利なこと。
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このような事態を回避し、災害時においても廃棄物の迅速な収集運搬、適正な処理及び

資源化を行うため、災害時における廃棄物処理に関する市民への広報について検討してお

く。

■廃棄物に係る広報内容の検討例

２ し尿処理体制の整備

災害時には、電気・上下水道等のライフラインが一時的にストップし、また、交通障害な

どによりし尿の適正処理が不可能となることが予想される。

そのため、市は、仮設トイレ等し尿処理に必要なものが迅速に確保できるよう、あらかじ

め調達業者を把握するとともに、業者との間で協定の締結を進める。

Ø 災害時の一般廃棄物の分別及び排出方法

Ø 建築物の崩壊・解体に伴う災害廃棄物の処理方法

Ø 災害時における廃棄物関連情報の伝達方法
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第６ 防疫・保健衛生体制の整備

被災地においては、生活環境の悪化、被災者の体力や抵抗力の低下等により、感染症の発

生とその蔓延の危険性が増大することから、衛生指導、検病調査などの防疫活動を円滑に実

施することが重要である。

市の「防疫・保健衛生体制の整備」は、以下の方策及び担当部署をもって推進する。

１ 防疫・保健衛生体制の確立

市は、災害時における防疫・保健衛生体制の確立を図る。

２ 防疫薬品等の調達

市は、消毒剤、防疫用薬剤、消毒散布用器械、噴霧器など防疫・保健衛生活動に必要な防

疫薬品・資機材が迅速に確保できるよう、あらかじめ調達業者の把握に努める。

３ 感染症患者に対する医療提供体制の確立

市は、感染症患者又は保菌者の発生に備え、県内の感染症指定医療機関等の診療体制の確

保に努め、患者の搬送体制の確立を図る。

方策 担当部署

１ 防疫・保健衛生体制の確立 生活衛生課、総合支所、保健センター

２ 防疫薬品等の調達
生活衛生課、総合支所、保健センター、

市立病院

３ 感染症患者に対する医療提供体制の確立 市立病院、保健センター、関係各課
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第７ 住宅対策の体制整備

地震による家屋の倒壊、焼失等の被害により、家屋を失い自らの資力で住宅を確保できな

い被災者に対しては、一時的な住居の安定を図るため、速やかに仮設住宅を建設することが

必要である。

そのため、被害の状況に応じて迅速に応急仮設住宅が供給できるよう、建設予定地、資機

材の調達及び人員の確保体制を確立するとともに、要配慮者に配慮した応急仮設住宅の建設

に必要な資機材の調達・供給体制を整備する。

市の「住宅対策の体制整備」は、以下の方策及び担当部署をもって推進する。

１ 建設業者との協定締結

市は、応急仮設住宅建設に必要な物資が迅速に確保できるよう、あらかじめ調達業者を把

握するとともに、業者との間で協定の締結に努める。

☞【資料６．11】『火災における応急仮設住宅建設についての協定書』参照

☞【資料６．12】『火災、水害における応急仮設住宅建設についての協定書』参照

２ 応急仮設住宅の建設計画

（１）応急仮設住宅の建設戸数

市に最も大きな影響を及ぼすと考えられる「関東平野北西縁断層帯地震」が発生した場

合、市の応急仮設住宅等需要数は、12 棟と推定されている。

■応急仮設住宅の用地面積（関東平野北西縁断層帯地震の場合）

注）1戸当たりの用地面積を 60 ㎡（建屋面積の２倍を想定）として算定した。

（２）応急仮設住宅用地の選定

市は、以下の点を考慮して、応急仮設住宅建設予定地の候補地を公園等の公共用地（必

方策 担当部署

１ 建設業者との協定締結
建築住宅課、社会福祉課、危機管理課、

総合支所

２ 応急仮設住宅の建設計画 建築住宅課、社会福祉課、総合支所

３ 公営住宅等のあっせん借上げ体制の整備 建築住宅課

建設棟数（棟） 1戸当たりの用地面積（㎡） 用地面積（㎡）

12 60 720

《参考》

◆「応急仮設住宅の面積」について

災害救助法による「応急仮設住宅の供与」では、規格 1 戸

当たりの面積を、29.7 ㎡（9坪）と定めている。
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要に応じて、私有地も含め）を対象に候補地の検討を行う。

なお、仮設住宅の候補地は、被害が大規模となることを想定して、より多くの予定地を

検討しておく必要がある。

■予定地の選定基準

☞【資料３．10】『応急仮設住宅建設用地』参照

（３）応急仮設住宅の設置及び供給

市は、次の点を明記した応急仮設住宅の設置計画等を策定する。

■設置及び供給計画

３ 公営住宅等のあっせん借上げ体制の整備

大規模災害時においては、住宅の確保を目的として、必要に応じて公営住宅等のあっせん

を行う必要がある。

そのため、市は、平常時から公営住宅等のあっせんを打診する住宅についてリストを作成

しておき、災害時に迅速に対応できるよう努める。

Ø 飲料水が得やすい場所

Ø 保健衛生上適当な場所

Ø 交通の便を考慮した場所

Ø 住居地域と隔離していない場所

Ø 工事車両のアクセスしやすい場所

Ø 既存生活利便施設が近い場所

Ø 造成工事の必要性が低い場所

Ø 応急仮設住宅の着工時期

Ø 応急仮設住宅の入居基準

Ø 応急仮設住宅の管理

Ø 要配慮者に対する配慮
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第８ 文教に係る事前対策

市は、大規模災害時において、園児、児童及び生徒の生命及び身体の安全と教育活動の確

保に万全を期すため、事前計画を策定する。

市の「文教に係る事前対策」は、以下の方策及び担当部署をもって推進する。

１ 市の事前対策

市は、所管する学校を指導及び支援し、大規模災害時の教育活動を確保するための応急教

育計画の策定をはじめとする応急教育に関する事前対策を推進する。

また、教材用品の調達及び配給の方法については、市教育委員会及び学校において、あら

かじめ計画を立てておくものとする。

２ 学校の事前対策

校長は、学校の立地環境などを考慮のうえ、災害時における応急教育計画を作成するとと

もに、指導の方法などについても明確な計画を作成する。

校長は、災害の発生に備えて以下のような措置を講ずる。

方策 担当部署

１ 市の事前対策 教育総務課、学校教育課、教育研究所

２ 学校の事前対策 学校長

Ø 市地域防災計画における学校の位置付けを確認し、学校の役割分担を明確にするととも

に、災害時の対応を検討し、その周知を図る。

Ø 園児、児童・生徒等への防災教育や避難訓練の実施及び災害時における保護者との連絡方

法等を検討し、その周知を図る。

Ø 教育委員会、警察署、消防署（消防団）及び保護者への連絡及び協力体制を確立する。

Ø 勤務時間外における所属職員への連絡先や非常招集の方法を定め、職員に周知する。

Ø 避難訓練など、災害発生に対処する訓練を行う。
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第９ 災害時孤立集落対策計画

市内の山間地域において、土砂崩れ等による幹線道路が寸断された場合には、その集落全

体が孤立する可能性が考えられる。市は、孤立する可能性が高い地域や、過去に孤立した経

験のある地域等に対して、その地域の実態を把握し、救援体制の充実を図るとともに、集落

における孤立時の自立性及び持続性を高めるための対策を推進する。

市の「災害時孤立集落対策計画」は、以下の方策及び担当部署をもって推進する。

１ 通信手段の確保

（１）多様な通信手段の確保

災害発生時には、土砂崩れ等によって通信ケーブルの断線や停電、ふくそう等によって、

固定電話や携帯電話が使用不能となり、初動対応としての情報伝達・収集活動に大きな支

障をきたすことが考えられる。そのため、市は対象地域に対して、無線機等の多様な通信

手段の確保に努める。

（２）非常用電源の確保

通信機器のための非常用電源として、発動発電機等を活動拠点となる施設へ配備するな

ど、災害時における非常用電源の確保を図る。

（３）調査及び訓練の実施

通信機器や非常用電源の使用について、平時からの防災訓練等を通じて、使用方法の確

認を行うほか、災害発生時において円滑な運用が可能となるよう、適切な維持管理を行う。

また、無線機や携帯電話等に関して通信可能エリアの調査等を実施し把握しておく。

２ 救助体制の確立

市は、孤立集落発生時の適切な救助、避難、物資供給等に資するため、対象集落内にヘリ

コプター離着陸適地を選定・確保する。

３ 孤立に強い地域づくり

（１）備蓄の整備及び拡充

対象地域においては、飲料水や食料等の生活物資に加え、非常用発動発電機、投光機、

簡易トイレ等、１週間程度は自活できる体制を整備する必要がある。

そのため、公的な備蓄のほか個人や地域内での備蓄に努めるよう推進する。

また、けが人等が発生した場合において、救援部隊が到着するまでに相当な時間を要す

る可能性が考えられることから、最低限の応急救助対応がとれるための資機材や医薬品の

備蓄に努める。また、要配慮者に配慮した物資や設備の整備に努める。

方策 担当部署

１ 通信手段の確保 危機管理課、情報政策課、総合支所

２ 救助体制の確立 危機管理課、関係各課、総合支所

３ 孤立に強い地域づくり 危機管理課、関係各課、総合支所
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（２）避難体制の強化

対象地域内の人口に応じた避難施設の確保に努めるほか、孤立を想定した防災訓練の実

施や、危険箇所等について住民へ周知する。
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第４節 調査研究

地震災害は、地震の規模とともに地域に固有の自然条件や社会条件と密接に関係するため、

その対策も合理性と多様性が求められる。したがって、地域特性の詳細把握を主体とする基

礎的調査研究を行うとともに、実践的な震災対策を推進するため、自然科学や社会科学など

の分野について総合的かつ効果的な調査研究を実施する。

市の防災に係る「調査研究」は、以下の方策及び担当部署をもって推進する。

１ 基礎的調査研究

地質地盤環境、災害危険度などの地域特性を詳細に把握し、震災対策の前提資料として関

係機関等で随時活用できるよう情報提供を行う。また、震災対策計画の基礎となる被害想定

調査を行う。

地域の災害危険性を総合的かつ科学的に明らかにし、防災対策の効率化を図るため、防災

アセスメントの実施について検討する。

防災アセスメントは、地域の災害危険度の把握とともに、自治会、学校区等の地域単位で、

実践的な防災対策を行うため、地区別防災カルテを作成する。

地区別防災カルテは、地区内の危険地域や危険物施設、防災関係施設等を表示した「防災

地図」と、地区の防災特性を診断した「カルテ」から構成される。

２ 震災対策に関する調査研究

地震災害は、自然現象と社会的要因が複雑に絡み合い、被害状況が非常に多岐に渡るため、

様々な分野から地震被害による影響を科学的に解明して、その成果を有効に震災対策に反映

していくことが必要である。

実践的な震災対策を行うために必要な調査研究の分野は、次のとおりである。

（１）地震火災対策に関する調査研究

大規模地震時に予想される同時多発性による地震火災対策を有効に行うため、科学的な

データに基づき、出火防止や初期消火、火災の拡大防止、延焼危険地域、延焼防止機材等

に関する調査研究が必要である。

（２）避難住民の安全確保に関する調査研究

避難住民を安全に誘導するため、避難所や避難道路の安全性確保、円滑な避難誘導方法

に関する調査研究が必要である。

（３）効果的な緊急輸送に関する調査研究

大規模地震時には、応急対策要員や物資等を迅速かつ円滑に輸送することが極めて重要

である。そこで効果的な緊急輸送を行うため、緊急輸送路や鉄道の代替手段の確保、防災

拠点の連携や広域応援の受け入れ等を視野に入れた交通網整備に関する調査研究が必要で

方策 担当部署

１ 基礎的調査研究 危機管理課、総合支所

２ 震災対策に関する調査研究 危機管理課、総合支所、関係各課
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ある。

（４）災害情報の伝達等に関する調査研究

大規模地震時には、地震情報や被災地の被害情報、災害活動情報など、住民が適切な行

動を行うために有用な情報の迅速な伝達が求められる。

そこで、最も効果的な情報伝達方法（内容・メディア・方法）等に関する調査研究が必

要である。
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第２章 被害防止対策の推進

第１節 災害に強いまちづくり

災害による市街地の被災を最小限に止めるため、市街地の避難地、避難路や延焼遮断空間

の確保・整備などをはじめとする市街地の防災構造化を推進するとともに、地震による被害

を最小限に止めるため、耐震改修の推進体制を整備し施設構造物等の耐震性の向上に積極的

に取り組む。生活に密接に関連する公共施設等は、計画的に耐震性の向上を図るとともに、

代替性の確保等により、総合的に機能の確保を図り、災害に強いまちづくりを推進する。

なお、災害に強いまちづくりは、住民との協働で行うものである。このため、住民参加に

よる取組が必要不可欠であり、現況調査や計画づくりなど早い段階で住民の参加を求め、協

働の実現を図っていく必要がある。

市の「災害に強いまちづくり」の基本的考え方は、次のとおりである。

市の「災害に強いまちづくり」は、以下の方策及び担当部署をもって推進する。

Ø 市街地の実情に応じた総合的かつ計画的な防災まちづくりを推進する。主に災害予防のた

めのまちづくりを対象とするが、被害を最小限にとどめるための円滑な避難活動や支援活

動等の災害応急活動を促進するためのまちづくりも視野に入れ、都市防災計画の策定を推

進する。

Ø 防災面からみて市街地特性にあった市街地整備を図るとともに、建築物の耐震不燃化を促

進する。

Ø 震災等の広域災害に対しては、避難地の確保や避難路の整備等行政区を越えた地域連携型

の対応を図る。

Ø 高齢者・障がい者等の要配慮者に配慮し、基盤施設のバリアフリー化やコミュニティの維

持・形成に寄与するまちづくりを行う。

Ø 緊急時はもとより、平常時のゆとりを確保するまちづくりを目指し、住民に親しまれ、災

害時には、活動しやすい空間の整備を図る。

方策 担当部署等

１ まちづくりにおける災害防止
都市計画課、地域政策課、危機管理課、

道路管理課、道づくり課

２ 建築物の耐震化 管財課、建築住宅課、関係各課

３ 上水道施設の被害防止 秩父広域市町村圏組合水道局、関係各課

４ 道路施設の被害防止 道路管理課、道路維持課、道づくり課、総合支所

５ 電気、ガス、通信施設等の被害防止 関係事業者、危機管理課

６ 文化財の被害防止 文化財保護課

７ ため池の被害防止 農政課
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１ まちづくりにおける災害防止

（１）自然空間の計画的保全

自然地周辺の自然空間の計画的保全や行政区にまたがるオープンスペースの保全・整備

を進める。また、防災上の緩衝空間や一時的な避難空間となる屋敷林や農地等の自然空間

の計画的保全を図る。

（２）避難地、避難路の確保・安全化

自然空間や都市公園等を利用し、広域避難地の確保・整備を図るとともに、広域避難地

までの避難路として、十分な歩道幅員があり、街路樹、街路灯の整備、沿道建物の耐震・

不燃化等により安全化が図られた広幅員幹線道路、緑道等の整備を図る。

また、街区内においては、建物を共同化することなどにより、建物の耐震不燃化を図り、

避難空間となるポケット広場の確保・整備や駐車場の緑化を図るとともに、避難路の安全

化を図るために、狭隘道路の拡幅、生活道路のブロック塀の生垣化や行き止まり道路の解

消を図る。

（３）延焼遮断空間の整備・地区骨格道路の整備

広幅員幹線道路、緑道、鉄道敷き、河川等の帯状の空間と耐震不燃化が図られた沿道建

物等により形成される延焼遮断空間の整備を図る。

また、延焼遮断空間で囲まれた地区において、市街地開発事業等により、地区内の延焼

防止空間となり、安全な避難路となる地区骨格道路の整備を図る。

（４）防火・準防火地域の指定促進

市街地大火の危険性のある地域を中心に、地域の状況を勘案し、効果的な防火・準防火

地域の指定を促進する。

また、延焼防止空間や、避難地、延焼遮断空間などの誘導・保全を図るために、防火性

に配慮した地区計画等の指定を促進する。

（５）地区防災拠点の整備

都市公園等の地区内の避難所と、周辺の公共施設及び農地等の自然空間を、災害応急支

援活動の場として一体的に利用できるよう整備を図る。

（６）居住状態の把握

実際の居住状況を把握することにより、より効果的な運用方法を構築する。

２ 建築物の耐震化

（１）公共建築物等

市が所有又は使用する公共建築物等については、秩父市公共施設等総合管理計画との整

合を図りつつ、必要な建築物に対し、計画的に耐震診断、耐震改修等を実施する。

（２）一般建築物

一般建築物の耐震化は、所有者又は使用者の責務として行うものとし、市は、そのため

の助言、指導等の支援を行うものとする。
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ア 建築指導等

建築物全般（建築設備を含む。）及び特定の工作物（一定高さ以上の擁壁、広告塔及び遊

戯施設）の安全性の確保については、建築基準法に基づく建築確認申請の審査等を通じ指

導を行い、その実効を図っている。

建築物等の構造耐力上、防火及び避難上等の諸点についての安全確保を図る上で以下の

規定がある。

建築基準法の防災関係の規定については、近年発生した地震及び火事事例に鑑み、一般

構造及び防火避難規定等が強化されている。

また、埼玉県建築基準法施行条例で建築物の構造等について、安全上及び防災上の制限

を付加し、安全性についての実効を図っている。

イ 高層建築物等の防災対策

県は、「埼玉県震災予防のまちづくり条例」により、建築主事を置く市町村（建築基準法

第 97 条の２に基づき建築主事を置く市町村を除く。）以外の市町村で次に掲げる建築物（高

層建築物等）の建築にあたって、震災における安全性を確保するための措置に関する計画

（防災計画）の届出を義務づけている。

また、県は防災計画の内容について必要な指導又は助言を行う。

ウ 耐震化対策

一般建築物の耐震性向上の促進を図るため、建築物の所有者又は使用者に対して、耐震

診断及び耐震改修等の重要性について啓発を行うとともに、建築物の耐震化のために必要

な情報の提供を行う。

（ア）重点的に耐震診断を誘導すべき区域の指定

避難又は復旧活動上必要な区域、火災による延焼が著しいと想定される木造住宅密集

区域など、重点的に耐震診断を誘導すべき区域を設定し、当該区域における次に掲げる

耐震化対策を積極的に促すよう努める。

Ø 木造及び組積造等の一般構造規定

Ø 一定規模以上の木造及び組積造等建築物の禁止

Ø 一定規模以上の建築物について、構造計算を行いその安全性を確認する。

Ø 一定規模以上の特定建築物について、耐火建築物又は準耐火建築物とする。

Ø 防火区域、内装制限及び防火戸等の諸規定による制限

Ø 避難階段及び非常用進入口等の諸規定

Ø 一定規模以上の建築物の設計及び工事監督は建築士が行う。

Ø 高さが 31メートルを超える建築物（規則で定めるものを除く）。

Ø 建築基準法施行令（昭和 25 年政令第 338 号）第 147 条の２各号に掲げる建築物（前

号に掲げるものを除く）。

Ø 前２号に掲げるもののほか、震災時における安全性を確保するための措置をとるこ

とが必要である建築物として知事が指定するもの。
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（イ）耐震化に関する相談窓口の設置

建築物の耐震診断、改修等に関する住民等の相談に応ずる窓口を設置する。

（ウ）耐震診断を行う技術者の養成

耐震診断講習会の開催など、建築物の耐震診断及び耐震改修設計を行う技術者を養成

し、耐震化を促進するよう努める。

（エ）耐震性に関する知識の普及・啓発

耐震診断、耐震工法及び耐震補強等に関し、資料の配布、説明会の開催等を通じ、住

民への知識の普及・啓発に努める。

（オ）建築士団体等との協力

建築士団体等と協力し、一般建築物の耐震性確保を図る。

エ ブロック塀の倒壊防止対策

市は、地震によるブロック塀（れんが塀、石塀を含む。）の倒壊を防止するため以下の施

策を推進する。

（ア）市街地内のブロック塀の実態調査

市は、避難路、避難所及び通学路等を中心に市街地内のブロック塀の実態調査を行い、

倒壊危険箇所の把握を行うよう努める。

（イ）ブロック塀の倒壊防止に関する普及・啓発

市は、ブロック塀の安全点検及び耐震性の確保の必要性について広く住民に対し啓発

を図るとともに、ブロック塀の造り方、点検方法及び補強方法等について知識の普及を

図る。

（ウ）ブロック塀の点検・改修等に関する指導及び助成

市は、ブロック塀を設置している住民に対し、点検を行うよう指導するとともに、（ア）

の実態調査に基づき危険なブロック塀に対しては改修及び生け垣化等を奨励する。また、

市は、ブロック塀の改修や生け垣化等の実施に対し、助成措置を行う等、その推進に努

める。

３ 上水道施設の被害防止

（１）上水道施設の状況

市内にある管理する水道施設は、浄水場 19 箇所（別所浄水場・橋立浄水場・影森浄水場・

高篠浄水場・大谷日向浄水場・南浄水場・塚越浄水場・石間浄水場・半納浄水場・中郷浄

水場・白岩浄水場・女形浄水場・谷津川浄水場・安谷川浄水場・大血川浄水場・栃本浄水

場・落合浄水場・中津川浄水場・三峰浄水場）と飲料水供給施設２箇所（大指飲料水供給

施設・中双里飲料水供給施設）、配水管等の埋設延長は 594.05km である。(平成 26年度現

在)

（２）上水道施設の安全対策

秩父広域市町村圏組合水道局は、各地域の地盤の状況等も考慮し、既存石綿セメント管



第２編 災害予防計画

＜第２章 被害防止対策の推進＞

第１節 災害に強いまちづくり

2-56

を耐震管に布設替えする等配水管の耐震化及び浄水施設等の耐震強化計画を推進し、市は

その支援をしていくものとする。

４ 道路施設の被害防止

市は、管理道路に関し、土砂崩落、落石等の危険箇所については法面保護工等を実施する。

また、老朽化した橋については架替え、補強等を推進するとともに既設橋りょうの落橋防止

対策を進め、震災時の避難及び緊急物資の輸送に支障のないようにする。

（１）落石等による危険箇所対策

市は、管理道路の落石等による危険箇所の把握に努め、危険度が高い箇所から法面保護

工事等を実施し、順次危険箇所の解消を図っていく。

（２）橋りょうの整備

昭和 55 年以前の耐震基準により建設された橋りょうのうち跨道、跨線橋や長大河川橋を

中心に、橋脚補強や落橋防止対策を行い、耐震性の向上を図る。

（３）防災関連森林管理道

林道のうち下記に該当するものを防災関連林道として位置づけ、重点的に整備する。

５ 電気、ガス、通信施設等の被害防止

市は、関係事業者と日頃から情報交換を図り、その防災対策の現状を把握するとともに、

必要に応じて防災対策の向上を要請する。

（１）電気供給対策

大規模地震時は、電柱の倒壊、電線の切断等による停電及び通電直後に漏電やショート

による火災が発生し、倒壊をまぬがれた家屋が焼失する二次災害が予想される。

このため、電気供給事業者に供給施設の耐震化及び安全設備の整備を図り、災害発生時

の漏電など二次災害の発生を防止するよう指導し情報提供等緊急時の連絡体制を確立する。

（２）ガス供給施設対策

大規模地震時は、ガスの漏えいにより誘爆や被害の拡大の可能性があり、住民の生命や

生活に重大な影響を及ぼすおそれがある。このため、ガス供給事業者に供給施設の耐震化

及び緊急遮断弁等の安全設備の整備を図り、災害発生時のガス漏れなど二次災害の発生を

防止するよう指導し、情報提供等緊急時の連絡体制を図る。

（３）電気通信設備対策

東日本電信電話株式会社埼玉事業部は、大規模地震時においても可能な限り電気通信サ

ービスを維持し、重要通信を疎通させるよう、平素から電気通信設備の耐震構造化等の防

災対策を推進する。

また、災害が発生した場合においては、埼玉県内のグループ会社を統制して対策組織を

設置し、要員、資機材及び輸送力等を最大限に利用して通信の疎通と設備の早期復旧を行

Ø 公道と公道を連結し、バイパス的機能をもつ林道

Ø 唯一の生活道となっている林道
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うとともに、他キャリアとも提携しライフライン喪失時にも利用できる通信サービスの構

築を図る。

６ 文化財の被害防止

市は、文化財を災害から保護するため、その管理状況（転倒・倒壊対策状況、消防設備の

整備状況等）を調査し、これに基づき必要な指導、助言等を行う。

（１）文化財の現況

市内の国、県及び市の指定文化財は、資料編を参照のこと。

☞【資料８．２】『国・県・市指定文化財建物一覧』参照

（２）文化財の収蔵・保管体制の整備

大規模地震時には、神社及び文化財所有者の建築物の倒壊、展示施設の損壊が予想され

るため、次の予防策により文化財の災害予防を図る。

（３）防火体制等の整備強化

文化財に対する災害は、そのほとんどが火災が原因であるのが現状である。

文化財の防火対策を徹底するため、次の防火体制の整備・徹底を図る。

７ ため池の被害防止

市は、ため池の現況調査に基づいて改修の必要性及び緊急性について判断するとともに、

ため池の管理主体に対して安全管理の指導を行う。

特に老朽化の著しいもの及び耐震構造に不安のあるもので決壊流失の際、下流に及ぼす被

害が大きいと思われるため池については、各施設の危険度を判定し、速やかに施設の補強、

改善を行うとともに適切な維持管理を行うよう、用水組合等の管理主体を指導する。

また、市及び県は、ため池などの農地・農業用施設において、周辺地域に被害を与えるお

それのある箇所のハザードマップの作成配布等を計画的に推進し、地域の安全性の確保を図

る。

Ø 収蔵・保管施設の耐震・免震化

Ø 収蔵・展示・公開している文化財の転倒、落下防止対策等の強化

区分 内容

防火体制の整備 Ø 防火管理体制の整備

Ø 火気への厳重警戒と火災発生時の迅速な対応

Ø 自衛消防と訓練の実施

Ø 火災発生時における措置の徹底

防火施設等の整備強化 Ø 警報設備（火災報知器、非常警報器等）の整備強化

Ø 消防設備（消火器、消火栓、スプリンクラー、動力消防ポ

ンプ、防火水槽等）の整備強化

Ø 避雷装置、防火壁、防火扉、通路、火除地等の整備強化

災害発生時の緊急的保護

体制づくり

Ø 文化財所有・管理者との連絡網の整備

Ø 関係機関との連絡網の整備

Ø 隣接する地方公共団体との支援体制づくり

その他の対策 Ø 文化財に対する防災思想の普及徹底のための啓発活動

Ø 管理・保護のための指導助言・訓練

Ø 関係者（所有者、管理者）の研修
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第２節 地震火災等の予防

地震火災は、地震発生時の気象状況や市街地の状況等によって、甚大な被害をもたらすこ

とから、日頃から出火防止を基本とした予防対策を推進するとともに、危険物取扱施設等の

安全性を向上し、地震火災による被害の軽減を図る。

市の「地震火災等の予防」は、以下の方策及び担当部署をもって推進する。

１ 地震に伴う住宅からの出火防止

（１）一般火気器具からの出火防止

ア 地震時における出火要因として最も大きいものがガスコンロや灯油ストーブ等の一般

火気器具である。地震時には火を消すこと、火気器具周囲に可燃物を置かないこと等の

防災教育を積極的に推進する。また、過熱防止機構の付いたガス器具の普及に努める。

イ 地震時における一般火気器具からの出火を防止するため、対震自動ガス遮断装置の一層

の普及を図る。また、灯油ストーブ等で普及している対震自動消火装置が管理不良のた

めタールの付着や異物の混入等により作動しない場合があるため、管理の徹底を図る。

ウ 阪神・淡路大震災では、電熱器具、電気機器、屋内外配線を出火原因とする火災が発生

した。これらの中には倒壊家屋や避難中の留守宅に対して復旧した電気によるものもあ

ると言われており、地震後数日間にわたって新たな出火がみられた。こうした火災の防

止のため、過熱防止機構等の一層の普及を図るとともに、地震後は、ブレーカーを落と

してから避難するなどの方法の普及啓発を図る。

エ 住宅用火災警報器、及び消火器等の設置及びその普及啓発に努める。

（２）化学薬品からの出火防止

学校や研究機関等で保有する化学薬品は、地震により落下したり、棚が転倒することに

より容器が破損し、混合混触発火、自然発火等の形で出火する危険性がある。

混合混触による出火の危険性のある化学薬品は、分離して保管するなど適切な管理を行

う。引火性の化学薬品は、出火源となる火気器具等から離れた場所に保管し、化学薬品の

容器や棚の転倒防止装置の徹底を図る。

２ 危険物取扱施設の安全化

（１）危険物取扱施設の安全化の推進指導

消防本部は、消防法（昭和 23 年法律第 186 号）及び関係法令に基づき、危険物取扱施設

の耐震性、危険物の安全管理等について適切な指導を行う。

また、住民の安全を図るため、危険物の現状と被害状況を迅速に把握する体制を確立す

る。

危険物取扱施設関係の火災予防に関しては、安全管理及び立入検査を行い、保安上の責

方策 担当部署

１ 地震に伴う住宅からの出火防止 消防本部

２ 危険物取扱施設の安全化 消防本部
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任と事故防止の指導に努める。

また、先端技術産業等で使用される新たな危険物等の出現、流通形態等の変容及び危険

物取扱施設等の大規模化、多様化あるいは複雑化に備え安全対策に努める。

（２）保安教育・訓練の実施

消防本部は、各事業主及び危険物取扱者に対して研修会等を行い、火災予防思想の普及

を実施する。

また、事業所内での防災訓練の実施を促すとともに、訓練内容（初期消火、避難等）及

び訓練結果に対して適切な指導、助言を行う。

（３）自衛消防組織の設立及び指導

消防本部は、危険物施設を有する事業所に対して、自衛消防組織の設立を促すとともに、

災害時において迅速・的確な活動が行えるよう指導する。

また、地域の自主防災組織等とも密接な連携をとり、地域の安全に積極的に寄与するよ

う働きかける。

危険物取扱施設 安全化の指導及び普及啓発

消防法危険物取扱施設

過去の震災例に基づき消防法及び関係法令が改正され、施設の耐震

設計基準が逐次強化されている。しかし、法令基準の適用を受けない

小規模施設等が損傷を受けることがある。

このため、消防本部はこれらの実態把握に努めるとともに、法令に

基づく規制の強化、事業所に対する指導の強化及び普及啓発を図る。

火薬類施設

火薬類は火薬類取締法及び関係法令に基づいて、製造、販売、貯蔵、

消費及びその他の取扱いが、厳しく規制されている。しかし、万が一、

被害が発生した場合にはその影響が大きい。

このため、消防本部は、法令に基づく規制の強化や事業所に対する

普及啓発を図る。
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第３節 水害の予防

本市は荒川の源流域にあたり、主な市街地は荒川及びその支川である赤平川の浸食により

形成された河岸段丘上に位置している。

そのため、市街地の標高は河道面よりも高く、荒川中・下流域で想定される堤防等の破堤・

越流による水害（外水氾濫）のおそれはない。また、本市域には荒川水系河川の水位周知河

川及び浸水想定区域は存在しない。

一方で、開発による都市化の進展に伴う雨水浸透機能の低下等により、近年の集中豪雨に

よる内水氾濫が過去において発生している。本市では、水害の予防を内水氾濫の防止と位置

づけ、過去において発生した浸水被害に基づき、あらかじめ危険箇所を周知するとともに、

雨水流出対策など災害を予防するための対策について定める。

市の「水害の予防」は、以下の方策及び担当部署をもって推進する。

１ 危険箇所の周知

市は、浸水被害の軽減を図るために、大雨による浸水（内水氾濫）の被害が想定される箇

所や避難場所等に関する情報を示した内水ハザードマップを作成し、市ホームページにより

住民に情報提供を行っている。過去に被害が発生した箇所については、被害発生時の気象状

況、土地利用状況、住戸の立地状況等を整理することにより、同一箇所における浸水被害発

生の危険性を把握しておく。

２ 雨水流出対策

市は、雨水流出対策として公共施設等における雨水浸透ますの設置を推進するとともに、

住宅地における対策として、市民に対し雨水浸透ます設置の周知に努める。

また、市道の改・補修工事時には可能な限り雨水流出対策を考慮した構造とする。

３ 雨水排水対策

市は、管理する雨水排水路について、定期的に巡回点検を実施し、雨水排水機能の維持に

努め、流下能力が低い排水路については改修を検討する。また、台風、集中豪雨が発生した

後などは速やかに排水路の点検を実施し、障害物の除去に努める。

市は、窪地などの周辺よりも地盤が低い地域について、住戸の立地状況や土地利用等を勘

案し、大雨時におけるポンプ排水等の雨水排水対策を検討しておく。

方策 担当部署

１ 危険箇所の周知 危機管理課、関係各課、関係機関

２ 雨水流出対策
建築住宅課、道路維持課、道づくり課、下水道課、

関係各課、関係機関

３ 雨水排水対策 道路維持課、下水道課、関係各課、関係機関
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第４節 土砂災害の予防

地すべり、土石流、急傾斜地崩壊等といった、住民の生命、身体、財産等に被害が生じる

おそれのある土砂災害に対し、あらかじめ危険箇所を指定するとともに警戒避難体制を確立

するなど災害を予防するための対策について定める。

市の「土砂災害の予防」は、以下の方策及び担当部署をもって推進する。

１ 山地災害の予防

治山事業は、山腹崩壊地、荒廃渓流の復旧対策や荒廃の兆しがある山地の防災対策を図る

とともに、荒廃した森林を整備することにより山地災害を防止するものであり、森林の維持

造成を通じて山地に起因する災害から市民の生命・財産を保全し、また、水資源のかん養、

生活環境の保全・形成を図る極めて重要な地域保全政策の一つであり、安全でうるおいのあ

る生活基盤の整備等を図るうえで必要不可欠の事業である。

（１）治山事業の基本方針

林野庁の指導により平成 16 年度に策定した治山事業実施方針に基づき、治山施策を総合

的かつ有機的に推進する。

■治山事業の基本方針

（２）治山事業の法的位置付け

治山事業は、保安施設事業及び地すべり防止工事に関する事業からなり、それぞれ「森

林法」（昭和 26 年法律第 249 号）及び「地すべり等防止法」（昭和 33 年法律第 30 号）の規

定に基づき実施されている。

方策 担当部署

１ 山地災害の予防 森づくり課、総合支所、危機管理課、関係各課

２ 土砂災害の予防 道路維持課、森づくり課、危機管理課、総合支所

項目 内容

災害に強い安全な地

域づくり

豪雨等の自然現象による山地災害を防止し、またこれによる被

害を最小限にとどめるため、山地災害の発生の危険性が高い集

落、重要なライフラインに近接する地域等に対して、きめ細か

な治山対策を推進し、地域の安全性の向上を図る。

水源地域の機能強化

良質な水資源の安定的な供給と地域の保全に資するため、重要

な水源地域における森林について、水源かん養機能や、土砂流

出防止機能の向上を図ることにより、「緑のダム」として良好な

森林水環境を形成する。

豊かな環境づくり

安全で良好な生活環境の保全・形成を図るため、都市周辺等に

おいて防災機能の発揮に併せて、地域の景観や生物の生息環境

に配慮し、地域の憩いの場となる森林の整備等を推進する。
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■治山事業（森林法第 10 条の 15 第４項第４号）

（３）山地災害危険地区の予防対策

山地災害は、集中豪雨や台風による崩壊土砂の流出、地すべり、山腹崩壊等によりもた

らされる。森林はこれらの災害を防ぐ機能を備えており、その役割が重要な森林を保安林

に指定し、機能低位等となった荒廃地や荒廃した森林に対しては、治山事業を実施してい

る。また、県は、山地災害の発生する危険度が高い地区において、山地災害危険地区の調

査・公表を行っており、それぞれ「山腹崩壊危険地区」「崩壊土砂流出危険地区」及び「地

すべり危険地区」が定められている。なお、山地災害危険地区は、治山事業を計画的に実

施するための基礎資料として設定しているもので土地の利用に制限がかかるものではない。

☞【資料２．１】『山腹崩壊危険地区一覧』参照

☞【資料２．２】『崩壊土砂流出危険地区一覧』参照

☞【資料２．３】『地すべり危険地区一覧』参照

ア 治山事業の推進

山地災害に対しては、国の森林整備保全事業計画に基づき、荒廃山地や山地災害危険地

区を対象に災害に強い安全な地域づくりを目指した治山事業の推進を図る。

イ 山地災害危険地区の情報提供及び住民の安全確保

市は、山地災害危険地区を市地域防災計画に明記するとともに、これら地区に関する資

料を提供し地域に密着した情報の周知を図るとともに、気象情報や避難勧告等を迅速かつ

的確に地域住民に伝達できる体制を確立する。

２ 土砂災害の予防

土砂災害の防止に係る法律は、次表に示すように土砂災害防止施設の設置など主にハード

対策による砂防事業等を定めた「砂防法」、「地すべり等防止法」及び「急傾斜地法」と、警

戒避難体制の確立等のソフト対策について定めた「土砂災害防止法」がある。

公益的機能維持増進協定区域内に存する民有林又は当該公益的機能維持増進協定区

域に近接する民有林において、都道府県が治山事業（第四十一条第三項に規定する保

安施設事業及び地すべり等防止法 （昭和三十三年法律第三十号）第五十一条第一項第

二号 に規定する地すべり地域又はぼた山に関して同法第三条 又は第四条 の規定に

よつて指定された地すべり防止区域又はぼた山崩壊防止区域における同法第二条第四

項 に規定する地すべり防止工事又は同法第四十一条 のぼた山崩壊防止工事に関する

事業をいう。以下この号及び次項において同じ。）を行い、又は行おうとしているとき

は、当該治山事業の実施に関する計画との整合性に配慮したものであること。
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注１）「法律」欄に記載されている「急傾斜地法」及び「土砂災害防止法」の正式名称は、次の

とおりである。

※１急傾斜地法：「急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律」

※２土砂災害防止法：「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律」

注２）「法律で指定する区域」のうち、「砂防指定地」及び「地すべり防止区域」は国土交通大臣

が指定し、「急傾斜地崩壊危険区域」「土砂災害（特別）警戒区域」は知事が指定する。

注３）「※３土砂災害危険箇所」は、国土交通省の要請により県が調査・公表したもので法的な

位置づけはないが、それぞれ「土石流危険渓流」「地すべり危険箇所」及び「急傾斜地崩壊危

険箇所」が定められている。

（１）土石流災害の予防

土石流危険渓流とは、谷地形をなし、渓床勾配 15 度以上で土石流の発生の危険性があり、

人家に被害を及ぼすおそれのある渓流及び人家は無いものの、今後新規の住宅立地等が見

込まれる渓流をいい、市内山間部に広く分布している。

ア 砂防指定地の指定

知事は治水上砂防のため、砂防設備を必要とする土地及び一定の行為を制限すべき土地

は、関係部局と協議のうえ「砂防法」第 2条の規定により、砂防指定地の指定を国土交通

大臣に進達することができる。

国土交通大臣は「砂防指定地指定基準」に基づき、砂防指定地として、これを指定する

ことができる。

市内の土石流危険渓流は 197 渓流ある。

■市内の土石流危険渓流

☞【資料２．４】『土石流危険渓流一覧』参照

区分 法律名 法律で指定する区域 関係する箇所等

ハード対策

砂防法 砂防指定地 土石流危険渓流

地すべり等防止法 地すべり防止区域 地すべり危険箇所

急傾斜地法※１ 急傾斜地崩壊危険区域 急傾斜地崩壊危険箇所

森林法 保安林 山地災害危険地区

ソフト対策 土砂災害防止法※２ ・土砂災害警戒区域

・土砂災害特別警戒区域
土砂災害危険箇所※３

区分 内容 渓流数

土石流危険渓流Ⅰ

人家が５戸以上等（５戸未満であっても官公署、学校、

病院、社会福祉施設等の要配慮者関連施設等のある場合

を含む）ある場合の当該区域に流入する渓流

86渓流

土石流危険渓流Ⅱ 人家が１～４戸ある場合の当該区域に流入する渓流 99渓流

土石流危険渓流Ⅲ

人家が０戸だが、都市計画区域内であること等、一定の

要件を満たし、住宅等が新規に立地する可能性があると

考えられる場合の当該区域に流入する渓流

12渓流

合 計 197 渓流
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イ 土石流対策

（ア）砂防事業の推進

市内には、土石流の発生するおそれの高い渓流や保全対象となる人家が多いため、公

共施設等の存する渓流について、県へ砂防事業の実施を要望するとともに、県が行う砂

防ダム・堰堤等の設置に対し、協力する。

また、大規模地震等により山がゆるみ、その後の降雨によって大規模な土石流が発生

するおそれがある。このため、荒廃渓流については、砂防ダム及び護岸工等の整備を推

進し、土石流防止、渓流の浸食防止を図り、被害を未然に防止するとともに、既設工作

物については常時点検を行い、設備の機能の維持に努める。

（イ）土石流危険渓流の周知

市は、市民に対し、土石流危険渓流に関する資料を提供するとともに、その周知に努

めるものとする。

（２）がけ崩れ災害の予防

急傾斜地崩壊危険箇所とは、地表面が水平面に対して 30 度以上の角度をなし、その高さ

が５ｍ以上の急傾斜地で、その斜面が崩れた場合、人家等に被害の及ぼすおそれのあるも

の、及び人家は無いものの、今後新規の住宅立地等が見込まれる箇所をいう。

ア 急傾斜地崩壊危険区域の指定

知事は、崩壊のおそれのある急傾斜地で、その崩壊により相当数の居住者、その他の者

に危害が生ずるおそれのあるもの、及び崩壊の助長又は誘発を防止するための行為の制限

を必要とする場合は市長の意見を聴いて「急傾斜地崩壊危険区域指定基準」に基づき、そ

の区域を急傾斜地崩壊危険区域として指定することができる。

市内の急傾斜地崩壊危険箇所は 618 箇所ある。

■市内の急傾斜地崩壊危険箇所

☞【資料２．５】『急傾斜地崩壊危険箇所一覧』参照

☞【資料２．６】『急傾斜地崩壊危険区域指定一覧』参照

区分 内容 自然/人口 箇所数

急傾斜地崩壊

危険箇所Ⅰ

人家が５戸以上等（５戸未満であっても官公署、学

校、病院、社会福祉施設等の要配慮者関連施設等の

ある場合を含む）ある箇所

自然斜面 199 箇所

人工斜面 １箇所

急傾斜地崩壊

危険箇所Ⅱ

人家が１～４戸ある箇所 自然斜面 209 箇所

人工斜面 ２箇所

急傾斜地崩壊

危険箇所Ⅲ

人家が０戸だが、都市計画区域内であること等、一

定の要件を満たし、住宅等が新規に立地する可能性

がある箇所

自然斜面 206 箇所

人工斜面 １箇所

合 計 618 箇所
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イ 急傾斜地崩壊防止対策

（ア）対策事業の推進

市内には、多くの急傾斜地崩壊危険箇所があるが、法指定を受けていないものも多い。

市は、県に対し、区域の指定、対策工事の実施を要請するとともに、実施に対し協力

する。

（イ）急傾斜地崩壊危険箇所の周知

市は、市民に対し、急傾斜地崩壊危険箇所に関する資料を提供するとともに、その周

知に努めるものとする。

（３）地すべり災害の予防

本市における地すべり危険箇所は 23 箇所あり、特に危険度の高い、あるいは重要な保全

施設を有する箇所を地すべり防止区域に指定し、一定の行為を制限するとともに、抑止杭

や集排水施設等の地すべり防止施設を整備している。

ア 地すべり対策事業への協力

知事は、地すべりが発生又は発生のおそれがあり、保全対象物に危険が及ぶと予測され

る場合は、関係部局と協議の上「地すべり等防止法」第 3条の規定により、地すべり防止

区域の指定を国土交通大臣及び農林水産大臣に進達することができる。

国土交通大臣及び農林水産大臣は、「地すべり防止区域指定基準」に基づき、地すべり防

止区域としてこれを指定することができる。

市は、市内の地すべり危険箇所において、県に対し地すべり調査を要請するとともに、

地すべり防止区域の指定基準を満たす場合は、区域の指定、地すべり対策事業の実施を要

請するとともに、実施に対し協力する。

☞【資料２．３】『地すべり危険地区一覧』参照

☞【資料２．７】『地すべり防止区域一覧』参照

☞【資料２．８】『地すべり危険箇所一覧』参照

イ 地すべり危険箇所等の周知

市は、市民に対し、地すべり危険箇所等に関する資料を提供するとともに、その周知に

努めるものとする。

（４）警戒避難体制の整備

ア 土砂災害警戒区域等における対策

（ア）土砂災害警戒区域等の指定

県は土砂災害危険箇所（土石流危険渓流、地すべり危険箇所、急傾斜地崩壊危険箇所）

について、平成 13年 4 月に施行された土砂災害防止法に基づき、土砂災害警戒区域及び

土砂災害特別警戒区域に指定し、土砂災害が及ぶ範囲を明らかにしている。

そのため、市は、県が行う土砂災害警戒区域等の指定が早期完了するよう要請するとともに

協力する。

☞【資料２．９】『土砂災害警戒区域等一覧』参照
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（イ）警戒避難体制の整備

市は、土砂災害防止法による土砂災害（特別）警戒区域が指定された場合、次の事項

に留意し、指定区域ごとに警戒避難体制の整備を図る。

■警戒避難体制の整備に際しての配慮事項

（ウ）要配慮者への配慮

市は、土砂災害警戒区域内に高齢者等の要配慮者が利用する施設がある場合、当該施

設の利用者の円滑な警戒避難が行われるよう、土砂災害に関する避難情報等の伝達方法

を定めておくものとする。

また、土砂災害警戒区域内の避難行動要支援者については、防災関連機関、福祉関連

機関、自主防災組織等との連携の下、避難行動要支援者避難支援プランを整備し、避難

行動要支援者に関する情報（名簿、連絡体制等）を通常時から把握しておくものとする。

イ 避難勧告等の伝達マニュアルの作成

市は、土砂災害等の災害事象の特性、収集できる情報を踏まえつつ、避難すべき区域や

判断基準（具体的な考え方）及び伝達方法を明確にした避難勧告等の伝達マニュアルを作

成している。

ウ 土砂災害警戒情報の活用

熊谷地方気象台及び埼玉県県土整備部河川砂防課は、大雨による土砂災害発生の危険性

Ø 土砂災害警戒区域を含む自治会や住民に対し、土砂災害ハザードマップを配布・公表し、

住民等に対する土砂災害への危機管理意識の啓発に努める。

Ø 土砂災害警戒区域内の住民を対象に、土砂災害を想定した防災訓練を開催する。

Ø 土砂災害警戒区域内の要配慮者施設に対し、土砂災害関連情報の伝達方法を定めておく。

Ø 土砂災害警戒区域の地形変状を定期的に巡視・点検し、土砂災害の前兆現象の早期発見に

努める。

Ø 大雨に関する注意報、警報及び土砂災害警戒情報について、住民に周知するとともに、緊

急時に住民の避難を促す伝達手段を整備していく。

《参考》

◆「避難行動要支援者」について

市域内に居住する要配慮者のうち、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に自

ら避難することが困難な者であって、その円滑かつ迅速な避難の確保を図るため特に支援

を要する者をさす。

《参考》

◆「避難支援等関係者」について

避難行動要支援者の避難支援を行う地域のマンパワーのことを指す。

災対法第49条の11第2項で、例示として消防機関、警察署、民生委員・児童委員、市町村

社会福祉協議会、自主防災組織を挙げているが、必ずしもこれに限定せず、地域に根差し

た幅広い団体の中から、地域の実情により、避難支援者を決めることとしている。
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が高まったとき、市が避難勧告等を発令する際の判断基準や住民の自主避難の参考となる

よう、土砂災害警戒情報を発表する。

なお、「土砂災害警戒避難ガイドライン」（平成 27 年４月改訂、国土交通省砂防部）の改

訂に伴い、「土砂災害警戒情報が発表された場合、市町村は、直ちに避難勧告等を発令する

ことを基本とする。」と改められた。

エ 土砂災害ハザードマップの作成

土砂災害の危険箇所等について、ハザードマップの作成・配布等により住民に周知する。

特に、土砂災害警戒区域については、国土交通省令で定めるところにより、土砂災害に

関する情報の伝達方法、急傾斜地の崩壊等のおそれがある場合の避難地に関する事項その

他警戒区域における円滑な警戒避難を確保する上で必要な事項を、土砂災害ハザードマッ

プ等を活用して住民に周知する。

なお、市は、地区別に土砂災害警戒区域等を図示した「秩父市防災地図～災害ハザード

マップ～」を作成し公表している。

オ 危険箇所等の実態調査と防災パトロールの強化

市は、斜面崩壊等に伴う災害を未然に防止するため、危険が予想される地域の実態を常

に把握・観察する。また、長雨、豪雨等が予想される場合は、関係機関と連携し、危険箇

所のパトロールを随時行う。

カ 土砂災害の危険区域等の周知

市は県と連携し、土砂災害から住民の生命、財産を保護するため、土砂災害ハザードマ

ップを用いた説明会の開催、さらには県による現場への標識の設置等の方法により、地区

住民に対し、土砂災害の危険区域等の位置及び予想される災害について周知する。

☞【資料２．10】『土砂災害の前兆現象』参照
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第５節 雪害の予防・事前対策

県では、平成 26 年２月８日から９日、同月 14 日から 15 日にかけて大量の雪が降り、なか

でも市では、15日に 98㎝と観測史上最大の積雪となり、大きな被害が発生した。

大雪の原因としては、地球温暖化の進行に伴う海水温度の上昇が、降雪につながる大量の

水蒸気を供給したと考えられており、今後このような大雪が頻発すると考えられる。

そのため、大雪による被害から交通、通信及び電力供給等の確保を図り、主として降雪時

における都市機能を維持し、市民の日常生活の安定と産業経済の停滞の防止を図ることが求

められる。

市の「雪害の予防・事前対策」は、以下の方策及び担当部署をもって推進する。

１ 関係機関の連携強化

降雪・積雪情報や除雪情報を共有するため、県や近隣自治体、広域市町村圏組合(消防本部

を含む)など関係機関との連絡体制をあらかじめ確立する。

２ 食料・飲料水・燃料・生活必需品の備蓄

市は、自分の身は自分で守るという自助の観点から、市民に食料・飲料水・燃料・生活必

需品の備蓄の奨励を行う。

また、秩父市備蓄計画に基づく備蓄を進めるとともに、救援物資の提供に関する協定を締

結するなど、企業等との協力体制の確立を図る。老人等の施設については、規定よりゆとり

を持った備蓄を行うよう指導する。

３ 情報通信体制の充実強化

市は、降雪・積雪に係る観測情報や今後の降雪の予報等を熊谷地方気象台から取得し、適

宜広報することにより、市民の適切な対処を促す。

方策 担当部署等

１ 関係機関の連携強化 各課

２ 食料・飲料水・燃料・生活必需品の備蓄 危機管理課、関係各課

３ 情報通信体制の充実強化 危機管理課、秘書広報課、総合支所

４ 孤立予防対策 危機管理課、関係各課

５ ライフラインの確保

地域整備部、総合支所、危機管理課、秩父広

域市町村圏組合水道局、関係各課、消防本部、

関係事業者

６ 一般廃棄物の適正処理 生活衛生課、清流園、秩父広域市町村圏組合

７ 要配慮者の安全確保 福祉部、観光課、保健医療部

８ 学校施設の保全 教育委員会

９ 農林畜産業・商工業者への支援 産業観光部、環境部

10 市民による共助体制の構築 危機管理課、関係各課

11 災害ボランティア制度の構築 社会福祉課、契約課、教育研究所

12 その他 各課
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（１）気象情報等の収集

市は、降雪・積雪に係る気象情報等を収集する。

（２）市民への伝達及び事前の周知

市は、大雪警報が発表された場合は、市民が主体的に状況を判断し、適切な対処行動が

とれるよう、昼夜を問わず速やかに防災行政無線放送やちちぶ安心・安全メールなどで、

降雪・積雪に係る気象情報を市民に伝達する体制を整えるとともに、気象情報の取得方法

や活用方法について、あらかじめ市民への周知に努める。

また、大雪特別警報が発表された場合は、昼夜を問わずに行う。

４ 孤立予防対策

市は、積雪・なだれ等により、交通が困難または不能になり孤立するおそれのある地区に

ついて、事前に地区の世帯数や連絡者等の把握を行う。

また、積雪・なだれ等により、交通が困難または不能になり孤立するおそれのある地区に

ついて、日常生活の維持を図るため、通信の確保・食料備蓄の奨励等、事前措置を講ずる。

（１）孤立集落が必要とする支援の想定

市は、孤立集落が必要とする支援について、種類や要請手段、調達方法等をあらかじめ

想定し、必要に応じて関係団体と協議を行うものとする。

（２）孤立のおそれがある地区の状況把握

市は、過去の大雪での孤立履歴等を参考に、大雪で孤立しやすい地区を選定し、あらか

じめ地区の世帯数や連絡者（町会長や消防団員等）等の把握を行うものとする。

（３）救援実施に必要な体制整備

孤立するおそれのある地区においては、救助や物資輸送の際に必要となるヘリコプター

離着陸のための適地を確保しておく。また、気象警報等を基に、被災前に避難所を開設す

るなど、孤立集落を生まない取組を検討する。

５ ライフラインの確保

（１）道路交通の確保

市は、道路交通を確保するため、秩父地域振興センター、秩父県土整備事務所、秩父農

林振興センター、秩父保健所、秩父福祉事務所、秩父警察署、小鹿野警察署及び秩父消防

本部と連携し除雪体制を整備するとともに、降雪による交通規制の状況の周知を図る。

ア 幹線市道除雪の計画策定

市は、関係機関と協議し、以下の項目について計画を定めることとする。

Ø 除雪作業出動基準

Ø 除雪対象路線

Ø 除雪体制の整備

Ø 土木建設業者・市指定給水装置工事事業者等との連携
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イ 幹線市道除雪の優先順位

市は、効率的に除雪を行うため、関係機関と協議し、優先順位を定めることとする。

ウ 市の除雪体制

必要に応じ、除雪対策本部を地域整備部に、現地対策本部を吉田・大滝・荒川総合支所

内に設置する。

除雪対策本部及び現地対策本部は、必要な場合には土木建設業者及び市指定給水装置工

事事業者等へ市道の除雪を要請し、あらかじめ定めた市道の除雪にあたらせるものとする。

市は、歩道等の安全及び交通確保のため、必要に応じて職員を動員する。

エ 除雪作業の出動基準

市は、除雪作業を実施するにあたり、次の基準で行う。

オ 雪置き場

市は、効率的に雪置き場を確保するため、関係機関と協議し、以下の項目について計画

を定めることとする。

カ 凍結等危険箇所の把握

市は、凍結等のため特に危険な箇所はないか、道路パトロールを実施しその把握に努め

道路交通の安全を期する。

（２）公共交通の確保

鉄道輸送を確保するため、各鉄道機関は、融雪用機材の保守点検、降雪状況に応じた除

雪及び凍結防止のための列車の運転計画及び要員の確保等について充実を図る。

また、バス会社に関しては、降雪状況に応じた除雪及び凍結防止のためのバスの運転計

画及び要員の確保等について充実を図る。

（３）通信及び電力供給の確保

通信及び電力供給を確保するため、関係機関は降雪対策用設備、機材の保守点検及び要

員の確保等について充実を図る。

（４）水道施設機能の確保

水道施設の機能を確保するために、以下のとおり対策を講ずるものとする。

体制区分 出動基準

準備体制 降雪予報 ～ 積雪量 10cm 未満

一次体制 積雪量 10cm 以上 ～ 20cm 未満

二次体制 積雪量 20cm 以上 ～ 60cm 未満

三次体制 積雪量 60cm 以上

Ø 雪置き場の指定

Ø 開設基準

Ø 管理体制
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ア 主要施設に関する除雪対策

秩父広域市町村圏組合水道局は、効率的に除雪を行うため、除雪体制を整備するよう努

める。

イ 主要施設の機能停止対策

秩父広域市町村圏組合水道局は、停電や雪崩等による水道施設の機能停止対策として、

水道施設の運転状況を監視し、警報を受信した場合の適切な復旧体制を確保するよう努め

る。

ウ 断水地域への応急給水活動

秩父広域市町村圏組合水道局は、断水のおそれがある又は断水が発生した場合の適切な

復旧体制を確保するため、関係機関と協議し、応急給水に関する資材と人材の確保及び応

急給水対応の整備に努める。

エ 水道業務体制の確保

秩父広域市町村圏組合水道局は、関係機関と協議し、休止、開栓、郵便発送等の水道業

務について、降雪状況により遅延が発生した場合の適切な業務体制を確保するよう努める。

オ 緊急漏水の復旧対策

秩父広域市町村圏組合水道局は、指定給水装置工事事業者と協議し、緊急漏水が発生し

た場合、適切な復旧体制を確保するよう努める。

６ 一般廃棄物の適正処理

大雪により通常のごみ収集及び処理場への持込みやし尿収集ができなくなる場合を想定し、

秩父広域市町村圏組合、し尿収集運搬委託業者との連絡体制を確立しておく。

■ごみ収集業務

■し尿収集業務

７ 要配慮者の安全確保

要配慮者（高齢者、乳幼児、傷病者及び障がい者など災害対応能力の弱い者並びに言葉や

文化の違いから特別の配慮を要する外国人、旅行者など）が災害発生時に被害を受けること

が多くなっている。

区分 内容

組織内の情報管理
秩父広域市町村圏組合、生活衛生課の間で、情報共有できる体制を

整備するとともに、役割分担について平時から確認しておく。

臨時集積所・仮置き

場の確認

ごみ収集車が通行できない状況を想定し、ごみの臨時集積所や仮置

場となりうる場所を平時から把握しておく。

区分 内容

組織内の情報管理
清流園、生活衛生課及び委託業者の間で、情報共有できる体制を整

備するとともに、役割分担について平時から確認しておく。

清流園の除雪体制

の整備

清流園敷地内の除雪については、事前に業者と申し合わせて、し尿

収集運搬車両の進入に支障のないようにする。
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このため、以下のとおり要配慮者の防災対策を推進していくものとする。

（１）避難行動要支援者避難支援プランの整備

市は、避難行動要支援者避難支援プランを作成し、情報伝達及び避難誘導方法等を定め

るものとする。

（２）地域との協力体制の整備

要配慮者の安全確保は、行政とともに、地域の住民が協力し、一体となって取り組んで

いくことが必要である。

また、公共機関その他集客施設においては、利用者が要配慮者である場合を想定して、

施設の整備や避難誘導計画の策定を行うことが必要である。

（３）降雪時要配慮者の安否確認と支援

降雪時における要配慮者の安否確認と個別支援を確保するため、市、秩父福祉事務所、

秩父保健所は、秩父郡市医師会、町会及び民生委員・児童委員等と連携を図り、食糧・水・

燃料等の備蓄、停電に係る対応等必要な支援体制を確保するとともに、協力施設への一時

受け入れ等について協定等の締結による対応の強化を図る。

なお、おおむねの区分は次のとおりである。

８ 学校施設の保全

学校施設は児童・生徒の教育の場であると同時に、災害時には住民の避難施設にもなるこ

とから、降雪に伴う荷重性能等の確保に努める。

９ 農林畜産業・商工業者への支援

市は、雪害による農産物等の被害を未然に防止し、又は被害を最小限にするため、県や農

林業関係団体等と連携を密にし、施設の耐雪化及び農林畜産物に対する必要な応急対策技術

の指導並びに普及を行う。

また、的確な情報収集及び伝達を行うための体制の構築を図る。さらに、被害が発生した

場合における被害状況調査を円滑に実施するため、調査マニュアルを作成する。

商工業者に対しても、被害が発生した場合における被害状況調査を円滑に実施するため、

商工団体、商店街、企業組合等商工業者からの情報収集・情報提供体制の構築を図る。

区分 内容

高齢者及び乳幼児 日常から介護及び保護が必要な者で、災害時の援護が必要な者

傷病者及び障がい者 傷病や障害により介護及び保護が必要な者で、災害時の援護が必要な者

旅行者 地理が不案内で、災害時の援護が必要な者

外国人 地理の不案内、言葉の不自由により、災害時の援護が必要な者

医療機器依存度の高

い在宅療養者

在宅人工呼吸器装着者、在宅酸素療法患者、人工血液透析患者、腹膜透

析患者など、在宅療養者で医療機器依存度の高い者

Ø 降雪に対する施設の脆弱箇所の随時改修

Ø 落雪事故等の防止のための危険箇所の確認・表示
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１０市民による共助体制の構築

市は、幹線以外の生活道路・通学路等の除雪については、あらかじめ町会、自主防災組織

等の団体を通じ、共助による除雪体制づくりを啓発する。

１１災害ボランティア制度の構築

市は、除雪困難世帯を支援するとともに、児童生徒が通学路として利用する歩道などの除

雪について、秩父市社会福祉協議会と協議し、災害ボランティア制度を構築する。

１２その他

市は、大雪対策についても一般災害時における災害予防計画に準じて整備を図っておくも

のとする。

Ø 秩父市社会福祉協議会ボランティアセンターの活用

Ø 災害ボランティア募集にかかる周知方法の確立
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第６節 竜巻等の突風対策

突発的に発生し、局地的に甚大な被害をもたらす竜巻等の突風について、市民への注意喚

起を行うとともに、市民生活に与える影響を最小限にするための対策を講ずる。

市の「竜巻等の突風対策」は、以下の方策及び担当部署をもって推進する。

１ 竜巻等の突風発生、対処に関する知識の普及

竜巻等の突風は局所的・突発的に発生し、その発生を事前に正確に予測することは現状で

は困難であるため、人的被害を防ぐためには、各個人が竜巻等に関する正しい知識を持ち、

竜巻等に遭遇した場合の的確な身の守り方を会得しておく必要がある。

市は、竜巻等の突風発生のメカニズムや対処方法について、気象庁や県などが作成した資

料を用いて、職員への研修や市民への普及啓発を行う。

また、各小・中学校では、児童･生徒に竜巻等の突風発生のメカニズムを理解させ、日頃か

ら竜巻へ備える態度を育てるとともに竜巻から身を守る適切な避難行動を理解させる。

☞【資料８．３】『突風の種類』参照

２ 竜巻注意情報等気象情報の普及

熊谷地方気象台は、県及び市と協力し、竜巻関係の気象情報の種類や利用方法について、

県民への普及啓発を行う。

市は、竜巻注意情報及び竜巻発生確度ナウキャストの的中率及び予測精度を踏まえつつ、

これらの情報が発表されたときの対応について、広く市民に普及を図る。

方策 担当部署

１ 竜巻等の突風発生、対処に関する知識の普及 危機管理課、教育委員会

２ 竜巻注意情報等気象情報の普及 危機管理課、秘書広報課

３ 被害予防対策 危機管理課、関係各課

４ 竜巻等突風対処体制の確立 危機管理課、関係各課

５ 情報収集・伝達体制の整備 危機管理課

６ 適切な対処方法の普及 危機管理課

《参考》

◆「突風の種類」

気象庁の「竜巻等の突風データベース」では、突風を以下の種

類に分類している。

  ○竜巻

  ○ダウンバースト（マイクロバーストも含む）

  ○ガストフロント

  ○じん旋風（つむじ風を含む）

  ○その他（現象が特定できない突風）
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３ 被害予防対策

竜巻等の突風は発生予測が難しく、かつどこでも発生の可能性があることから、広く市民

に対して被害の予防対策の普及を図る。

市などが実施する予防対策の内容を以下に示す。

■竜巻等の被害に対する予防対策

４ 竜巻等突風対処体制の確立

竜巻等の突風が発生し、又は発生の可能性が高まった際の対処や連絡体制を整備し、被害

の防止に役立てる。

そのため、市は、竜巻等の突風の発生メカニズムや竜巻注意情報等の予測精度、竜巻の特

徴を踏まえ、発表時及び竜巻等の突風発生時の対処や連絡方法等について、防災関係機関と

事前に調整しておく。

５ 情報収集・伝達体制の整備

竜巻等の突風が発生し、又は発生の可能性が高まった際の伝達体制を整備し、被害の防止

に役立てる。

（１）住民への伝達体制

防災行政無線、市ホームページ、ちちぶ安心･安全メールなど住民への多様な伝達体制を

整備する。

（２）目撃情報の活用

県及び防災関係機関から、竜巻等の突風の目撃情報を組織的に収集し、即時性の高い警

戒情報の発信に生かすなど、竜巻等の突風の迅速な捕捉を検討する。

Ø 竜巻等の突風被害の予防対策の普及（市）

Ø 低コスト耐気候性ハウス等の導入などの農作物における耐風対策（市）

Ø ガラス飛散防止フィルム等による窓ガラスの破損防止（市民等）

Ø 屋内における退避場所の確保（市民等）

Ø 竜巻等の突風による脱線事故の防止対策の推進（鉄道事業者）

Ø ガラス飛散防止対策（学校等）

《参考》

◆「竜巻発生確度ナウキャスト」について

竜巻等の突風は、規模が小さく、レーダー等の観測機器で直接

捉えることができない。そこで気象ドップラーレーダー等から「竜

巻が今にも発生する（または発生している）可能性の程度」を推

定し、これを発生確度で表す。竜巻発生確度ナウキャストは、竜

巻の発生確度を10km格子単位で解析し、その1時間（10～60分先）

までの予測を行うもので、10分ごとに更新する。
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６ 適切な対処方法の普及

竜巻等の突風への具体的な対処方法を市民に分かりやすい形で示し、人的被害を最小限に

食い止めるための啓発を行う。

具体的な対処方法は、以下のとおりとする。

■竜巻等の突風から命を守るための対処法

Ø 頑丈な建物へ避難する

Ø 窓ガラスから離れる

Ø 壁に囲まれたトイレなどに逃げ込む

Ø 避難時は飛来物に注意する
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第３章 市民の自主防災力の向上

第１節 防災教育

市民に広く防災知識を普及して、防災に対する関心を深めるとともに、自主防災思想のか

ん養、防災知識の向上、避難その他の防災措置の習得等を図るため防災教育を行うものとす

る。

市の「防災教育」は、以下の方策及び担当部署をもって推進する。

１ 市民向けの普及・啓発

市は、防災とボランティア週間（1/15～1/21）、火災予防運動週間、国民安全の日（7/1）、

防災の日（9/1）、救急の日（9/9）、危険物安全週間等の行事を通じて、災害についての学識

経験者、防災関係機関の担当者及び被災経験者等を講師として招き、講演会、研修会（防災

ビデオ等の使用も含む）を開催することで防災知識や防災意識の維持向上を図る。

特に、高齢者、障がい者、外国人、乳幼児、妊産婦等の要配慮者に対する支援や、男女共

同参画に対する考えから、被災時の男女のニーズの違い等男女双方の視点に配慮した防災教

育に努める。

また、公民館等の社会教育施設において防災教室等の市民への学習の場を設けるとともに、

ＰＴＡ等の各種社会教育団体の研修等において防災に関する意識の啓発に努める。

２ 学校における防災教育

学校における防災教育は、安全教育の一環として学級活動や学校行事を中心に、教育活動

の全体を通じて実施する。特に、避難、発災時の危険及び安全な行動の仕方について、児童、

生徒の学年に即した指導を行う。

そのため、教育委員会は、学校における体系的な防災教育に関する指導内容の整理、防災

教育のための指導時間の確保など、防災に関する教育の充実に努める。

また、小・中学校においても、外部の専門家や保護者等の協力の下、防災に関する計画や

マニュアルを策定する。

（１）学校行事としての防災教育

児童、生徒等の防災意識を高めるため、地震や火災、風水害・土砂災害等の災害を想定

した避難訓練や防災に関する専門家や地震災害体験者の講演、起震車による地震模擬体験、

ＡＥＤ研修等のほか、防災教育拠点（県防災学習センター等）や地域の防災訓練での体験

方策 担当部署

１ 市民向けの普及・啓発 危機管理課、生涯学習課、公民館、関係各課

２ 学校における防災教育 教育委員会

３ 保育所における防災教育 こども課

４ 事業所等における防災教育 消防本部、関係各課

５ 防災上重要な施設における防災教育 消防本部、関係各課
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学習を実施する。また、ポスター・作文募集、映画・ビデオ等視聴覚教材を用いての啓発

等、防災教育を計画的に実施する。

（２）各教科等による防災教育

各教科等を通じ、地震発生の仕組みや火災、台風や集中豪雨による土砂災害被害等につ

いて学習する。また、防災対策、災害発生時の危険と正しい行動について教育を行う。学

習の中では、自らの家庭、学校及び地域に関する防災マップの作成等のテーマを通じて、

身の回りの環境を各種災害時の観点から見直すことにより、防災を身近な問題として認識

させる。

（３）教職員に対する防災研修

災害時の教職員のとるべき行動とその意識、児童生徒に対する指導要領、負傷者の応急

手当の要領、火災発生時の初期消火要領、被災した児童生徒のメンタルケア及び災害時に

特に留意する事項等について防災対応マニュアルを作成するとともに研修を行い、その内

容の周知徹底を図り、適切な対応ができる実践力を養う。

３ 保育所における防災教育

市は、保育士を通じて園児に対し、防災の基礎的知識、災害発生時の指導を行うとともに、

園児が学んだ防災に関する知識を、地域社会において防災対策に生かせるよう努める。また、

保育士に対しては、災害発生時の園児の安全確保、動員及び災害対策本部、保護者との連携

等、災害応急対策について研修を行う。

４ 事業所等における防災教育

防火管理者、危険物取扱者等に対する講習を実施するほか、防災計画の作成を義務づけ、

防災行動力の向上を図る。また、事業所相互間の協力体制を高めるとともに、保有する資機

材を活用し、地域との共同体制づくりを推進する。

なお、事業所の防災担当者は、企業の社会的役割を十分に認識し、従業員に対して防災研

修や防災教育の実施に努める。

５ 防災上重要な施設における防災教育

（１）病院及び社会福祉施設における防災教育

病院及び社会福祉施設では、ひとたび災害が発生すると多くの犠牲者が発生する危険性

があるため、施設管理者は平常時から要配慮者の把握、避難誘導の訓練等、十分な教育、

訓練活動を行う。また、夜間、休日の発災に備え、近隣住民との共同訓練等により、平常

時より連携を深めておくとともに、従業員、入所者に対し、十分な周知を図るとともに、

日頃から防災意識の高揚に努める。

（２）その他不特定多数が集まる施設

大規模小売店及びレクリエーション施設等、不特定多数の人々が集まる施設の管理者は、

災害時に、避難誘導、情報伝達の他、各施設の特徴に応じた対策を、迅速かつ的確に実施

できるよう防災教育及び訓練を実施する。
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第２節 防災訓練

災害発生時の被害を最小限にとどめるため、防災業務に従事する職員の防災実務の習熟と

実戦的能力のかん養に努めるとともに、市、県、防災関係機関、住民及び事業所等が災害に

対応できる体制の確立を目指し、災害図上訓練（ＤＩＧ）や避難所開設・運営訓練（ＨＵＧ）

を取り入れ、住民参加型で地域に即した実践的な訓練の実施・普及に努める。

防災訓練の目的は、防災関係機関の災害発生時の応急対策に関する検証・確認と住民の防

災意識の高揚であり、実施目標は以下に示すとおりである。

■防災訓練の実施目標

市の「防災訓練」は、以下の方策及び担当部署をもって推進する。

１ 総合防災訓練

市は、大規模な災害の発生を想定して、災害時の応急復旧対策を網羅する総合的な訓練と

して総合防災訓練を実施し、防災対策の習熟と防災関係機関相互の協力及び自主防災組織と

の連携体制の確立、確認を図る。

Ø 防災訓練を通じて、防災関係機関の組織体制の機能確認等を実施し、実効性について検証

するとともに、防災関係機関相互の協力の円滑化（顔の見える関係）に寄与すること。

Ø 防災訓練の実施に当たっては、防災計画等の脆弱性や課題の発見に重点を置き、防災計画

等の継続的な改善に寄与すること。

Ø 住民一人一人が、日常及び災害発生時において「自らが何をするべきか」を考え、災害に

対して十分な準備を講ずることができることとなるよう、住民の防災に関する意識の高揚

と知識の向上を図る機会とすること。

Ø 防災訓練の実施に当たっては、学校、自主防災組織、民間企業、ボランティア団体、要配

慮者を含む地域住民など多様な主体による実践的な訓練を行い、自助、共助体制の確立に

資すること。

Ø 防災訓練の実施に当たっては、高齢者、障がい者、乳幼児、妊産婦、外国人等に十分配慮

して行い、地域において要配慮者を支援する体制が整備されるよう努めること。

Ø また、災害時の男女のニーズの違い等男女双方の視点に十分配慮するよう努めること。

Ø 防災訓練の実施に当たっては、実際の災害を想定したうえで、それぞれが行うべき動きに

即した計画とし、訓練運営上、やむを得ずに実際の災害時の行動と異なることを行う場合

には、参加者、見学者に対して差異を明確に表示するなど、実災害時の市民の適正な行動

を阻害しないように十分留意すること。

方策 担当部署

１ 総合防災訓練 危機管理課、各課、消防本部

２ 市及び防災関係機関が実施する訓練 危機管理課、関係各課、消防本部

３ 事業所、自主防災組織等が実施する訓練 危機管理課、関係各課、消防本部

４ その他の訓練 危機管理課、関係各課、消防本部

５ 訓練の検証 危機管理課、関係各課、消防本部
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（１）実施時期及び場所

原則として防災週間中に実施するのが望ましいが、できるだけ多くの者が参加可能な日

程を調整して決定する。訓練会場については、その都度選定する。

（２）実施方法

総合防災訓練は、市の主催又は県との共催により防災関係機関、関係団体及び市民の協

力を得て実施する。

（３）訓練の種類

総合防災訓練は、次のような訓練主体及び状況の想定に配慮して実施する。

■訓練の種類

（４）訓練内容

総合防災訓練は、以下のような内容を参考に実施する。

また、実施にあたっては地域の特性に対応した訓練を適宜取り入れるとともに、緊急地

震速報等の新たな防災対策をシナリオに取り入れるなど、その知識の普及に努める。

■市が主とする内容

■防災関係機関が主とする内容

■自主防災組織・自衛消防隊及び市民が主とする内容

Ø 市が、災害の初期に活動する訓練

Ø 住民自身が、自助及び共助の精神に基づいて活動する訓練

Ø 防災関係機関が、それぞれの活動を連携させる訓練

Ø 他の市町村等からの広域的な応援を受け入れる訓練

Ø 緊急地震速報を取り入れた訓練

Ø 災害対策本部等の設置運営訓練（非常参集訓練）

Ø 災害情報の伝達収集、広報訓練

Ø 災害現地調査訓練

Ø 道路応急復旧訓練

Ø 自主防災組織、自衛消防隊等の活動支援訓練等

Ø 避難誘導訓練

Ø 避難所、救護所運営訓練

Ø 水防訓練

Ø 消火訓練

Ø 救出救助訓練

Ø 救急救護訓練

Ø 災害医療訓練

Ø 給水訓練

Ø 学校・福祉施設・大規模店舗・駅等における混乱防止訓練

Ø ライフライン等の生活関連施設応急復旧訓練

Ø 救援物資輸送訓練

Ø 交通対策訓練等

Ø 初期消火訓練

Ø 応急救護訓練

Ø 炊き出し訓練

Ø 要配慮者等の安全確保訓練

Ø 避難訓練

Ø 避難誘導訓練等

Ø 巡回点検訓練
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２ 市及び防災関係機関が実施する訓練

大規模地震の発生時に迅速かつ的確に応急対策を実施するため、それぞれの業務に応じた

訓練を実施する。住民の保護や生活の復旧など各機関がそれぞれの業務に応じて定めるもの

とし、関係機関の相互協力にも重点を置くものとする。

（１）災害情報収集伝達訓練

市は、職員の誰もが正しく防災行政無線（特に移動系）を利用できるよう、情報収集を

担当する職員を中心に関係各課に対して訓練を実施する。

■訓練の種類

■実施の方法

（２）消防訓練

消防組織法第４条第２項第 15 号の規定に基づき、消防計画により実施する。

なお、消防本部は、必要に応じて、消防に関する訓練を実施するため、県から勧告、指

導及び助言を得る。

■訓練の種類

（３）避難訓練

災対法第 47 条に定める災害予防責任者及び消防法第８条の規定に基づく防火管理者等

が実施する。市は、避難勧告や立ち退きの指示等を円滑に行うため、警察、消防及びその

他の団体の参加を得て実施する。

なお、訓練の種類は、次のとおりである。

■避難訓練の区分及びその内容

Ø 災害情報収集伝達訓練 Ø 通信連絡訓練 Ø 非常通信訓練

Ø 災害情報の収集伝達機器を日常の業務で活用し、点検と性能の維持を図る

Ø 気象の予報・警報・特別警報、重大事故等を通知及び連絡する

Ø 被害の状況及び処置を報告及び連絡する

Ø 基礎訓練

Ø 総合防災訓練

Ø 火災防御訓練

Ø 水災防御訓練

Ø 救助救急訓練

区分 内容

市が実施するもの 災害時における避難の勧告及び立ち退き等の円滑、迅速確実を期する

ため、関係機関、居住者、滞在者等の協力を得て実施する。

防火管理者が実施する

もの
学校、病院、工場、事業所、興行場その他の防火対象物の防火管理者

は、その定める消防計画に基づき実施する。

児童、生徒の避難訓練

等
学校等の施設管理者は、児童及び生徒の身体及び生命の安全を期する

ため、あらかじめ各種の想定のもとに避難訓練を実施し、非常災害に

対し、臨機応変の処置がとれるよう常にその指導に努める。

避難行動要支援者等の

訓練
住民、団体、企業等が行う避難行動要支援者避難誘導、災害時の帰宅

訓練等の自発的訓練に対し資料や情報提供などの必要な支援を行う。
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（４）学校、病院及び社会福祉施設等の訓練

各施設は、児童及び生徒、園児、入院患者、入所者等の安全確保を図るため、以下の点

に配慮した防災計画を作成し、職員に周知徹底する。また、計画の実効性を高めるため、

防災訓練を定期的に実施する。

なお、市の関係部署及び及び消防本部は、その実施を指導する。

■各施設の防災計画において配慮すべき事項

３ 事業所、自主防災組織等が実施する訓練

災害時の行動に習熟するため、住民相互の協力のもと日頃から訓練を行い、自らの生命及

び財産の安全確保を図る。なお、訓練の種類は、次のとおりである。

■事業所及び自主防災組織の訓練内容

４ その他の訓練

市は、上記訓練のほか、県の協力を得て、業務継続計画図上訓練及び徒歩帰宅訓練等、災

害対応に資する各種訓練を計画的に実施する。

Ø 地震及び風水害等の発災時における職員の動員配備に関する事項（特に勤務時間外）

Ø 臨時休業の基準に関する事項

Ø 避難場所、避難誘導方法に関する事項

Ø 防災訓練の実施に関する事項

Ø 防災資機材、飲料水、食料、生活必需物資の確保に関する事項

Ø 市内の関係施設との相互応援に関する事項

区分 内容

事業所における訓練 学校、病院、興業場及びその他消防法で定められた事業所は、消防

訓練に合わせて実施する。地域の自主防災組織等と連携を図ること

が望ましい。

自主防災組織等の訓練 市及び消防機関が行う訓練に積極的に参加し、又はこれらの機関の

指導・協力のもとに災害図上訓練（ＤＩＧ）や避難所開設・運営訓

練（ＨＵＧ）などを実施する。

《参考》

◆「災害図上訓練（ＤＩＧ）」について

ＤＩＧとは、Disaster Imagination Gameの略で、大きな地図を参加者で

囲み、災害をイメージして自宅近くの危険物や障害物を把握し、具体的な

避難路や要配慮者の避難などを確認する実践的な訓練のことである。

◆「避難所開設・運営訓練（ＨＵＧ）」について

ＨＵＧとは、Hinanzyo Unei Gameの略で、避難所の開設・運営責任者と

なったことを想定し、避難所で起きる様々な事態への対応を短時間で決定

することを学ぶ訓練のことである。
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５ 訓練の検証

訓練は、実災害を想定して計画を立て、災害の流れに合わせて訓練を実施し、次に示す方

法で評価及び検証を行う。

■訓練の検証

区分 内容

評価及び検証の方法 Ø 訓練後の意見交換会

Ø 職員に対するアンケート調査

Ø 訓練の打合わせでの検討

検証の効果 Ø 評価や課題を整理し、地域防災計画等の見直しに活用する。

Ø 市の防災訓練に対する助言や参考資料とする。

Ø 次期の訓練計画に反映する。
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第３節 災害時の要配慮者の安全確保

災害時の要配慮者（高齢者、乳幼児、傷病者及び障がい者など災害対応能力の弱い者並び

に言葉や文化の違いから特別の配慮を要する外国人、旅行者など）及びその介護者の防災能

力を高め、地域で要配慮者を支える体制を構築するため、以下の防災対策を実施する。

第１ 在宅の要配慮者に対する安全対策

市は、在宅の要配慮者が正しい情報や支援を得て、適切な行動をとるために必要な対策を

講ずるとともに、自主防災組織や地域住民による協力、連帯の体制の確立に努める。

市の「在宅の要配慮者に対する安全対策」は、以下の方策及び担当部署をもって推進する。

１ 防災知識の普及・啓発

要配慮者に必要とされる防災知識は、個々の要配慮者の有するハンディキャップの違いに

よって異なる。そのため、市は、高齢者や障がい者など、個々の要配慮者に応じた防災知識

の周知・啓発を効果的に行うものとする。

２ 防災訓練の実施

市は、要配慮者の防災能力を向上させるため、防災訓練の実施にあたり、要配慮者を対象

とした避難訓練等をメニューに取り入れる。

３ 要配慮者の家庭内対策の支援

市は、消防団、社会福祉協議会、災害ボランティア、自治会、民生委員・児童委員等の協

力を得て、自力で住家等の安全化（家屋の耐震補強、家具の固定等）を図るのが困難な要配

慮者に対して、家庭内の安全対策を支援する。

４ 防災カード等の作成・配布

在宅の要配慮者が災害時に的確な支援を受けるためには、あらかじめ「望む援助、避難先

等」を記した防災カード等を作成し、周囲の人たちに伝えるための準備をしておくことが有

効である。そのため、市は、在宅の要配慮者に対して防災カード等の普及を図る。

方策 担当部署

１ 防災知識の普及・啓発 危機管理課、福祉部、消防本部

２ 防災訓練の実施 危機管理課、福祉部、消防本部

３ 要配慮者の家庭内対策の支援 福祉部、関係各課

４ 防災カード等の作成・配布 福祉部、危機管理課、消防本部

５ 避難行動要支援者名簿の作成 福祉部、関係各課

６ 避難行動要支援者の安否確認体制の整備 福祉部、危機管理課、関係各課

７ 避難誘導体制の整備 福祉部、危機管理課、関係各課

８ 社会福祉施設との連携 福祉部、関係各課

９ 見守りネットワーク等の活用 福祉部

10 相談体制の確立 福祉部、関係各課
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５ 避難行動要支援者名簿の作成

市は、避難行動要支援者を適切に避難誘導し、安否確認等を行うために、次のとおり避難

行動要支援者名簿を作成する。

（１）避難行動要支援者の範囲

避難行動要支援者の対象範囲は、生活の基盤が自宅にある者とし、次のとおりとする。

■市が定める避難行動要支援者の範囲

（２）名簿作成に必要な情報の収集

名簿作成にあたっては、次の台帳等に記載されている情報を対象者リスト作成のために

収集する。

■名簿作成に必要な情報の収集

（３）名簿の記載事項

避難行動要支援者名簿には、避難行動要支援者に関する次に掲げる事項を記載する。

■名簿の記載事項

（４）避難行動要支援者の把握

避難行動要支援者に該当する者を把握するため、関係各課で把握している情報によるほ

か、例えば難病患者に係る情報等、市で把握していない情報は、必要に応じて県やその他

の関係機関に対して情報提供を求める。

（５）避難支援者等関係者への事前の名簿情報の提供

避難行動要支援者の迅速な避難や安否確認等のため、避難行動要支援者本人に十分な説

明を行い、原則、書面による同意を得たうえで、避難支援等関係者に対し、避難支援等の

実施に必要な限度で、名簿情報を提供する。

避難行動要支援者本人が重度の認知症や障害等により、個人情報の取扱いに関して判断

できる能力を有していない場合には、親権者や法定代理人等から同意を得ることとする。

ただし、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合は、同意の有無にかかわらず、

Ø 身体障害者手帳 1級又は２級を所持する児（者）

（ただし、障害の部位が肢体不自由・視覚障害・聴覚障害に限る。）

Ø 療育手帳○Ａ又はＡを所持する児（者）

Ø 精神保健福祉手帳１級を所持する児（者）

Ø 要介護認定３～５を受けている者

Ø 前各号に掲げる児（者）に準ずる状態にある難病患者

Ø その他避難支援等を希望し、市長が支援の必要を認めた者

Ø 住民登録基本台帳

Ø 要介護認定名簿、身体障害者手帳所持者名簿、療育手帳所持者名簿、精神保健福祉手

帳交付台帳

Ø 氏名、生年月日、性別、住所又は居所、電話番号その他の連絡先

Ø 避難支援等を必要とする事由、避難支援等の実施に関し市が必要と認める事由
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避難支援等の実施に必要な名簿情報を提供することができる。

（６）避難行動要支援者名簿の管理

避難行動要支援者名簿について適正な情報管理が行われるよう、情報セキュリティ対策

について、常時適正な管理を徹底する。また、災害の規模等によっては市の機能が著しく

低下することを考え、避難行動要支援者名簿のバックアップ体制の整備に努める。なお、

避難行動要支援者名簿については、地域における避難行動要支援者の居住状況や避難支援

を必要とする事由を適切に反映したものとなるよう更新を行う（原則、年１回）。

（７）名簿情報の利用及び提供

避難支援等関係者に、避難行動要支援者名簿の副本を提供し、多様な主体の協力を得な

がら、避難行動要支援者に対する情報伝達体制の整備、避難支援・安否確認体制の整備、

避難訓練の実施等を図る。

なお、名簿提供の際には、名簿情報の漏えい等に十分配慮するものとし、避難支援等関

係者に守秘義務を厳守させるとともに、更新時に古い名簿等を復元できないよう処分させ

る。

６ 避難行動要支援者の安否確認体制の整備

市は、避難行動要支援者の安否確認を迅速・的確に行うため、避難行動要支援者名簿を用

いて、民生委員・児童委員、自主防災組織、消防団等の協力を得ながら安否確認を行う体制

づくりを進める。

７ 避難誘導体制の整備

市は、災害の発生し、又は発生するおそれがある場合において、消防機関、警察、民生委

員・児童委員、社会福祉協議会及び自主防災組織（以下「避難支援等関係者」という。）と避

難行動要支援者名簿の情報を共有しながら避難支援を実施する体制を整備する。

８ 社会福祉施設との連携

市は、災害時に介護等が必要な被災者を速やかに施設入所できるよう、日頃から社会福祉

施設等との連携を図るように努める。また、災害時には、被災者に対する給食サービスや介

護相談など施設の有する機能の活用を図っていく。

９ 見守りネットワーク等の活用

市は、高齢者、障がい者等に対する近隣住民、民生委員・児童委員及びボランティアによ

る安否の確認などの見守りネットワーク等を活用し、災害時におけるきめ細かな支援体制を

確立しておく。

１０相談体制の確立

市は、災害時、要配慮者からの相談（金銭、仕事、住宅、福祉、医療、保健、教育等）に

的確に対応できるよう日頃から相談体制の整備に努める。また、被災により精神的なダメー

ジを受けた要配慮者に対してメンタルケア等ができるよう、医師、看護師、保健師、教育関

係者、福祉関係者、ソーシャルワーカー等の専門職員の確保に努める。
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第２ 社会福祉施設入所者に対する安全対策

市は、社会福祉施設等の防災力の向上に必要な対策の指導に努めるとともに、社会福祉施

設に入所している要配慮者に対する安全対策を推進する。

市の「社会福祉施設入所者に対する安全対策」は、以下の方策及び担当部署をもって推進

する。

１ 防災計画の策定

施設管理者は、消防法に基づく消防計画の作成のほか、大規模災害の発生を想定した防災

計画及び緊急時の職員の初期対応や、指揮系統を定めたマニュアルを作成し、職員及び入所

者への周知徹底を図るものとし、市は、これを支援する。

（１）緊急連絡体制の整備

ア 職員招集のための連絡体制の整備

施設管理者は、災害時に迅速に対応するため、緊急連絡網等を整備し、職員の確保に努

める。

イ 安否情報の家族への連絡体制の整備

施設管理者は、災害時に、入所者の安否を確認し、職員及び入所者の家族と迅速に連絡

がとれるよう緊急連絡体制を確立する。

（２）避難誘導体制の整備

施設管理者は、災害時における避難誘導のため、非常口等避難路を確保し、入所者を所

定の避難場所への誘導や移送のための体制を整備する。

（３）施設間の相互支援システムの確立

災害時に施設の建物が損壊した場合でも、市内の施設が相互に支援できるシステムの確

立に努める｡

施設管理者は、これに伴い、他の施設からの避難者を受け入れることができるよう体制

の整備を行う。

（４）社会福祉施設等の耐震性の確保

施設管理者は、災害時における建築物の安全を図るため、耐震診断、耐震改修に努める。

（５）社会福祉施設等の出火防止対策

施設管理者は、防火管理及び消防訓練の実施に努める。また、消火器具、屋内消火栓な

方策 担当部署等

１ 防災計画の策定 施設管理者、消防本部、危機管理課、関係各課

２ 防災教育の実施 施設管理者

３ 防災訓練の実施 施設管理者、福祉部、消防本部

４ 地域との連携 施設管理者、危機管理課、関係各課
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どの消火設備、自動火災報知器などの警報設備、避難器具、誘導灯・誘導標識などの避難

設備を設置及び管理する。

（６）食料、防災資機材等の備蓄

施設管理者は、次に示す物資等を最低３日間（推奨１週間）分の備蓄に努める。

■主な備蓄品

２ 防災教育の実施

施設管理者は、施設職員及び入所者に対し、防災に関する知識・意識の向上を図るととも

に、各施設が策定する防災計画について周知徹底に努める。

３ 防災訓練の実施

施設管理者は、施設職員及び入所者に対し、消防署や地域住民、自主防災組織等と連携し

防災訓練を実施する。

また、夜間や職員が少なくなる時間帯等の悪条件を考慮した防災訓練の実施にも努める。

４ 地域との連携

施設管理者は、災害に伴う入所者の避難誘導又は職員が被災した場合の施設の運営及び入

所者の生活の安定について協力が得られるよう、平常時から近隣の自治会やボランティア団

体との連携に努める。

また、市は、施設管理者が災害時に県登録災害ボランティアへの派遣要請等の手続きが円

滑にできるよう協力する。

Ø 飲料水

Ø 非常用食料（老人食等の特別食を含む）

Ø 常備薬

Ø 介護用品（おむつ、尿取りパット等）

Ø 照明器具

Ø 非常用電源（燃料含む）

Ø 移送用具（担架、ストレッチャー等）
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第３ 外国人の安全対策

わが国の言語、風習等に不慣れな外国人の多くは、災害が発生した場合、的確な対応をと

ることが困難となることが懸念される。

市の「外国人の安全対策」は、以下の方策及び担当部署をもって推進する。

１ 外国人の所在把握

平成 24年７月９日、外国人住民への行政サービスなどの利便の増進及び市区町村等の行政

の合理化を図るため、「住民基本台帳法の一部を改正する法律」が施行された。

これにより、外国人住民に対して住民票が作成され、平成 25 年 7月 8 日から、住民基本台

帳ネットワーク（住基ネット）及び住民基本台帳カード（住基カード）についても運用が開

始されることになった。

市は、災害時の外国人への支援を迅速に進めるため、平常時から市内在住の外国人の所在

の把握に努め、外国人支援体制の整備を図る。

２ 防災知識の普及・啓発

日本語に不慣れな外国人に対して、英語など他の言語の防災啓発パンフレットを作成・配

布することにより災害対応力の向上を図る。

また、生活情報や防災情報などの日常生活に関わる行政情報について、広報誌やガイドブ

ック、インターネット通信等の媒体を利用した外国語による情報提供に努める。

３ 防災訓練の実施

市は、外国人の防災能力を向上させるため、総合防災訓練の参加を促すとともに、外国人

を対象としたメニューを取り入れた防災訓練の実施に努める。

４ 誘導標識、避難所案内板等の設置

誘導標識、避難場所案内板等について、地図や外国語の併記に努める。また、案内板のデ

ザインの統一についても配慮する。

方策 担当部署

１ 外国人の所在把握 市民課

２ 防災知識の普及・啓発 危機管理課、観光課、秘書広報課、市民生活課

３ 防災訓練の実施 危機管理課

４ 誘導標識、避難所案内板等の設置 危機管理課、関係各課



第２編 災害予防計画

＜第３章 市民の自主防災力の向上＞

第４節 自主防災組織等の整備

2-90

第４節 自主防災組織等の整備

第１ 自主防災組織の整備

市は、地域住民による防災活動が効果的に実施されるように、地域ごとの自主的な防災組

織の育成を図り、日頃から防災意識の高揚を図るなど、防災体制の整備に努める。

そのため、自主防災組織の結成及び育成・強化を積極的に展開し推進することが必要であ

る。

市の「自主防災組織の整備」は、以下の方策及び担当部署をもって推進する。

１ 自主防災組織の育成・強化

市は、地域住民による防災活動が効果的に実施されるように、地域ごとの自主的な防災組

織の育成を図り、日頃から防災意識の高揚を図るなど、防災体制の整備に努める。

このことにより、災害に対し自分たちができることは自分たちで行い、援助、救援が必要

なときは、迅速な判断ができる体制を市と市民が連携し構築する。

２ 自主防災組織の活動支援

災害時に初期消火活動、救出活動等が的確に実施できるよう、防災活動用資機材の整備を

補助制度等により継続的に支援していく。

また、自助・共助による地域の自発的な防災活動の促進やボトムアップ型の地域防災力の

向上を図るために、災害危険箇所や避難所等を記した防災地図や、地区防災計画の策定に努

める。

３ 自主防災組織への訓練実施の支援

市は、防災訓練に自主防災組織による訓練の機会を提示し、参加を促すとともに、自主防

災組織が独自に訓練を実施する場合、訓練方法等について積極的な支援を行っていく。

４ 自主防災組織リーダー養成研修の実施

自主防災組織の活動が活発に展開されるためには、各自主防災組織におけるリーダーの役

割が重要となる。そこで、市は、県及び消防本部と連携してリーダー育成のための教育カリ

キュラムを作成し、リーダーの育成に努める。

方策 担当部署

１ 自主防災組織の育成・強化 危機管理課

２ 自主防災組織の活動支援 危機管理課

３ 自主防災組織への訓練実施の支援 危機管理課

４ 自主防災組織リーダー養成研修の実施 危機管理課、消防本部
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第２ 事業所等の防災組織の整備

大規模な災害が発生した場合には、行政や住民のみならず、市内に立地する事業所等の組

織的な初期対応が被害の拡大を防ぐ上で重要である。そこで、市内に立地する事業所等の防

災組織の育成指導を図る。

市の「事業所等の防災組織の整備」は、以下の方策及び担当部署をもって推進する。

１ 施設内の防災組織の育成

市及び消防本部は、学校、病院及び市民会館等不特定多数の人が出入する施設に対し、防

火管理者を主体に自主的な防災組織の育成指導を図る。

２ 危険物施設及び高圧ガス施設等の防災組織の育成

消防本部は、危険物施設における予防規程及び防災組織の活動等に対し必要な助言指導を

行い、自主的な防災組織の充実を図る。

また、高圧ガスは、爆発性、可燃性、毒性及び支燃性等の特性をもっており、災害時には

地域住民の援助は期待できず、また消防機関の活動にも限界がある。

したがって、専門的知識を有する高圧ガス関係業界の指導を受け、防災訓練の実施等防災

組織の充実を図る。

３ 事業所内の防災組織の育成

消防本部は、各事業所が自衛消防隊等を中心として、特に中小企業等における自主防災体

制の確立を支援するとともに、地元地域への貢献という意味からも事業所と協議の上、地域

の自主防災組織として位置づけて連携を図る。

４ 関係機関への協力体制の確立

市は、各種災害対策関係組織における防災活動の円滑な実施を図るため、自主防災組織や

民間協力機構の充実を図る。

このため、特に次に掲げる関係機関の協力体制の確立に努める。

方策 担当部署

１ 施設内の防災組織の育成 消防本部、関係各課

２ 危険物施設及び高圧ガス施設等の防災組織の育成 消防本部、危機管理課、関係各課

３ 事業所内の防災組織の育成 消防本部、危機管理課、関係各課

４ 関係機関への協力体制の確立 危機管理課、関係各課

Ø 民生委員・児童委員、日赤奉仕団及び町会・区

Ø 農林商工関係団体

Ø ＰＴＡ、女性団体及びその他の市民団体

Ø その他の公共的団体
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第５節 災害ボランティア活動のための環境整備

大規模な災害が発生した場合、行政や防災関係機関のみで円滑な応急対策を実施するのは

限界があるため、災害時に円滑にボランティア団体等の協力が得られるようボランティアの

活動環境の整備に努める。

市の「災害ボランティア活動のための環境整備」は、以下の方策及び担当部署をもって推

進する。

１ 県災害ボランティア登録制度の周知

（１）災害ボランティア

県は、平常時に災害ボランティア登録を行い、必要に応じて研修を実施するとともに、

ボランティアに関する情報提供を行う。災害時において、登録ボランティアは自主的、自

発的に災害支援ボランティア活動を行う。

市は、住民に対し、県のボランティア登録制度の周知を図っていくとともに、登録への

呼びかけを積極的に行う。

（２）災害救援専門ボランティア

災害時には、介護や通訳、建物危険度判定など特に必要となる専門分野の人員の不足が

予想される。そこで、次に示す専門分野からなる災害救援専門ボランティアを編成し、災

害時の人員不足に備える。

■専門分野の例

（３）応急危険度判定士及び被災宅地危険度判定士

県は、ボランティアの応急危険度判定士及び被災宅地危険度判定士の養成及び登録を行

っている。市は、災害時に応急危険度判定士及び被災宅地危険度判定士の派遣を要請する

体制を整備する。

（４）砂防ボランティア

土砂災害等の二次災害の防止のため、県は、彩の国砂防ボランティア協会による砂防ボ

方策 担当部署

１ ボランティア組織・団体に関する情報の把握
危機管理課、社会福祉課、

建築住宅課、関係各課

２ 専門職ボランティアの組織化
社会福祉課、地域医療対策課、

建築住宅課、関係各課

３ 災害時におけるボランティアの活動環境の整備
社会福祉課、危機管理課

社会福祉協議会

４ ボランティアコーディネーターの養成 社会福祉課

Ø ボランティアコーディネーター

Ø メンタルケア

Ø 乳幼児保育

Ø 介護

Ø 障がい別の専門ボランティア（手話通訳等）

Ø 外国語通訳

Ø 情報・通信

Ø 土木・建築
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ランティア活動を支援している。市は、災害時に砂防ボランティアの派遣を要請する体制

を整備する。

■砂防ボランティアの活動内容

２ ボランティア組織・団体に関する情報の把握

災害時には、医療、福祉、保健、応急危険度判定など、様々な分野の専門ボランティア組

織・団体が、市内で独自の救援活動を展開することが考えられる。

そのため、市は、災害時に援助の申し出があった場合、これら団体と円滑に連携できるよ

う、総務省消防庁が公開している「災害ボランティア・データバンク」等を利用して情報を

事前に把握しておくよう努める。

３ 専門職ボランティアの組織化

災害応急対策を迅速・的確に遂行するためには、専門能力を有するボランティアと効果的

に連携する必要がある。

そのため、市は、市内在住の専門能力を有するボランティアを事前に組織化し、災害時に

迅速・的確な協力が得られる体制づくりを進めていく。

また、体制づくりに合わせボランティア関係機関等との間に非常用通信ネットワークを構

築するなど、日頃からボランティア関係機関等とのネットワーク化を促進するよう努める。

４ 災害時におけるボランティアの活動環境の整備

大規模災害時には多くのボランティアが救援に駆けつけ、これらボランティアの活動によ

り行政だけでは困難な状況を乗り越えることも少なくない。

そのため、市及び社会福祉協議会は、災害ボランティアセンターを迅速に立ち上げ、参集

したボランティアを円滑に受け入れるため、以下の事前対策を講じていく。

■災害ボランティアの活動環境の整備

５ ボランティアコーディネーターの養成

ボランティアの需給調整を円滑に行えるよう、県社会福祉協議会や日本赤十字社埼玉県支

部等が開催する研修会等に積極的に参加する。その際、市内で活動している福祉ボランティ

ア等にも積極的に参加を呼びかける。

Ø 渓流、地盤等に生じる土砂災害発生に関する変状の発見及び行政等への連絡

Ø 土砂災害に関する知識の普及活動

Ø 土砂災害時の被災者の援助活動

Ø 災害ボランティアセンター立ち上げ・運営マニュアルの作成

Ø 必要な資機材の備え（市内地図、ボード、机、椅子、自転車等）

Ø ボランティアのための宿泊場所や活動拠点の候補地を選定


